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社会構造の全体的分析を志向する歴史社会学研究は日本ではきわめて少なくじっさ
い，政治学にはあっても，社会（学）の領域ではみつけにくい．そこで，政治（学）の領
域における先行研究や社会（学）の領域におけるそれに準ずるものをふまえながらもこ
れを行う．「社会」や市民社会をみる上では，「政治」「経済」領域の力動に着目するこ
とが重要であり，またこれはいわば「社会」をみわたす政治学でもある1．「社会」を「政
治」「経済」に対抗し相互に影響を及ぼすものと広く捉え，区別し，それぞれの諸力の
相互連関をみる歴史社会学アプローチである．
対象は，市民社会の成熟が謳われ，その後，丸山眞男の問題意識の頓挫に至る
1960年代から，歴史社会学研究の対象として十分に時間的距離があると考えられ，新
しい市民社会論が登場する 1990年代までとし，これを広く，後期近代日本の社会変
動の観察として研究する．日本の「市民社会」がいかに隆盛し，また衰退・縮小・解体
されたかをめぐるものである．
そして，社会学が歴史性を確かに取り戻し，また，歴史を理論にあてはめるようなもの
でない（日本の）歴史から理論を検討・構築するものへと志向する以上の歴史社会学
的考察に対し，丸山眞男から平田清明に至る既存の日本の市民社会論を重ね合わ
せ，通史的，総体的な視座から検討する．
結論（のひとつ）として，市民社会論として，主流から遠ざかる傾向にある市民社会へ
の経済学的アプローチの重要性を指摘する．
．
2 総体性をめぐる歴史社会学の方法
1 アンソニー・ギデンズは，カール・マルクスの史的唯物論への批判として，経済的諸
力に対し政治的諸力を強調する（宮本 1998）．それにはギデンズの構造化理論にお
いて「構造を実体化せず，行為や相互行為の構造形成力（パワー）を重視し，構造と
過程を統一的に把握する」（宮本 1998：89）含意がある．ギデンズは構造について，経
済的支配構造，政治的支配構造，法的支配構造，意識構造・文化構造の 4つを想定
し，なかでも，経済と政治を中心とする（宮本 1998：95）．政治・経済の制度的次元に
対抗し社会批判を担うと位置づけられるのが「運動」である（宮本 1998）．「運動」は
1990年代の市民社会と重なる．ヨアヒム・ヒルシュは，ヘゲモニー概念を用い，文化の
変化を社会変動に結びつける（Hirsh 2005=2007）．以上より，「社会」を「政治」「経済」
に対抗し相互に影響を及ぼすものと広く捉え，区別し，それぞれの諸力の相互連関を
みる歴史社会学アプローチをとる．なお，このように本稿では実態ではなく概念や言説
であることを示すのに鍵括弧（「」）を使用する．
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実証性や経験性，また個別性，地域性，さらに歴史性（通時性）という観点を持ちなが
ら，有意義な理論化の志向も持つ歴史社会学を用いる．
社会学や社会（学）理論，また社会学だけでなくその他どのような理論，論理，言説が
語られ時代に浮かび上がり消えていったのか，そして現在にどのようにつながっていく
のかを同時代的に反省する試みにその意義を込めている（竹内 1995）．また広田照幸
の記述にもあるように，諸領域の「連関的脈絡」を捉え，その時代の文脈のまま掘り起
こすこと．同時に，「政治，経済，文化の関連構造の中へ位置付けていく」「多次元間
を関連付けて構造的に把握していくこと」「過去のデータの論理とコンテクストに没入す
ること」が要求される（広田 1995: 31-6）．このように時代を記述し浮かび上がらせ，反
省の対象とすること，これ自体が本論文の大きな意義であると考えている．
本稿では，以上の日本において未だ手薄である総体的な視座に基づく歴史社会学
（筒井 1997: 7）の研究を試みるにおいて，その方法論の全体像や問題点，可能性を
問う．
2.1 総体性をめぐる歴史社会学の方法
歴史社会学は，シーダ・スコチポルによれば 3つの戦略にわけることができる
（Skocpol 1984=1995: 335）．第 1に，歴史に対する一般理論の適用であり，第 2に，
「解釈型歴史社会学」，第 3に，「分析型歴史社会学」である（Skocpol 1984=1995:
335-349）．第 1戦略は，あらかじめ念頭にある一般的な理論モデルを歴史によって検
証するもので，歴史に対して恣意的な一般理論のあてはめになりがちである（Skocpol
1984=1995: 338，9）．第 2戦略である「解釈型歴史社会学」は，因果的な一般的結論
を検証するというよりは，諸々の個別性を明確化すべく，概念を駆使しながら，複雑な
ままに歴史記述し，「何がおこったか」を有意味に理解するものである（Skocpol
1984=1995: 342，4-6，9）．第 3の戦略である「分析型歴史社会学」は，「なぜか」と一
貫して問いかけ，比較研究に導かれながら，説明的な因果的規則性を見出すもので
ある（Skocpol 1984=1995: 349，50）．歴史社会学の方法論の 3つの戦略からして重
要なのは，第 2，第 3の戦略のように歴史から「解釈」や「分析」や「理論」を導く手順で
ある．その際に，いかなる「解釈」「分析」「理論」を導くかが問われる．これらの要素はも
ちろんそれぞれが隔離されているわけではなく重なるものである（Skocpol 1984=1995:
335; 山田 1996: 61，2）．
こうして，スコチポルは「分析型歴史社会学」を 1つの歴史社会学の到達点のようなか
たちで提示するが，これにはバラウォイやカイザーとヘクターから批判があり，これがア
メリカ歴史社会学の方法論論争となる（山田 1996: 59）．バラウォイとカイザー，ヘクタ
ーは，帰納法を用いても多数の変数が社会的事象を生起させるために完全な形で因
果関係を特定することはできず，スコチポルの必ずしも事実に依拠しない洞察が入っ
7ていること，帰納法では事例が足りず結論を下すのが困難であることを指摘し，演繹法
や「一般理論」の必要性を主張する（山田 1996: 61-2）．バラウォイは，スコチポルの
帰納法は，多数の変数が社会的事象を生起させるために完全な形で因果過程を特
定できるわけではないことを指摘する（山田 1996: 61）．このようにして歴史社会学の
方法論は深められている．
こうした帰納法の陥穽は以下のようにまとめて指摘できる（保城 2013: 17-20）．まず
は帰納的飛躍である．これはすべての事例を調べることの困難であり，ポパー，ラカト
シュによって指摘されている（保城 2013: 17-20）．次に，理論的負荷性である．すな
わち，データ解釈は受動的ではなく解釈者の主観的認識による．「資料がみずからの
意思を持っているわけではない．歴史家がそこに生命を吹き込むのである」（Arnold
2003: 108-9）．
しかしまた一方で「偶然見つけた一枚の資料によって，自らの歴史解釈を大幅に変更
させられることは，頻繁にあり得る」（保城 2013: 20）．
つまるところ，ここから２つの説明概念が見いだせる（保城 2013: 13）．<因果関係の
解明>と「解釈」である（保城 2013: 13）．「なぜ？」というメカニズムの説明と「どのよう
に（how?）」や「何であるか（why）」の解釈の説明である（保城 2013: 13）．近年では，
「なぜ？」から「何であるか」が重視されるようになってきた．これは「アナール学派の歴
史人口学に見られる計量分析重視姿勢や経済決定論的なマルクス主義史学に代表
される『科学的歴史学』から，社会史や生活史における特定的で個別的なもの，従来
少数派として見過ごされてきた人々を『叙述』」する方向――いわゆるミクロの歴
史――へと世界の歴史学が舵を切っ」（保城 2013: 14）たのと共振する．しかし，結局
のところ，この「２つの説明概念を同時に使用する」（保城 2013: 15）こそが重要であ
る．
マクマイケルは，スコチポルに代表される科学的厳密性を重視する立場でなく，ティリ
ーやウォーラーステインに代表される解釈的視野を重視する立場を採る（山田 1996:
62-3）．ティリーの「全体」が「部分」を支配する「包括的比較」に対し，「部分」の比較分
析を通じて「全体」を具現する「統合的比較」を提唱する．いわば「総体性」の具現であ
る．これもそれぞれの側面の強調性の問題ではあるが，山田信行はこれを受け「諸関
係間の可能性の連鎖」（山田 1996: 70）として因果連関を説明する（演繹と帰納の）
弁証法的歴史社会学を主張する（山田 1996: 70）．本稿も，この発想と同様に「諸領
域間」の関係の連鎖としての総体的な歴史社会学の方法をとる．なお，これはよりシン
プルには，3.1.2 「歴史社会学的考察の意義」で歴史社会学の日本における導入過程
の歴史のなかで，広田照幸を参考に改めて説明される．
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本章は，1960年代および 1部 1970年代を中心として歴史社会学的考察を行い，また
それを丸山眞男の思想に通して現代への建設的な視座を得るものである．まず，いく
つかの丸山論においてもよく引用される丸山の主題をよく表している文章をここでも引
用しよう．
「我々の求めるものは個人か国家かの Entwender-Orderの上に立つ個人主義的
国家観でもなければ，個人が等族のなかに埋没してしまふ中世的団体主義でもなく，
況や両者の奇怪な折衷たるファシズム国家観ではありえない｡個人は国家を媒介とし
てのみ具体的定立をえつつ，しかも絶えず国家に対して否定的独立を保持するごとき
関係に立たねばならぬ．しかもさうした関係は市民社会の制約を受けてゐる国家構造
からは到底生じえないのである．そこに弁証法的な全体主義を今日の全体主義から
区別する必要性が生じてくる．」（丸山 1976: 32）
このように，丸山は戦時の日本ファシズムを研究の主題としながら，個人と国家のあり
方について，近代批判と近代主義をともに考慮にいれながらこれを乗り越えるものとし
て当研究に取り組んでいた．そしてここに 1つの主題として「民主主義」がファシズムに
対抗するものとして位置付けられていたのである．1960年代は安保闘争に始まり，全
共闘（全学共闘会議）をもって象徴的に終わりを迎える．この年代の一連の経過に先
の問題関心を持つ丸山にとっても象徴的な時代であった．丸山は安保闘争において
は，1960年の 5月 24日岸内閣総辞職要求・新安保採択不承認学者文化人集会にお
いて，民主主義の擁護を訴えることで安保反対運動の昂揚の一躍を担い（田中
1960)2，最終的にこれを大衆社会状況がファシズムではなく「市民」意識の根付きとし
て展開していったことを印象付ける出来事として評価した（丸山 2004）3．しかし，その
2 「20日未明以来，事態は一変し，問題はかんたんになった．われわれの立場は，会
期延長と新安保の承認を一挙に強行した岸内閣のやり方を承認するか，否認するか，
われわれの歴史からこのような非民主主義をまっ（抹）殺するか，しないか，2つに 1つ
である[中略]われわれは，岸首相のすてた一切の民主主義的なものをわれわれのも
のとするために立ちあがる・・・このみぞう（未曾有）の危機こそ，みぞうの好機でもある・
・・・・・．」（田中 1960）
3 「根本的なことでは，大衆社会状況では政治的無関心が蔓延するという一般的なテ
ーゼがあったのですが，この 1ヵ月で，むしろ国民の中には権力の無理押しに抵抗す
9年代末の全共闘では，この市民を担うはずの学生らに糾弾されるという事件により，丸
山はこれを要因として教授職を辞職することとなる（竹内 2005: 250-2)．そして今後，
丸山はメディア的な表舞台から退き，古層論を中心とする日本思想史研究へ専念する
ようになるのである．本章はこのような象徴的な転換点にあたる 1960年代を中心にさま
ざまな領域における社会変容を考察し，またこれを丸山の問題軸と交錯させることでそ
こから現代日本社会における重要論点の 1面を明確にするものである．
このように本章は 1960年代の歴史社会学的な考察が中心となるわけであるが，では
次にこの意義を敷衍する．1960年代とは社会学においては見田宗介が「夢」の時代と
して説明している（見田 1995）．見田は戦後をほぼ 15年ずつの 3つの時代に分け，
それを「現実」との反対語によって類型化している（見田 1995; 10-36）．1945年から
1960年頃までは人々がアメリカン・デモクラシーやソビエト・コミュニズムの<理想>に生
きようとした「理想」の時代，1970年代の中葉から1990年までを「消費社会化」や「情報
社会化」を背景に，人々が<虚構>に生きようとした「虚構」の時代，そしてその間の過
渡期である 1960年から 1970年代前半までが人々が<夢>に生きようとした「夢」の時代
である（見田 1995; 10-36）．との関わりにおいて，「理想」に生きようとすることは現実
に向かっていく姿勢であるが，「虚構」に生きようとすることは現実から遠ざかる姿勢で
ある．こうした明確な2つの時代の転換の過渡期に，ここでは「夢」の時代が設けられて
おり，詳細には都市化，産業変化におけるこの時代の前半を<あたたかい夢>の時代，
全共闘に見られるこの時代の後半を<熱い夢>の時代としているが，先の 2つの時代と
比べると，「夢」に生きようとするという説明は現実に対して明確な何かを示してはいな
い（見田 1995; 10-36）．ここにおいてこの過渡期の時代にどのような変容の下，「理
想」の時代から「虚構」の時代へと至ったのか，そこで失われたものまた得られたものを
整理することが重要となるのである．また取り戻すべき「理想（現実）」と進展させるべき
「虚構（現実）」の整理が重要であるといってもいいかもしれない．こうした 1960年代を
中心に，政治経済，教育，メディア，産業，都市化，文学，知識人言論，民主主義状
況（社会闘争）といった領域に分け詳細に検討していく．このように「理想」，「夢」が「虚
構」に転換する過渡期の考察を行い，現代の社会へと照射することを目的とするので
ある．
このように 1960年代という時代は，社会学において「夢」から「虚構」へという 1つの転
換点ではないかといわれるような時代であった（見田 1995; 10-36）．また丸山眞男と
る健康的なデモクラチックなセンスが，戦後十五年の間にかなり生活感覚として生きて
いたことが実証された．もちろん中央と地方との差はまだまだ大きいですが，国民の自
発性と能力性のポテンシャリティー（潜在力）としては大きなものを持っていることを示し
たいと思います」（丸山 2004:341）．
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いう 1人物においては安保闘争から始まり全共闘で終わるというように，「市民」意識の
根付きといった言説にもかかわらずそれを失望させるような象徴的事件とともに丸山が
教授職を退職し，日本思想史研究への専念へと移行するという時代であった．本章は，
このような時代的転換期を歴史社会学として記述し，それを丸山思想の問題軸から考
察するものである．
本章の構成としては，丸山の思想を交錯させることによって何を見出すことになるかの
説明も含め，まず 3,1では「丸山眞男論の現状」から見ていくこととなる．その後，3.2で
は「1960年代の歴史的展開」を「総論」として，この時代の全体的な歴史社会学的な検
討によりこれを考察する．これをふまえ，より詳細に，丸山思想の軸に照らし合わせ
「1960年代の民主主義論，民主主義の展開」を考察することとなる．最後に「丸山思想
の歴史社会学的検討を通した現代社会への照射」として以上をふまえた本章の結論
へと至る．以上の構成はまた3.1で丸山思想との交錯を検討した上で，より詳細に説明
することとなる．
3.1 丸山眞男論の現状とその歴史社会学的考察の意義
3,1.1 丸山眞男論の現状
1996年 8月 15日の丸山の没後，現在は 10年以上経つことになるが，それ以来これ
までにいっそうの丸山論が世に提出されている（竹内 2005: 19）4．丸山批判はその数
の多さの分，短絡的な批判が多いとされるというのが同じく（他の）丸山論によって度々
言及されることであり（菅 1997; 間宮 1999; 小林 2003; 田口 2004），そのなかでも
小林正弥はその論のなかで批判の分類をし，求められる批判とは何かについて説明
している（小林 2003: 14-5）．
これからの説明のためにもこれを参照すると，「正確な理解をせずに誤読に基づいた
恣意的な非難をしているもの」（小林 2003: 14）を「丸山誹謗（論）」とし，一方，「丸山
の業績を正確に理解した上で，その弱点や難点を正当に指摘する議論」（小林 2003:
14）を「丸山批判（論）」，「建設的丸山批判」としている（小林 2003: 14）．またその建設
的批判を「外在的批判（external criticism）」と「内在的批判（internal
criticism）」とにさらに 2分類する（小林 2003: 15）．外在的批判は「基本的に丸山と
相容れない思想的立場から行う」批判であり，一方，内在的批判は「丸山の思想を十
分に理解した上で，その文脈の内部から問題点を指摘する場合であり，例えばその業
績相互の間やあるいはある特定の論文に矛盾の存在を指摘したり，その主張の一部
を歴史的事実によって反駁したりする」ものである（小林 2003: 15）．小林は主にこれ
4近著の中では，竹内洋『丸山真男の時代 大学・知識人・ジャーナリズム』中公新書，
2005年，19頁 に丸山を題名にした邦語著籍がまとめられている．
11
までの外在的批判に対し分類化を試みているが，このような外在的批判を試みようと
するものがそのような誹謗論に陥りがちであるとしている（小林 2003: 15）．
さて，その丸山外在的批判論の分類であるが，このなかで最も重要な批判をなした立
場として，小林は（ア）保守派ないしナショナリスト，（イ）共産主義など（旧）左翼，（ウ）
大学紛争時に代表される新左翼，（エ）近年の「ポストモダン左翼」，（オ）実証主義な
いし客観主義，（カ）エコロジー的ないし存在論的思想からの批判と，以上 6つのもの
にこれらを分類化している（小林 2003: 10）．
まず，これらの丸山論のなかで，小林の言及に限らず近年注目されているのが小林
の分類でいう（エ）すなわち，「ポストコロニアル派」(田口 2004: 286）や「ポストモダン
左翼」（小林 2003: 13）と呼ばれている酒井直樹，中野敏男，姜尚中らの「国民主義者
・丸山眞男」としての批判である（小林 2003: 12）．これは丸山におけるナショナリズム，
国民主義を国民国家の相対性を主張する視点（山之内 1996: 41）から批判したもの
で，山之内靖らのプロジェクトに端を発するものである(田口 2004: 286-7）．
これらは大きくまとめると，第 1に「近代」に連なる国家へのシステム統合におけるシス
テム的な動員性，その組み込まれに対する批判であり，第 2に「日本」という国家を志
向した「国民主義」，またそこから導かれる民族主義への批判である．第 1の論点は第
2の論点にもかかってくるものであり，より大きな論点となっている．また本章において
大きく関わる部分が第 1論点である．
その第 1の点を特に重点的に説明する．それは戦時の総動員体制はそのまま連続
的に，戦後の「市民社会派」の理論と結びつく民主主義的動員につながっており，そこ
に見られる近代の「鉄の檻」問題への「ニーチェとヴェーバー」的な批判精神の欠如を
訴えるものである（山之内 1996: 41）．これはパーソンズから脈絡付けられるシステム
統合の理論において跡付けられている（山之内 1995: 9-56）．ヘーゲルにおける家族
・市民社会・国家というようなそれぞれが区別され，それでいて最終的に国家において
包括されるシステム論とは異なり，パーソンズにおける，家族も市民社会（とりわけ企
業）も相互に「貢献」しあうという，それぞれのシステムへの「貢献」，また全体システム
への「貢献」を念頭に置かれたものとしてそれは把握される（山之内 1995: 9-56）．パ
ーソンズにおいて権力は権威と同義である（山之内 1995: 9-56）．それはシステムの
安定を支える機能であり，常に正当なものとして理解される（山之内 1995: 9-56）．そ
の前提に社会構成メンバーによる規範的合意というシステムの調整を担うものが想定
される（山之内 1995: 9-56）．そしてそうした人々の行為に動機を与える価値体系が
規範的命題として作用すべく，その価値体系が，①各メンバーのパーソナリティに内
面化し，②社会の分節化されたレベルにおいて制度化し，③集合体レベルでメンバー
を統合するという内面化・制度化・集合体的統合という 3つの契機を得ていることが重
要となるのである（山之内 1995: 24-9）．このようなシステム統合のもと，国家という枠
組みと国民としての組み込まれが避けて通れない，そうした戦時動員からの延長上と
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しての問題となるのである（山之内 1995: 9-56）．山之内はこれを具体的な形では以
下のように説明している．
「家族，市民社会の区別のないままに，というのも戦争が始まってしまえば徴兵で
すし，働き手をとられた家族はどうするかというと，これを国家が面倒を見ざるをえな
い．ということは，それはやはり国家からの強制的に何か拘束を受けるということの裏返
しでもある．その両面を区別できない形で，家族人であり，市民社会人である存在者そ
のままの姿で，国家的存在として組み込まれるという状況が総力戦という状況です．そ
ういう意味では，家族のレベルも思想のレベルも含めて国家と市民社会と家族の区別
が一挙に取払われて，融合してしまう．その時に初めて，システム論でいう機能主義の
原理が貫徹するようになると思うんです．家族も市民社会も，国家共同体のなかの機
能として位置付けられる．そして３者が一体になって運命共同性という性格を持つ，と
いうのが総力戦時代の 1つの特徴で，実は，機能主義的なシステム理論というものが
有効性を持つ歴史的な契機というのはそういう形で形成されたんじゃないかと思うんで
す．」（山之内・渡辺: 1996: 64）
国家は，経営者革命において階級対立が制度化された労使間交渉に移行したのと
同様に，総力戦体制を契機に，社会政策を為す行為体として，福祉国家として，全体
社会における社会制度の 1部となる．「権力の社会制度化」が「社会全体が準拠すべ
き公的原則へと引き上げ」（山之内 1995: 31）られたのである（山之内 1995: 34）．こ
こから山之内はクンデラを通して，これを消極的個人主義の思想にとっての問題として
提示し，「自己の責任において判断する自由な時間，あるいは空間」（山之内 1995:
34）という個人の私的側面を擁護する（山之内 1995: 34）．以上が，主に山之内靖の
論点となる．また，第２の点であるが，丸山思想の論理は，西洋を近代，日本を前近代
とし，「西洋＝近代」に対し日本の啓蒙への道をそこに指し示すものであり，そこに内
在する問題点として，「日本」全体が「近代＝西洋」的とされる「主体性」を備えよという，
そこに見られる，特殊な「日本」を「近代＝西洋」化させるという枠組みを批判している
（中野 1994; 酒井 1994）．そこに内在しているのは「日本」という国家単位への無前提
な固執であり，またそこからは民族主義が必然的に導かれるとし，これらを批判するの
である（姜 1994; 酒井 1994）．これが主に，酒井，中野，姜らの論点である．5
5酒井は丸山の『忠誠と反逆』をとりあげつつ，「忠誠」を根底に据えながら，異があると
きは，「反逆」をもってするような態度を丸山が求めていることを批判する（酒井 1994）．
それがまたとりわけ日本国家を対象としていることに対し，その反省性のない前提を批
判するのである．それは集団に対して非自然的な選択されたものという自覚が求めら
れるものであり，そこにすなわち自我によって選ばれたものとして帰属することが求めら
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こうした「ポストコロニアル派」・「ポストモダン左翼」の論者に対し，田口富久治や間宮
陽介，小林正弥らが厳しく反駁を加えている．この反駁の 1つのタイプには，「ポストコ
ロニアル派」・「ポストモダン左翼」の論者らの「国民主義者」「戦後総動員主義者」丸山
という過激な物いいに対し，丸山の本来の意図や理念からしてそうではないと反論す
るもの（間宮 1999; 田口 2001）があるが，しかしこれは彼らの警告的批判を汲み尽く
しているとはいえず，現実社会を志向した社会学的な枠組みからすれば弱い反論で
ある．他方，小林は丸山の思想的・理論的位相から反論する（小林 2003）．ここでは小
林の反論を，1つの内在的な丸山論として紹介する意味も兼ねて，一通り見ておく．小
林は，丸山の思想・理論における近代主義を「複合的近代主義」とし，そこに含まれる
3つの側面を「原子論的＝経験主義的近代主義」（「原子論的＝大衆的近代主義」），
「規範的＝個人主義的近代主義」，「全体論的＝国民主義的近代主義」と哲学的概念
から整理する（小林 2003: 200-5）．第 1の「原子論的＝経験主義的近代主義」は「中
世的思惟様式の解体自体に近代の成立を観る視角で，哲学的にはノミナリズム・原子
論・機械論や経験主義・プラグマティズムなどに親近性が存在する」ものであり，マキァ
ヴェッリやホッブズをその近代的な主体的作為の論理の提示者とするものである（小林
2003: 200，１）．しかし，これには原子化した群集による「能動的ニヒリズム」からなるナ
チズム（フロム「自由からの逃走」）への危険という否定的側面も内包している（こちらの
否定的側面を特に「原子論的＝大衆的近代主義」）（小林 2003: 209-10）．それに対
して，第２の「規範的＝個人主義的近代主義」は，第1のホッブズのような＜「拘束の欠
如」としての「感性的な自由」＞に対し，ロックからなる＜「理性的な自己決定の能力＝
自己立法」に基づく「理性的自由」＞を指すものであり，これが「民主主義革命の完遂」
という新しい時代的課題に結びつくものである（小林 2003: 201-3）．ヴェーバー的エ
ートス論，カント的主体性論とも対応するものであり，規範的，倫理的なものである（小
林 2003: 201-3）．最後に第 3の「全体論的＝国民主義的近代主義」が最初期以来の
丸山の思想であるヘーゲル＝マルクス的な観点である（小林 2003: 203）．「3.0 は
じめに」でも引用したような，個人と国家の今日の全体主義から区別される弁証法的
な全体主義を志向しており，このような国民的一体性の意識を「国民主義」と呼ぶので
ある（小林 2003: 203-5）．これら 3つの側面を社会契約論に対応させると，それぞれ
原子論的なホッブズ的契機，規範的なロック的契機，全体論的なルソー的契機となる
れるのである（酒井 1994: 181）．「ここには，『君，君たらざれば去る』といういわば淡白
な―そのかぎりで無責任な―行動様式を断念するところから生まれる人格内部の緊張
が，かえってまさに主君へ向かっての執拗で激しい働きかけの動因となるのである」
（丸山 1992: 19）という丸山の文章を引用しつつ，その「非合理的主体性」という武士の
行動様式が求められていることを説明する（酒井 1994）．
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（小林 2003: 200-5）．これら 3つの視角にそれぞれ着目し，最終的に弁証法的な，
理想的な全体主義を志向する，これを小林は「新対理法（neo-dialectic）的関係」と
呼びまとめている（小林 2003: 205）．無理に弁証法的に統一することで問題を解消す
るのではなく，統一，止揚への努力としての不断の運動（対話：ダイアローグ）を表す，
「アンチノミーの自覚」に基づく「緊張関係」の論理である（笹倉 1988: 173-9; 小林
2003; 231.2）．「ポストコロニアル派」・「ポストモダン左翼」の論理は，この第 3の「全体
論的＝国民主義的近代主義」にことさら着目し，批判しているのであり，それはこうした
その他 2つの側面を見落とした批判であるというのが小林の反論である（小林 2003:
204）．またそれは，「国民」概念なしに，人民主権をどう論じるというのかという反批判
でもある（小林 2003: 204-5）．さらに小林は，丸山はヘーゲル的な国家の正統化を志
向した全体論的近代主義というよりは，フランス革命に象徴されるルソー的な「人民＝
国民による政治」という民主主義原理の実現のための全体論的側面の必要性を考え
ていたことを主張する（小林 2003: 204-5）．また，「ポストコロニアル派」・「ポストモダン
左翼」の論者である酒井はまず，「西洋＝近代」を「日本」に対置させるという手法を批
判していたが，小林の丸山論を参照，解釈すれば，1950年代後半には丸山は「後期
近代（late modernity）」の負の面，すなわち先の「複合的近代主義」における第 1の
「原子論的＝大衆的近代主義」という負の側面に関心を寄せており，もはや「日本」の
問題というよりは，日本と西洋とに共通する「近代」の問題に着目していた．それに対し，
この時，丸山はトクヴィルの影響を強く受け，「市民」の自発的結社による政治参加の
可能性を考えていた（小林 2003: 216-25）．しかし，ここからは「ポストコロニアル派」・
「ポストモダン左翼」の第 1の論点，「近代」に連なる国家へのシステム的動員性，その
組み込まれという「市民社会派」への批判が妥当することとなる．そして 1972年に丸山
は，「歴史意識の古層」を提出するが，このときには再び「日本」の考察に没入していく
こととなる．しかし，それは「西洋＝近代」を目指す「西洋的近代化論」ではなく，多元
的な近代化のあり方を認める「多元的近代化論」の下，それでも「普遍的宗教」ないし
「普遍思想」への志向は捨て切らないという「多元的普遍主義」を掲げるものとされる
（小林 2003: 236-40）．しかし，いずれにしても「日本」国家という境界設定は維持され
ることとなろう．ただそれに対し，小林のいうように，このように，果たして国家や国民と
いう枠組みでなしに，一連の問題を捉えきることは可能なのかという問題も解決されな
い．これは丸山への批判というよりは，丸山を超えた問題としての性格が強い論点であ
ると思われる．以上，このように「ポストコロニアル派」・「ポストモダン左翼」の批判は 1
部退けることは可能であったとしても，「全体論的・国民主義的近代主義」における日
本国家に結びつくことにまつわる諸批判に対し，どのような思想・理論を持ち出すこと
が有効であるのかは，後期の古層論まで見たとしてもそのなかでは，判然としないとい
う結論となろう．
さて，丸山への外在的批判に対し，もう 1つ，本章の視点としても重要になるのが（ウ）
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大学紛争時に代表される新左翼からの批判である．先の小林の説明としても，「思想
的に重要なもの」の 1つとして説明されている（小林 2003: 11）．これの代表的なもの
に，吉本隆明による丸山批判（1963年）があげられ（小林 2003: 11），これは本章の研
究対象とも重なる，1960年代末の全共闘との対峙に象徴される 1群のものである．小
林の説明にもあるようにこれは「啓蒙主義の理性中心主義や知識人の倨傲が批判さ
れ，代わって大衆ないし民衆の立場やその情念や感性に注目する」（小林 2003: 11）
立場である．小林の「公共哲学（public philosophy）」の概念を用いれば，その定義
「（1）何らかの意味における公共性の実現を希求する哲学，（2）専門的な研究者にし
か理解し得ないような難解な哲学ではなく，一般公衆にも理解可能で広く共有され，
人間の行為ないし実践に実際に影響を与える哲学」（小林 2003: 2）ということに注意
を払い，とりわけその「（2）学問的・思想的公共性（公衆性）」に着目した批判である．ま
た上記（1）（2）からも導かれる，小林のいう，学問の性格としての「実践性」（学問の「対
社会的公共性」6）にも重きを置いた批判でもある（小林 2003: 2,,11,31）．総じて，知
識人・貴族主義やその権力に対する大衆や大衆意識からの批判や抵抗であった．し
かし，この立場からの批判も往々にして，その知識人・貴族主義の立場と大衆からの
立場の単なる立場批判の応酬に終始しがちであって，確かな何かを得られないという
感は否めない．
丸山論としてこのようによく見られる論争に対し，本章は広く歴史的な背景から丸山の
思想を反省するというアプローチを採る．先に何度も触れているようにこうした「歴史社
会学」的な考察を通すことで当時の，そして現在の日本の状況に鑑みて同時代的な
反省を試み，丸山思想の建設的継承を試みるものである．先に小林による批判の分
類を紹介したが，そのなかで結論的に小林は「思想の本質的・根本的問題を指摘する
ためにはやはり究極的には外在的批判が必要になろう」（小林 2003: 15）としながら，
現状の誹謗論の横行に対し「まずは内在的批判を先行させる」（小林 2003: 15）ことの
意義性を説いている．同じく，本稿による歴史社会学アプローチも一旦内在的に「市
民社会」理論・思想を受容することが求められるものであり，また小林の内在的批判の
説明のなかにもあったのとこれも同様に「歴史的事実」への内在性を重視する姿勢な
のである．先にその意図の説明を抽象的ではあるが簡単にしておくとすれば，これは
6これは「学問の対社会的私事化」に抗して位置付けられた概念であり，「学問が社会
的に意味を喪失している状況」に抗うことに強調点がある．定義説明は以下の通り．
「学問の対社会的私事化に抗して，学問の社会的公共性の実現を目指す．学問智を
一般社会に向けて解放し，公衆に理解可能な形で提示すると共に，公共政策も含め，
現実の問題に対する解決の思想的・政策的指針を提示する（学問の公共化）．」（山脇
・小林 2001）
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それぞれの立場からの批判の立場的応酬や思想・理論的な論争とは別に，これら論
争の成り立ち自体も含めてその歴史を検討することで，これら論争からどのような反省
が取り出せられるべきかという，これまでの立場性とは別の，いわば通史的なアプロー
チである．では次項において，日本の歴史社会学それ自体の説明にも簡単ながら触
れよう．その後最後に，本章が広く 1960年代を中心とした同時代的な歴史社会学分
析を行い，それをさらに丸山の思想を軸とし，その建設的継承を試みる意義を説明す
ることとなる．
3.1.2 歴史社会学的考察の意義
ここでは，日本の歴史社会学の導入過程をふまえながら，本稿における歴史社会学
の意義を改めて説明する．まず，はじめに，オーソドックスな見解であると思われる森
岡清美による歴史社会学の論文を参照する．森岡は，歴史社会学について筒井清忠，
シーダ・スコチポル，園田英弘の説明に言及し，最終的に園田英弘の言及を重要視し，
これまでの自らの研究と照らし合わせその意義を確認している（森岡 2006: 124-7）．
それぞれ引用すると，筒井清忠からの参照部分は「歴史社会学とは，社会科学的視
角を摂取した歴史研究」（戦時下日本社会研究会編 1992; 森岡 2006: 124）であり，
またスコチポルから参照された内容は「理論を歴史的事実に適用するだけでなく，逆
に歴史的事実の叙述のみを事とするものでもなく，理論から事実へ，事実から理論へ
と，理論と歴史的事実との接合を意図する営みが歴史社会学で，比較法に関心が注
がれる」（Skocpol 1984=1995; 森岡 2006: 124-5））とされている（森岡 2006:
124-5）．森岡はこれら歴史社会学の代表的な論者の説明を参照し，しかし「社会学」
としては判然としないという感想を持ちつつ，それをさらに園田の見解（園田 1995;
37-9）を補完することで歴史社会学を位置付ける（森岡 2006: 125）．園田は「歴史社
会学とは，ミクロ・マクロな視点から歴史の変化の趨勢を，社会学の理論や概念を用い
ながら明らかにしていく社会学の 1つの立場」（園田 1995; 37)とし，その上で「社会学
者の手で＜歴史研究＞として書かれるものは，歴史家が明らかにした断片的な諸事
象や諸命題をある社会学理論に沿って整序し，1つの歴史像や社会変動のモデルを
構築するものが多い」（園田 1995; 37）とする．そして「それらの中には往々にして，あ
る社会学理論の中に，事実を恣意的に押し込む結果になっている」（園田 1995; 38）
という批判を強調点としてとり上げる（森岡 2006: 125）．森岡はこの趣旨に対し，「ある
＜欧米で構築された＞社会学理論の中に，＜日本の＞事実を恣意的に押し込む結
果になっている」（森岡 2006: 125）ととりわけ欧米の理論の日本への恣意的なあては
めに対して批判点を限定し，強調する（森岡 2006: 125）．また園田から，「オリジナル
な史料を用いて，事実の発掘とそれを命題へと一般化することを目指している」（園田
1995; 39; 森岡 2006: 125）また「歴史を分析する上で利用するのは社会学の命題
や理論体系だけではなく，社会学的な方法や概念であり，あくまでも分析対象に即し
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て，アド・ホックに用いる」（園田 1995; 39; 森岡 2006: 125）という概念規定の敷衍を
読み取り，これに付け加え，森岡は「史料もそれによって発掘した事実も，歴史の文脈
から切り離さず，その中に据えて考察する」（森岡 2006: 125-6）という点を強調するこ
とで，歴史社会学を自らのうちに位置付ける．以上，森岡の歴史社会学論を基本的な
歴史社会学の認識の代表として参照した．歴史社会学アプローチには，このように理
論の演繹的あてはめに対して批判する意が読み込まれている．また歴史をどう観察し
記述するかということにおいても，現在の視点で回収することなく，歴史内在的な視点
で現在との差異に着目し，その過去の時点での流れを抽出し据え置く態度が望まれる
というのが現在の歴史社会学アプローチの有効な手法とみなされる傾向にある．以下
にこれらを社会学や歴史学，また特には歴史社会学の手法の取り込みにおいて一早
く成功した教育社会学の歴史の流れのなかで説明することとなる．
歴史社会学はその名の通り，社会学と歴史学の辺境的・境界的（天野 1990; 90; 竹
内 1995; 9）な位置にあり，それぞれの利点を補い合うことを着眼点とする．具体的に
は，それぞれ「一般／特殊，共時／通時，法則定立的／個性記述的，現在／過去，
理論的／経験的」（竹内 1995; 12）といった方法論的特徴を補い合おうとする．社会
学が「時間や場所の感覚を欠き抽象的なジャーゴンで社会理論を構成する失敗した
歴史学（failed history）」（竹内 1995; 12）となり，歴史学が「理論や方法論が欠如
した事実収集だけの失敗した社会学（failed sociology）」（竹内 1995; 12）となるこ
とへの批判に眼目がある．
教育社会学の一領域で，こうした特徴をもつ歴史社会学が有効に用いられたことが日
本における歴史社会学の発展につながった．社会学は「学説研究と理論の紹介論文
に傾斜することと戦後のアメリカ社会学の影響（心理的社会学）を圧倒的にうけることに
よって，近代日本の歴史研究にいちじるしく立ち遅れ」（竹内 1995; 11）ていた．間宏，
作田啓一，見田宗介など社会学者による歴史研究も認められたが，近代日本の歴史
的研究はもっぱら丸山，神島二郎，石田雄，藤田省三などの政治学者によって進めら
れたといえる（竹内 1995: 11；筒井ほか 1996; 30）．社会学の方はといえば歴史学と
の差異をむしろ強調する傾向性を示し，それによって学問的アイデンティティ確立の
道へと進んだ（竹内 1995; 11）．その結果，むしろ社会学から歴史的研究を締め出す
ような格好となった（竹内 1995; 11）．そのようななか，教育社会学では，1950年代後
半から 1970年代初頭の高度経済成長期に，「経済成長期の中で教育システムが果た
すべき役割」（広田 2006: 142）という発想の下，機能主義観点からの教育の人材の選
抜，配分の研究が盛んとなる（広田 2006: 142）．そのキーパーソンは清水義弘であり，
彼は『20年後の教育と経済』において，急速な高度成長による産業構造や知能・技能
の要求水準の変化から，教育社会学の研究課題として，教育人口と労働市場の関係
を実証的に予測し，ここからどう教育制度や教育計画に反映させていけばよいかを研
究する（清水 1961; 広田 2006: 142）．ここから「教育の選抜・配分機能に着目し，そ
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こからマクロな社会変動や教育構造の変動を研究する視点」（広田 2006: 142）が
1960年前後には，教育社会学の最先端として隆盛した（広田 2006: 142）．この清水
門下の者が志したもののなかに歴史研究があった（広田 2006: 142）．その麻生誠，
天野郁夫，菊地城司らが「同時代の経済成長と人材需要―教育計画の問題と重なっ
た関心で歴史研究を深めていた」（広田 2006: 143）ことがうかがわれている．ここで社
会学の領域で締め出されがちであった歴史研究の空隙を教育社会学が埋め始めるこ
ととなるのである．1970年代後半頃になると，日本においてもフーコー，アリエス，エリ
アスなどの研究が翻訳され紹介されはじめ，より教育社会学における歴史研究の意義
が強調されることとなった（広田 1995: 23; 竹内 1995; 12）．これらはモダンへの懐
疑を特徴とし，教育社会学においては，モダンの構築物としての＜教育＞を歴史研究
によって＜脱構築＞することにその意義が認められる（広田 1995: 25）．これは「日本
社会の近代化」のひとまずの達成が認められた当時の研究要請からしてあてはまるも
のであった（広田 2006: 144）．「経済成長のなかで教育システムが果たすべき役割」
ということではなく，「高度成長のひずみ」「消費文化の歪み」といったフレーズで教育
問題が語られるような時代の要請であった（広田 2006: 145）．これは当時の現代的な
問題に対する取り組みなので歴史研究自体はむしろ衰退していったのであるが，そう
した層の薄さにもかかわらず，教育社会学の歴史研究は研究の世界内外で成功を収
めることとなる（広田 2006: 146）．具体的には，学歴主義の問題へと主題を切り替えて
いったのであって，「人材・選抜の『成功』面に注目してきた機能主義的近代化論」（広
田 2006: 146-7）から転じて，「近代化の過程で生起した逆機能としての学歴主義」
（広田 2006: 147）の問題に焦点を当てるべく歴史研究を援用するという手法が功を奏
したのである（広田 2006: 146-7）．このような過程を経て，教育社会学において歴史
社会学が 1つの成功を収めることとなった．これは先の政治学のなかで行われていた
研究のような近代主義的な「『西欧近代』を範型として日本を裁断するタイプ」（筒井ほ
か 1996; 47）ものともまた違うものなのである（筒井ほか 1996; 47）．筒井も日本にお
ける歴史社会学研究をふり返って，これを「近代主義」からポスト「近代主義」への流れ
として整理し，「70年代からさらに 80年代にかけて，この潮流がもっとも華々しい開花
を見せたのは教育社会学の領域であった」（筒井 1990）とし，麻生誠，潮木守一，天
野郁夫，竹内洋，園田英弘の名を挙げてこれを評価している（筒井ほか 1996; 48; 広
田 2006: 143）．なお現在，教育社会学では教育史と社会学は十分に交易されており，
歴史学的視点からすればいまや社会学よりも「文化理論や人類学（歴史人類学），文
学理論」（竹内 1995; 13）の重要性がいわれ，また「ポスト構造主義」との交易も必要と
されている状況である（竹内 1995; 13）．竹内はこれをふまえ，「歴史社会学としての
深化と歴史社会学としての専門化の回避」（竹内 1995; 16）を提案している（竹内
1995; 16）．「深化」としては歴史研究の遡及の範囲の拡大と，社会学，社会学理論を
歴史研究のなかで読み直す（historically grounded theory）研究の提案がなされ
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ている（竹内 1995; 16）．またそのために「教育をめぐる比較歴史社会学というスケー
ルの大きな研究」（竹内 1995; 16）の必要性を説いている．また「専門化の回避」につ
いては，「知のブローカー」としての歴史社会学のパースペクティヴの強みを失うことへ
の警告を意図している（竹内 1995; 16，７）．このような形で竹内は教育社会学におけ
る歴史社会学の進展を論じている．また広田照幸は，1995年までの教育社会学の歴
史研究における＜習作＞群に対し，その「権威主義的性格」と視点の単純さを困難と
して挙げ，アリエスやフーコーから命題を借りてきたり，現在ある「＜既知のもの＞の起
源探しとその時系列的な展開」（広田 1995: 33）に終始したりするのではなく，既知の
視点の単純な反復に留まらない視点の発見を要求している（広田 1995: 33）．そこで，
アリエスやフーコーを方法や議論の枠組みへと関心を払いながらきちんと読み込むこ
となどが提案されている（広田 1995: 34）｡特に，単純な視点に終わらないために，自
分の問題関心に注意を払いすぎるのではなく，むしろいったんその関心から離れ，
「過去のデータの論理とコンテクストに没入すること」（広田 1995: 35）を説いていること
は重要な指摘であり，さらには，＜近代＞自体がいくつかの局面を持ち，「錯綜した諸
関係の中でその事象が可変的なものとしてつくられてきたこと，そしてそれが諸関係の
変容の中で，段階的な，あるいは重層的な性格をもったものとして変化してきたこと」
（広田 1995: 35-6）を逃さず，そうした諸局面のダイナミズムに注意を払う，このような
態度の推奨を行っている（広田 1995: 34-6）．ここから，「近代教育を政治，経済，文
化の関連構造の中へ位置づけていく」（広田 1995: 36）ことが説かれ，このような解釈
力を高めるために「多次元間を関連付けて構造的に把握していくこと，あるいはさまざ
まな次元の事象をある 1つの焦点（たとえば「心性」）に向けて統合していくこと」（広田
1995: 36）が説かれている．このような「連関的脈絡」（広田 1995: 36）に注意を払う研
究が期待される．以上，これらは着目に値する考察である．
以上，歴史社会学をその日本における進展の流れから教育社会学の領域を中心に
見てきた．このように歴史社会学は単線的な近代モデルへの懐疑から発せられる趣旨
を内包しており，また個別地域の歴史性を排するような過度な一般化や 1960年代以
降の社会学における一般理論への批判の意図が汲み込まれたものとなっており，また
ポスト「近代」の社会学としての研究手法であるともいえる．歴史社会学の中心的手法
でもある「比較分析」の意義を論じている C.レイガンは社会科学における質的調査と
数量分析の対立を批判し，比較分析によってこれらの統合をはかることを主張しており，
特に J.マホーニーらは「比較歴史分析（Comparative Historical Analysis）」を「経
時的変化とその因果的説明を個別の状況を把握すると同時に体系的な比較を通じて
行うことである」（太田 2006: 25）と定義し，レイガンの趣旨を受け取った方法論的意義
を示している（太田 2006: 25-6）．このように歴史社会学は「従来の一般理論志向型の
研究を批判し，地域性，個別性の回復を目指す研究」（太田 2006: 33）であり，その中
心的手法である比較分析において「地域性を重視しつつも，理論構築を目指し，社会
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科学としての実証主義を堅持する姿勢を内包するもの」（太田 2006: 33）として位置付
けられているのである．
このように歴史社会学には理論の演繹的あてはめを避け，歴史的事実の集積から検
討していく視点が強調されるのであり，そこから浮かび上がる諸論点がこれまでの一般
化された理論や観念を相対化する意義が強調される．同様に，歴史をいかに見るか
においても，現在の視点から我田引水的に解釈してはその意義は損なわれてしまう．
現在との差異においてそれを差異のまま同時代的な言説，事象としてその論理を抜き
出すことでそれは認識的利得として浮かび上がるだろう．その際には，様々な局面を
多次元的・複合的な「連関的脈絡」に位置付け（位置付けられないということにおいて
位置付けられるということもあろう），把握することが期待されるものである．また歴史研
究のなかで，社会学・社会（学）理論を整理し，歴史的文脈のなかで位置付け，相対
化，文脈化することもこの手法のもつ可能性であった．
3.1.3 小括
前項では歴史社会学の簡単な説明を試みた．このように実証性や経験性，また個別
性，地域性，さらに歴史性（通時性）という観点を持ちながら，有意義な理論化の志向
も持つ歴史社会学を用いることで本稿において何を目的とするかを改めてここでまと
める．
本章は 1960年代および 1部 1970年代を中心に歴史社会学的考察を行うものである
が，「3.0 はじめに」のところでも記したとおり，1960年代は近代／近代以降の時代の
過渡期であるとされている．このような過渡期の時代を分析するということにそれ自体ま
ず意義があることを 1つの大きな主旨としていることをここで強調しておきたい．竹内の
記述にもあるように，社会学や社会（学）理論，また社会学だけでなくその他どのような
理論，論理，言説が語られ時代に浮かび上がり消えていったのか，そして現在にどの
ようにつながっていくのかを同時代的に反省する試みにその意義を込めている．また
広田の記述にもあるように，「連関的脈絡」の構造を捉えるべく「3.0 はじめに」にあ
るように，政治経済，教育，メディア，産業，都市化，文学，知識人言論，民主主義状
況（社会闘争）という多次元的に領域を記述していき，歴史社会学としてあえて広くこ
の時代を考察するのである．このように時代を記述し浮かび上がらせ，反省の対象と
すること，これ自体が本論文の大きな意義であると考えている．また，あえて，丸山の
問題軸のみにとらわれるということをしないというのは丸山の問題軸を考察する上でも
必要な姿勢であるのは以上見たとおりであり，そのような歴史内在的な視点をとること
によって，より汎用性，反省性，解釈性の大きい研究とすることを志している．
そして，丸山の問題軸にとってどのような意義がこの研究手法にあるかの論点をここ
で整理しておく．「ポストコロニアル派」・「ポストモダン左翼」の論点は，「3,1.1 丸山眞
男論の現状」でみたとおり第 1に「近代」に連なる国家へのシステム的動員性，その組
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み込まれに対する批判であり，第 2に「日本」という国家を志向した「国民主義」，また
そこから導かれる民族主義への批判であった．歴史的事実としてこの時代にどのよう
な変容が起きるが，この第 1の論点にとって，近代／近代以降の過渡期の時代分析と
して重要となるものである．第２の点は，そもそもの着眼点とすべき概念として「日本」と
いう国家単位の括り方の強調が妥当であるのかそれ自体を疑義にかけるものである．
何が「近代」的で，何が「西洋」的で，何が「日本」的であるのか，このような論点のもと，
当時代の歴史を眺めていくことが同じく重要となるだろう．無論，これについては，主に
「日本」内における 1960年代，1部 1970年代の歴社会学的考察を主旨とする本章の
手法では，この論点を組み尽くせるものではないことはあらかじめ断っておかねばなら
ない．次に，新左翼からの論点であるが，これは知識人・貴族主義やその権力に対す
る大衆や大衆意識からの批判や抵抗であった 「3,1.1 丸山眞男論の現状」で見たよう
に，このような大衆や大衆意識という問題は，1950年代後半から丸山が着目せざるを
得なかった人々の大衆化という問題と重なる部分であり，またこれに対する回答として
の，「トクヴィル的民主主義」は「ポストコロニアル派」・「ポストモダン左翼」の第 1論点に
つながる部分であった．また，その第 2の論点のうち，中野敏男の批判点としては，新
左翼からの批判の代表者である吉本の思想もとらわれざるを得なかった「主体性」「自
己同一的な主体」の問題がある（中野 1994: 236-48）．吉本の日本の大衆の「優性に
転じうる」可能性という思想に，丸山から引きずられた「主体性」「自己同一的な主体」と
いう発想がまとわりついており，これが国家などへの一体性への契機となるために，こ
こを批判せねばならないとしている（中野 1994: 236-48）．このように「市民社会派」的
論理は「ポストコロニアル派」・「ポストモダン左翼」，新左翼の批判の双方からそれぞれ
批判されているのである．ここに本章の1つの大きな眼目がある．1960年代を中心と見
ることには，この近代／近代以降の変容をこの諸論点を問題意識に観ることにあり，特
に，丸山思想・理論を軸とした問題意識としては，このような「市民社会」論にまつわる
問題を，それがいかなる問題であるかも含めて歴史社会学的考察を通して，改めて検
討，確認することとなるのである．
3.2 1960 年代を中心とする歴史的展開 総論
3.2.1 1950 年代の歴史的展開
まず，1960年代に至るまでの流れを簡単に記述しておく．1955年より，社会党の統一
と自由，日本民主両党の保守合同による自民党一党支配体制による55年体制が始ま
る（竹内 2005: 130）．このような安定から，政府は保守化にいたる（小熊 2002:
489-494）．また同じく 1955年，経済は，ロストウ路線の下，伝統社会の急速な近代化
が行われる（山田 2005: 223）．アメリカの指導の下，日本生産性本部が設置され，「生
産性向上計画に関する日米両国政府の交換文書」がとりかわされる（山田 2005:
223）．これにより，「生産性向上」運動がはじまり，アメリカとは，技術援助協定を締結し，
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アメリカ政府は50万ドルの援助，また日本の財界が集めた1億円と日本政府の補助金
4千万円などにより急速な高度成長を遂げるに至る（山田 2005: 223）．1956年『経済
白書』において「もはや『戦後』ではない」との表記（内閣府 1956）．家電も一挙に普及
し，電気洗濯機の普及率 30％，テレビと電気冷蔵庫で「３種の神器」といわれる（竹内
2005: 132）．消費者物価指数の品目には洗濯機のほか，化学調味料，魔法瓶，蛍光
ランプ，電気アイロン，パーマネント，シャンプーなどがあげられる（竹内 2005: 132）．
1958年には，日高六郎により，＜私生活＞志向が＜公＞志向を上回るとの理論が唱
えられるに至る（日高 1980: 78-80; 小熊 2002:295-6）．ここに象徴的な「民主主義」
から「経済主義」への転換が行われるのである（日高 1980: 78-80; 小熊 2002:296）．
また，メディアも一気に発達し，1956年 2月には『週刊新潮』が発売し，週刊誌ブーム
が訪れる（小熊 2002:293）．1957年にはテレビ普及台数 100万台に到達し，1958年
には NHKにおいて『バスの通り裏』，1959年 ，日本テレビにおいて『ママちょっと来て』
などマイホームとしての「家庭」の幸福を描くドラマがブームとなる（内田 2002）．このよ
うなマイホーム思想が訪れ，まさに「消費社会」の雰囲気に包まれ出した時代であった
（内田 2002）．1958年には「団地族」という言葉が週刊誌に登場する（内田 2002）．ま
た，教育の領域においては，1956年，日本経営者団体連盟が「新時代の要請に対応
する技術教育に関する意見」を発表，1957年には，理工系学生 8000人増募計画，こ
のように産業化に資するためのマンパワー計画が実施される（日本経営者団体連盟
1983: 253; 小林 2002: 502）．このように，教育は主に高度成長のための教育を試み
ていた．一方，1958年，日教組研集会で，戦後に廃止された「修身」の復活の要望が
地方有力者と下層民に多いことを報告している（日本教育組合 1958: 624;小熊 2002:
297）．これは，地方有力者は自分たちの支配が揺らいでいることの反動ゆえであり，ま
た，下層民はエゴイズムと保守派の愛国教育，くわえて「生活を助ける」（日本教育組
合 1958: 624）意味で「親孝行」概念の教育を取り入れたいとの思いからである（日本
教育組合 1958: 624; 小熊 2002: 297）．知識人言論においては，1957年に，加藤
秀俊が『中間文化』にて階級をこえた「単一文化」のもとで，「サラリーマン映画の主人
公」に労働者も農民も近づきつつあることを主張し，「中間的大衆化＝新しい市民層の
誕生」を唱えた（加藤 1957; 35,46,50; 小熊 2002: 294）．このように，安保体制と
55年体制のもと，「日常」を生きる欲望の主体として「家庭」という形象をマイホーム主
義という軌道のうえに分節していく（内田 2002）．生活物資や心情の記号を大量に供
給するメディアと貨幣の媒介により，親密な共同体なしですますことができる経済とそ
の消費の文化の主体としての「家庭」が，大都市とその郊外を拡大するかたちで展開
していった（内田 2002）．
次に，安保闘争に深く関わる共産党についての流れを概観する．主に，コミンフォル
ムの影響によって，共産党が分裂し，武力闘争へと至る流れであり，それゆえに支持
を落としていき，1956年，六全協での自己批判により，内部へも大きな失望をもたら
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す．そして，新左翼，共産主義者同盟（ブント）の誕生に至るのである．
全日本学生自治会総連合（全学連）は，1948年 9月に結成されている（竹田 2005:
120）．1950年 1月に，コミンフォルムによる日本共産党批判が行われ，所感派（主流
派）と国際派（反主流派）に分裂した（竹田 2005: 120-121）．国際派は，コミンフォルム
による批判を契機に日本共産党執行部に反対して生まれた（大嶽 2003: 7）．全学連
は国際派が多数である（大嶽 2003: 7）．1951年 2月に第 4回全国協議会で所感派
の軍事方針が採択される（竹田 2005: 121）．同 8月には，コミンフォルムは所感派を
支持し，統一を求め，所感派を中心とした体制へと移行する（竹田 2005: 121）．10月
には，第五回全国協議会において平和革命が否定され，国際派宮本顕治も主流派
に復帰する（竹田 2005: 121）．このようにますます武装闘争路線を進めていくなかで，
1952年 10月の総選挙では，得票率が７％から３％，当選者数 35人から 0人へとなっ
ていく（竹田 2005: 122）．日本共産党の行動は国民の共感を得られなかったのである
（竹内 2005: 122）．そして，1955年 7月，六全協で 1950年の分裂を自己批判し，武
装闘争路線を「極左冒険主義」として放棄し，旧国際派と統一する（竹田 2005: 122）．
これにより，全学連は強く悲観し（「六全協ショック」），これが後の共産主義者同盟（ブ
ント）に至るのである（竹田 2005: 123-5）．全学連学生党員は，党中央執行部を見限
るように自ら全学連を再建していく（大嶽 2003: 14）．1955年末に反戦学生同盟を中
核として自治委員会再建の動きが始まる（大嶽 2003: 14）．そうした再建への努力のな
か，1956年 1月には，代議員大会が数年ぶりに定足数を上回っての成立となり，300
名以上の傍聴者が詰めかけた（大嶽 2003: 14）．このように「六全協ノイローゼ」を克服
していく（大嶽 2003: 14）．全学連は，森田実を中心に，原水爆禁止運動，砂川闘争，
1957年原水爆実験反対運動と大衆運動を盛り上げていった（大嶽 2003: 15-6）．一
方，1958年 10月，島成郎を中心に共産主義者同盟（ブント）が，反森田が主流となる
ことでまとまり結成される（大嶽 2003: 21-22）．同 12月には，全学連第 13回臨時大
会で安保改定を反対闘争の中心テーマにし，共産党は安保反対へと統一していく．
一方，知識人からも共産党批判は強まり，1956年，吉本隆明・武井昭夫が『文学者の
戦争責任』で，戦前共産党に同伴した文学者や知識人を批判し，続けて 1956年には，
吉本が「『民主主義文学』批判」において，プロレタリア文学者の「2段階転向論」を暴
露する（竹田 2005: 125）．さらに 1958年，吉本は「転向論」にて，獄中非転向の共産
党幹部も，日本の現実を無視して共産主義思想を墨守したにすぎないと批判する．
1956年には，丸山も「戦争責任論の盲点」にて天皇と日本共産党の戦争責任を問う．
3.2.2 安保闘争に見られる市民社会の隆盛と全共闘に見られる市民社会の衰退
ここでは，1960年代の象徴的事件である，1960年安保闘争と，1960年代末に訪れ
た，全共闘を最初に概観する．
1957年 2月，石橋湛山首相の病気総辞職により，岸信介内閣が誕生する(竹内 2005:
24
134）．1958年 6月，岸首相，ワシントンでアイゼンハワー大統領と会談(竹内 2005:
134）．同 10月，外相藤山愛一郎をアメリカに派遣，安保改定交渉がはじまる(竹内
2005: 134）．同 10月 8日，警察官職務執行法改正案が衆議院に提出される(竹内
2005: 134）．と，このように，岸政権は保守反動と呼ばれるように，再軍備への歩を着
実に進めていこうとする．これに対し，同10月13日，総評や社会党を中心に文化団体
や婦人団体など 65団体で警職法改悪反対国民会議が結成される(竹内 2005:
135）．これらの運動により，同 11月 22日，岸首相と鈴木茂三郎社会党委員長との会
談で警職法改正審議未了が決まる(竹内 2005: 136）．知識人らは「消費社会」におい
て，敵対すべきものを見失っていた最中，保守反動の岸政権に対し，まとまっていくこ
ととなった．1959年 3月には，国際問題談話会が設立される(竹内 2005: 136）．これ
は，全面講和を説いた平和問題談話会に代わる新たな活動拠点であった(竹内 2005:
136）．さらに，先の警職法改悪反対国民会議を引き継いで 3月 28日には「安保改定
阻止国民会議」が結成される(竹内 2005: 136）．一方，それでも「消費社会」の雰囲気
は強いことを象徴する出来事のように，同 4月に，皇太子妃正田美智子のミッチー・ブ
ームが起こる（内田 2002）．これは人々に，マイホームとしての「家庭」のイメージをよく
流布することとなった（内田 2002）．こうした一方で，ブントが過激行動へと進めており，
同年 6月には，全学連第１４回定期大会で，ブント系が執行部の過半数を占めるに至
り，委員長に唐牛健太郎が選出された(竹内 2005: 140）．11月 27日の安保改定反
対第 8次統一行動では，安保改定阻止国民会議は国会への集団請願運動をしてい
たところ，全学連が国会に乱入し，国民会議と全学連の軋轢が顕在化することとなっ
た(竹内 2005: 143）．1959年 10月，全都ブント学生細胞代表者会議にて，島が「か
つてないほど熱のこもった演説」で安保に全力で取り組めとアジる（大嶽 2003:
33-4）．これよりブントが安保へ全力傾注することとなる（大嶽 2003: 33-4）．1960年に
入り，極東の範囲の審議がはじまり，安保改定の関心も高まってきた(竹内 2005:
137）．その内容は，国の内乱に対する米軍の介入条項削除，在日基地存続，共通の
危険に対処するように行動（第五条）というものであった(竹内 2005: 137）．１月，安保
改定反対第 1次統一行動において，全学連は岸首相の渡米に反対し，羽田空港ロビ
ーに座り込みを行った（16日，羽田事件）(竹内 2005: 141）．全学連を支持する知識
人も多く，その代表としては清水幾太郎が有名であった(竹内 2005: 142）．1960年 2
月 7日清水幾太郎は代表となって，全学連を擁護する「諸組織への要請」文書を革新
政党，労働組合，平和団体，学生団体などの責任者に送付している(竹内 2005:
142）．しかし，このような運動にもかかわらず，同年，5月 19日，岸政権は新安保条約
を衆議院にて強行採決するに至った(竹内 2005: 145）．これまではそれでも安保闘
争には 1部知識人，前衛的学生の参加しか目立つようなものではなかったが，これを
境に，市民運動としての安保改定反対運動がピークとなり，事態は一変する(竹内
2005: 145）．5月 24日，丸山も，岸内閣総辞職要求・新安保採択不承認学者文化人
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集会にて，安保改定そのものの問題から，「民主主義と憲法蹂躙を許すのか許さない
のか」という議会主義擁護の問題に切り替える趣旨の演説をし，この流れに一役かっ
ている(竹内 2005: 219）．さらに，6月 15日の全学連国会デモにおいて 7000人以上
の運動参加者を集めたが，ここで樺美智子の死亡により，市民の同情とともに，さらに
全学連への支持，安保反対への気運が強まることとなる(竹内 2005: 146-8）．6月 18
日には過激派である，全学生主流派（ブント系）が反主流派（日共系）を学生デモ人数
で上回り，指導部はついに統率が取れないまで至る(竹内 2005: 149-51）．しかし，6
月 19日，新安保条約は自然承認される．これらの闘争の結果は 6月 23日，安保新条
約批准書交換，岸首相辞意表明という形で，幕を下ろすこととなった(竹内 2005:
151）．11月 20日の総選挙では，自民党 9議席増，300議席，社会党選挙直前 127
議席より 18議席上回る，民社党 17議席で惨敗という形で自民党への影響はなかった
(竹内 2005: 160）．なお，社会党は委員長浅沼稲次郎暗殺事件への怒りの影響があ
る(竹内 2005: 160）．こうした一連の結果，思想状況としては，市民意識の成熟が叫
ばれ，この結果を成功と見るものも多かった（大嶽 2004 30）．その代表が丸山であり，
6月 10日までに成人人口の半分に近い 1800万人の安保改定署名が集められたこと
を受け，ここに本職の傍ら市民活動に励むという「在家仏教主義」が根付いたと評した
(竹内 2005: 153-4）．『中央公論』などの綜合雑誌にも「市民」や「市民意識」「市民精
神」という用語が溢れていた(竹内 2005: 152）．一方，丸山ら戦前派に対し，戦争派，
戦中派と呼ばれる者は，「私」の優位という視点からこれを批判した．
その代表格が吉本であり，1960年 9月に発表された「擬制の終焉」（『民主主義の神
話』では，丸山「八･一五と五・一九」を批判し，一連の闘争は私的利害優先のブルジョ
ア民主によるものとし，丸山の言説を＜私＞批判ととった上でこれを非難する(竹内
2005: 220-1）．また福田恆存は「常識に還れ」で，同じく，丸山「八･一五と五・一九」を
批判し，「安保阻止国民会議」は「私生活享受派」の利己的な政治的無関心を利用し
て，組織の温存を維持しようとしており，また革新運動の担い手こそ組合や党などの帰
属意識が職業倫理にとって代っているとした(竹内 2005: 225）．また，丸山の弟子で
もある藤原弘達は「『天下泰平策』という発想」で，丸山政治学を批判し，丸山に代表さ
れる進歩的政治の思惟方法は，丸山の否定した修身斉家治国平天下の朱子学的思
惟そのものであるとした(竹内 2005: 228-9）．こうした批判に対し，10月9日，丸山は，
東京王子労政会館にて，六月行動委員会主催のもと「大衆運動と前衛のイメージ」と
いうテーマで講演を行った(竹内 2005: 230）．全学連主流派支持者たちの「文学ラジ
カル」や「街頭ラジカル」は思想と行動が心情倫理であり，責任倫理に立つ政治行動
ではないとしてこれを批判するのであった(竹内 2005: 231）．
しかし，安保闘争を過激に闘ったブントをよくよくみると，そこにはすでに，新左翼運動
や後のポストモダンにつながるような雰囲気を持っていたのであり，そこにはこのような
丸山と戦争派，戦中派の対立がなされるのも自然であったことがわかる．ブントの特徴
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としては 1つに反権威主義，2つめに享楽性，3つめに日本資本主義の復活と近代化
の認識，4つ目に労働者至上主義の否定というものが挙げられる（大嶽 2003: 34）．
その第 1特徴として，誕生の経緯からして反日本共産党であり，反スターリニズムであ
る．ここから結び付けられるように，反権威主義という特徴を強く持つ（大嶽 2003:
34）．それは組織一般を否定するほどのものであった（大嶽 2003: 35）．あらゆる権威
を，組織を疑うことを，六全協ショックを経て立ち上がったブントは追求したのである．ま
たそれは多数決制をも批判し得るもので，それに優先する言論の自由と直接民主制と
いうラディカルな思想の下にあった（大嶽 2003: 35）．次に，第 2の性格として，享楽
性を持っていることもその特徴であった（大嶽 2003: 36）．そのブントの求めた徹底し
た「解放」と「自由」の理念がそこにもつながった（大嶽 2003: 36）．1949年頃，日本共
産党は「アメリカの持ち込む３S政策（スクリーン，スポーツ，セックス）に対して反対し警
戒して青年の純粋性を守れと強調」（上田 2002: 15）した（大嶽 2003: 36）．この観点
からみると，ブントの若者はアメリカのイデオロギーに毒されているといえた（大嶽 2003:
36）．遊び心やいい加減さ，生真面目にならないといった傾向がそこにはあった（大嶽
2003: 36）．革命運動においては日常的合理性を越えた非合理な「狂気」が存在した
（大嶽 2003: 37）．これに「祝祭としての革命」という言葉が得られるのは 1960年代末
であったが，ブントはその先駆けとして，その狂気と革命を楽しんだのである（大嶽
2003: 37）．島も安保の最中にかつての活動家と久しぶりに会った際，「何かこう，おも
しろい，パーっとしたことがねえかな」（大野 1967: 208）とニヤリと不敵な笑いを浮かべ，
それを見たあるジャーナリストは不謹慎に感じたという（大嶽 2003: 38）．また第 3の特
徴として，日本資本主義・帝国主義の復活とアメリカ帝国主義からの自立の認識であ
る（大嶽 2003: 38）．近代主義者が当時の日本を依然講座派の視点から見ていたの
に対し，ブントは高度成長の成果を身をもって受けとめていた（大嶽 2003: 38-9）．ま
た第 4の労働者至上主義の否定であるが，こうした高度成長の成果のなかで労働者
が革命の情熱を失っていることを認識していた（大嶽 2003: 39）．こうした大衆を引っ
張るきっかけづくりとしての「前衛党」がブントなのであり，また大衆はそれを経て自ら立
ち上がるものだと位置付けていた（大嶽 2003: 39）．自らの権威性をも否定するのであ
る（大嶽 2003: 39）．また，そもそも革共同のような「労働運動至上主義」には否定的で
あり，これらすべて含め，ポストモダンの先駆けとしてブントは存在したのである（大嶽
2003: 40）．またブントだけでなく，デモによる市民運動も同じく享楽性を帯びたものだ
った（大嶽 2004 27-30）．退出も参加も気軽にできるものであった（大嶽 2004 27-30）．
見知らぬ者同士が，自然に自分の安保経験を語ることは，非日常的行為であり，やは
り「祝祭」的なものであった（大嶽 2004 27-30）．大衆消費社会のなか，労働者も高賃
金の下，合理的な労務管理を受けいれ，保守化したのであり，そのような人々を運動
に巻き込むには「祝祭」的要素が必要であった（大嶽 2004 27-30）．吉本による丸山へ
の批判はここにおいて正しいだろう．ただし，そこにおける重要な点は，このようなブン
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トや市民運動に対し，丸山のいうような「在家仏教主義」がどこまで有効なのかそこであ
り，これを民主主義という問題に対しどのように評価できるかである．このような論点とし
て，本章では，「3.3 1960年代を中心とする民主主義論と民主主義の連関的展開と
その陥穽」において 1960年代を中心とした民主主義闘争史を検討する．
次に 1960年代末の象徴的事件としての全共闘であるが，これは大学の大衆化に影
響されているものと多々みなされている．1963年には高等教育進学率は15.5％（大学
12.1％，短大 3.4％）となっており，マーチン・トロウのいう，エリート段階からマス段階
に至っていた(竹内 2005: 245）．1964年には，4年制大学進学率 19.7％，1964年な
いし 1969年には 4年制大学もマス段階に至る(竹内 2005: 245）．1966年には，学歴
別新規学卒就職者割合において高校の割合が増えちょうちん型となりはじめるに至る
(竹内 2005: 246）．1967年には，新規大卒主要職業別就職状況が事務 31％，販売
19％となり，大卒グレーカラー時代といわれるようになる(竹内 2005: 247）．そのような
最中起こったのが，全共闘であった．まず，1965年1月，慶應義塾大学で授業料値上
げ反対闘争が行われ，4月には，高崎市立経済大学で地元優先の委託学生入学反
対で，ハンストや授業放棄とが行なわれる．1966年 1月，早稲田大学で授業料値上げ
反対と学生会館運営参加要求で，150日の全学ストライキ，本館占拠，入試阻止闘争
を行う(小熊 2002: 575）．1968年には，大学生数，4年前の 1.7倍にまでなっていた．
同年 1月，東京大学医学部学生自治会，登録医制度の導入に反対して無期限ストが
行われる(小熊 2002: 575）．同年 3月において，医学部学生の不当処分をめぐり安
田講堂が占拠され，卒業式中止，東大構内全域がバリケード封鎖となる．5月，日大
20億円もの使途不明金発覚により，ここで全学共闘会議が結成される(小熊 2002:
575）．9月 30日には，大全共闘の大衆団交が行われ，両国講堂に 3万人が集まった
(竹内 2005: 240）．1969年 2月に，丸山が全共闘学生から糾弾される(竹内 2005:
251）．その後，丸山は 1971年 3月に，東大法学部教授を辞職することとなる(小熊
2002: 581）．淡々と時系列的に記述してきたが，これらの闘争は，基本的に新左翼の
思想において行われ，理想としての大学権力への抵抗の表れであった．しかし，その
ような思想の下，行動していたものはやはり 1部でしかなく，それは暴徒とみなされるも
のでしかなかった．「大学が大衆化したことによる将来の不安とルサンチマン」という図
式が主に見られる解釈であり，小熊英二なども，中核派全学連の委員長，秋山勝行や
情宣部長青木忠の『全学連は何を考えるか』における証言「今日の学生運動は，すで
にのべたような社会的地位の変化，エリート意識と存在の欠落，そしてマスプロ化して
いく学園のなかにあって，たえず人間としての真実をとりかえしたいという欲求が大衆
的にひろがっていくことを基礎において成り立っているのである」からこのような見解を
導き出している(秋山・青木 1968: 122; 小熊 2002: 576; 竹内 2005: 248）．ここ
ではこのような記述と紹介を行ったが，次項から見る 1960年代の歴史社会学的考察
は，とりわけ負の評価がなされがちである全共闘という現象の社会的素地，背景の考
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察とも重なるものである．
3.2.3 1960 年代を中心とする政治経済の展開
ここから諸領域ごとに分けて 1960年代を中心とするこの時代の展開をみていく．まず
は政治経済の動きである．
安保闘争も終わり，岸政権が退陣すると池田勇人内閣は安保効果により，保守反動
からの反動として，経済成長最優先の政策をとることとなる．その結果さらなる高度経
済成長が訪れる．池田内閣は，「寛容と忍耐」，「所得倍増」，経済成長最優先，憲法
問題解釈改憲路線をとる（山田 2005: 223）．一連の経済成長優先策として，農業基
本法，および全国綜合開発計画を実施する．農業人口から工業労働力人口へと転換
が行われる．日本は 1964年，IMF（国際通貨基金）8条国へ移行し，OECD（経済協力開
発機構）に加盟することにより“開放体制”へと移る（山田 2005: 224）．1965年には，
貿易収支・国際収支が赤字基調から黒字基調に転換，また戦後初めて対米貿易が赤
字から黒字に転換し，経済大国化の実現へと至る．そして，1968年には，GNPが西ドイ
ツを抜いてアメリカに次ぐ経済大国へと至るのである．
また，ベトナム戦争が始まると日本は，アメリカによる核基地化が進められた（山田
2005: 225）．1964年には，米原子力潜水艦が初めて寄港し，1968年には原子力空母
エンタープライズが佐世保に寄港する（山田 2005: 225-6）．1972年には，日本政府
は核空母ミッドウェーの横須賀母港化を承認する（山田 2005: 226）．
アメリカの「核の傘」への移行には，以下の事件が決定的となった．ソ連，コスイギン首
相が，核不拡散防止条約に関する「核兵器をその領域内にもたない非核保有国」に
対しては攻撃をしないという声明に対し，下田外務次官は事実上アメリカの「核の傘」
を否定する発言をする（山田 2005: 226）．しかし，それを受け，アメリカの対日極秘電
報にてコスイギン提案を日本が受け入れることは，「安保条約下の日本にたいする米
国の誓約を果たすための米国の能力に，きわめて深刻な影響をあたえる」と述べ，
1966年，日本は「日米安保条約の問題点について」という見解を発表し，そのなかで
「安保条約の下において，米国の核戦力が，日本にたいする核攻撃を未然に防止す
るための主たる抑止力をなしている」とのべ，アメリカの「核の傘」にあることを公式にあ
きらかにするのである（山田 2005: 226）．こうした流れに対し，中核派や社学同など３
派が，全学連などに指導され，米原子力空母エンタープライズ寄港阻止闘争を行って
いたのであった．
また，アジア反共親米政権の強化貢献のためにアジアリーダーシップの追求もアメリ
カの指示の下，行われた．1965年 6月に，日韓基本条約締結をすると，韓国に対し，
無償３億ドル，有償（政府借款）2億ドル，３億ドル以上の商業借款が決められた．これ
は，ベトナムへの韓国軍派兵のためであった（山田 2005: 224）．
北爆停止が決まると，“グァム・ドクトリン”が表明され，アメリカは，アジアに単独の軍
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事的介入を避けるようになる（山田 2005: 225）．アメリカは経済的軍事的援助のみで，
「地域的相互貿易機構」の強化へと移行する（山田 2005: 225）．こうしたなかで，1967
年，佐藤首相，ジョンソン大統領と会談「東南アジアに対する経済援助の強化」を約束
する（山田 2005: 225）．また，両 3年内での沖縄返還の約束がされる（山田 2005:
225）．しかしながら，1969年には，佐藤・ニクソン首脳会談で沖縄返還が米軍におけ
る極東における役割，日米安保条約の堅持，沖縄を含む日本の防衛努力の強化など
と一体のものであることがあきらかにされた（山田 2005: 225）．1972年 5月には，日米
沖縄協定発効され，沖縄直接統治終了がするも基地問題の解決は図られなかった
（山田 2005: 225）．それどころか，有事の際の核持ち込みの密約がなされた（山田
2005: 225）．
また，1960年代から 1970年代前半は，革新昂揚の時代であった（山田 2005: 226）．
64～65には，静岡の三島・沼津・清水の石油コンビナート誘致阻止運動がなされる
（山田 2005: 227）．これは，日本で初めて大企業群によって予定された地域開発が
地元の住民の開発拒否運動によって進出を断念したものであり，これ以降全国に住
民運動が広がった（山田 2005: 227）．ベトナム戦争の際にも，アメリカによるハノイ，ハ
イフォンへの爆撃がされると，これを契機に，反戦運動が本格化し，総評大会は10 ・21
ストを決定した（山田 2005: 227）．また，1967年，「明るい会」方式＝地域統一戦線の
実現によって，東京都で美濃部革新都政の実現される（山田 2005: 228）．1973年に
は，六大都市の首長すべてが革新首長となる（山田 2005: 228）．そして，1977年に
は，総人口の 43.1％が革新自治体で生活するようになる（山田 2005: 228）．他，1967
年には，中核派や社学同など３派により，全学連などに指導され，10 ・8羽田闘争――
佐藤首相ベトナム訪問反対羽田闘争が行なわれ，また，1968年，同じく 3派，全学連
などに指導され，三里塚闘争が行なわれる．また，労働組合にも一定の前進がみられ，
1960年代はIMF ・JC（国際金属労連日本協議会）と同盟が結成され，労働組合運動の
右翼的潮流の組織的拠点となり，1967年には IMF ・JC同盟，民間部門の組織人員で
総評を上回るというように，労働組合運動は制御されたが，革新昂揚のなかで，公務
部門，自治体，医療，教育，中小企業関連などの労働組合が戦闘性を発揮し，運動
の新たな方向を切り開きつつあった（山田 2005: 227-8）．こうしたなかで総評指導部
は春闘方針の転換をはかり，労働者固有の要求と国民的課題との結合，そのための
制度要求を掲げる「国民春闘路線」を追及し始めた（山田 2005: 228）．そして，1973
年では，1973年春闘において，年金統一ストライキで物価スライド制を獲得し，1974
年春闘では，狂乱物価のなかで 32.5％の史上最高の賃上げに成功した（山田 2005:
228）．1970年代はこのような革新昂揚の時代であった．ここに新憲法感覚の根付きが
みてとれる記述される（山田 2005: 229）．これら社会運動や，革新自治体の具体的な
考察は後に，「3.3.2 安保闘争から 1960年代後半のさまざまな社会闘争の内容の検
討 ――分散化する「市民」運動と残存する組織的運動――」および「3.3.3 社会党・
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自治体改革――松下圭一の理論の実践――」で行われる．なお，「4.1 1970年代に
おける市民社会の『管理社会」』化」において，さらなる詳細な考察がなされる．
3.2.4 1960 年代のを中心とする教育の展開
――高度経済成長時の教育とその拡大による大衆化――
前項で池田内閣による高度経済成長政策を見てきたが，教育においては引き続き，
マンパワー計画の下，よりいっそうの産業界からの要請に応えた教育が行われた．一
連の流れを概観すると，1960年，日本造船工業会「科学技術教育振興に関する希
望」，日本鉄鋼連盟「理工系高等教育に関する要望書」，1961年，関西経済連合会
「大学制度改善についての意見書」と次々と要請がなされている（小林 2002: 502）．
また1961年，科学技術庁「十年後を目標とする科学技術振興方策の総合的基本方策
について」では，もっぱら私立大学の理工系学生数増員を容易にするための具体的
な措置について細かく記される（小林 2002: 504）．また，文部省「国民所得倍増計画」
によって，計画期間内に科学技術者の累積不足数を 17万人と「職場における学歴構
成」の調査から推測し，7年計画（短大は9年）で16000人の理工系学生増募を試みる
（小林 2002: 504）．初年度にはやくも 1961-1964年を第 1期とし，2万人の増員計画
に改定される（小林 2002: 504）．さらに，1961年，関西経営者協会「中小企業におけ
る雇用対策に関する要望」，東京商工会議所「学校における科学技術産業教育の振
興に関する意見」，大阪商工会議所「専科大学設置に関する要望」と続く（小林 2002:
502）．また，1961年，池田正之輔科学技術長官，荒木万寿夫文部大臣に対し科学技
術庁設置法 11条に基づく勧告として大学設置基準の運用内規の緩和を求める（①学
科増設や定員変更は従来認可制だったが，これを届け出制に緩和する．②校地面積
基準（校舎の 6倍）を弾力的に扱うようにする．③設置に際して毎年 25％ずつの整備
でよいよう年次計画を認める）（小林 2002: 504）．また，1961年，文部省，文部大臣へ
協議を求めていたように，学科の増設と学生数の変更を私立大学の良識と誠意ある措
置を期待して事前に届けるだけで了解とする（小林 2002: 504）．1961年，「大学設置
審査のともなう大学設置基準の運用方針について」が大学学術局長通達としてなされ
大学設置基準法の大幅緩和がされる（小林 2002: 504）．このように産業界からの教育
要請に応えるとともに，教育の大衆化を拡大したのである．
3.2.5 1960 年代を中心とするメディア，産業，および都市化の展開
――「情報化社会」の現実変容――
次にメディア，産業，および都市化の展開をみていく．1960年代は学生文化に映画
や演劇，漫画，小説，評論領域でのサブカルチャーという「消費社会」文化が浸透した
時代であった．
特にテレビは，1950年代には全世帯の 1/4に満たなかったものが，1960年代前半に
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は爆発的に普及し，一挙に全世帯の 3/4に到達した（牧田 2002a: 80）．1964年に東
京オリンピックが開催されたが，これもオリンピックの模様を知るのに，新聞・ラジオ・テ
レビのうちどれが 1番役に立ったかという質問で，東京で 92％，金沢で 94％の人々が
テレビと答えたというようにそのその時代における象徴の 1つのメディアとして存在して
いたことが伺える．また，「マス・コミュニケーション理論」から「テレビ視聴理論」なるもの
が独自に出てくるなどテレビの影響は大きいものと認識されたと見られる（牧田 2002a:
80; 牧田 2002b: 76）．牧田徹雄が当時代のテレビ視聴理論を事実および諸理論に
おいて整理しており，これを時代状況を表すものや社会変容との関連に従って，まと
めておく（牧田 2002a）．これが都市化の進展とも関連し，また「メディア研究」にもつな
がっていくのである（牧田 2002a: 81; 牧田 2002b: 76）．「テレビ視聴理論」は「大衆
社会論」を基本的な枠組みとしている．そしてテレビの「受け手」像の精緻化を目指し
てなされていたものが主なものであった（牧田 2002a: 80）．また「諸外国と比べた急激
なテレビ普及」の要因の解明も主要関心の 1つであり，「テレビと日本人」「テレビと日
本社会」という独特な関係の研究もよくなされた（牧田 2002a: 81-3）．実証的なデータ
として NHK放送文化研究所は，1964,1965年の共同研究で，日本における，急激なテ
レビ普及をとりまとめている（日本放送協会総合放送文化研究所放送学研究室編
1965 ; 牧田 2002a: 80）．1963年で，テレビ受信契約数は 1,515万 3,546で，世帯
あたり普及率は 73.4％に達し，アメリカに次いで世界第 2のテレビ保有国となっている
（牧田 2002a: 8１）．1961年のデータにおいて，同じ第 2次世界大戦敗戦国西ドイツ，
イタリアとの比較では，1人当たり国民所得や 1人当たりカロリー摂取量，1人あたりエ
ネルギー消費量，人口当たり乗用車保有量でいずれも両国に劣っているにもかかわら
ず，人口当たりテレビ保有量だけは，西ドイツと伍するという状況もある（内閣府 1963;
牧田 2002a: 81）．この要因に関しては，「時代性」として，大衆消費社会との合致があ
げられ，これには広告スポンサーとテレビのリンクがその 1面といわれる（牧田 2002a:
82）．また，日本住宅公団による公団団地が続々と建設され，団地族という言葉も生ま
れた（牧田 2002a: 83）．日本住宅公団は 1955年建設され，当初は年間約 1万戸ほ
どであったが，その後，増大し年間約 2万戸となり，1963年では総戸数 15万 4396戸
となる（牧田 2002a: 83）．これにより，家屋という外から見た大きな財産に差異がなく
なり，その家屋に属する什器や道具が他者との重要な差異となり，室内装飾や耐久消
費財で競争意識を激化させたともいわれる（牧田 2002a: 83）．同調意識はこの競争を
またさらに激化させる（牧田 2002a: 83-4）．また，「国民性」もその爆発的なテレビ普及
の要因としていわれ，和辻哲郎の『風土』の考察のもと，唯一落ち着ける社交空間とし
ての「家」に欧米諸国でいうオペラ・ハウスや音楽会場を持ち込み，社交活動をも「家」
に持ち込み，家族員でこれを嗜むといった構造の指摘などがあった（牧田 2002a:
84）．
その後，「テレビ研究」は「情報化社会」の進展により，「メディア研究」のなかに吸収さ
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れていく（牧田 2002b: 76）．メディア研究におけるテレビ研究の位置付けは，以下のよ
うにまとめられる．「①さまざまな情報メディアを，その機能特性によって分類整理し，そ
れぞれの本質を考察するとともに，そのなかでのテレビのメディア特性を浮き彫りにし
ようとするもの．②テレビを始めとする情報メディア群が形づくる高密度な情報空間から
生み出された，新しいコミュニケーション形態や新しい人間類型を解明しようとするも
の」（牧田 2002b: 76）．このように，テレビはメディアの 1つとして位置付けられ，その
なかで重要な位置を与えられる．1967年にはテレビ登録台数は 2000万台を越えた
（牧田 2002b: 63）．テレビと並んで重要なのは公衆通信網による双方向の通信手段と
され，具体的には加入電話の普及が挙げられる（牧田 2002b: 63）．加入電話は 1970
年には農村電話も合わせ約 2000万台となった（牧田 2002b: 63）．1970年代に入ると，
メディア研究からは，平野秀秋，中野収『コピー体験の文化～孤独な群集の末裔～』と
いう論考から「情報化社会」研究，また「カプセル人間論」という概念も提出され，若者
研究も行われた（平野・中野 1975; 牧田 2002b: 67）．それは社会の基本構図を以
下のように整理する．「従来は，高度産業社会を統合するシステムとして『官僚制』を考
え，この社会体制に対応する社会的性格として『大衆』をおき，両者を媒介するものと
して，『マス・コミ』を想定してきた」，これに対し，「新しい社会形態である情報化社会を
統合するメカニズムを，システム化にもとづく『管理社会』（「官僚制」にくらべると内的
不均衡からの復元メカニズムがすぐれている）としこれに対応する社会的性格として
『カプセル人間』を考え，これら『管理社会』と『カプセル人間』の両者を媒介するものと
して『情報環境』を想定した」（平野・中野 1975; 牧田 2002b: 67）．また，「カプセル
人間」は同様に以下のようにまとめられる．「映像や音響などの情報環境によって形成
されたカプセルの内部にいて，自分を外界から遮断する．他者との関わり合いはカプ
セルの壁を隔てたドッキングであり，それが彼らのいう『優しさ』を表現している」（平野・
中野 1975; 牧田 2002b: 69）．このようにメディア研究から後期近代における人間関
係論，若者論が提出される土壌が存在したのである．1960年代および 1970年代前半
にはこのような情報メディアを通した社会の現実変容が見出されており，そこには「情
報化社会」という概念が差し挟まれていたのである．
なお，データとして箇条書きになるが，電化製品の普及，産業変化，都市化の進展を
記述する．まず，電化製品の普及であるが，1960年代前半は電気洗濯機普及率 50～
70％，電気冷蔵庫 17～51％，1966年には，クーラー世帯普及率 2％，カラーテレビ
0.3％．世帯人員 3.7～3.6人，また，『サザエさん』で近い将来世帯人員 3人になると
予測する話が登場する（西脇 2004: 138）．1975年，３世代家族，約 16％，クーラー普
及率 17％，トイレ水洗化率 4割前後，マイカー普及率 50％（西脇 2004: 139）．産業
変化としては，1960年には就業人口に占める農業の割合 30.0％で，1961年に農業
基本法が制定され，農業人口から工業労働力人口へと移行が促される．1965年には，
農業漁業人口 25％，農業以外の収入の方が農業の収入より多い第 2種兼業農家が
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専業農家を追い越し，ホワイトカラーと販売・サービスの合計(40％)が農業漁業人口
よりはるかに多くなる．そして，地方対中央という近代日本の枠組みが終焉する．1969
年には，就業人口に占める農業の割合 17.9％となり，1970年には，全人口に占める
都市部人口の割合が 72％となる．1975年には，総人口の約半数が東京，名古屋，大
阪の３大都市圏に集中する．
3.2.6 1960 年代の文学の展開――全体性の喪失――
1960年代論として文学をみると，松本清張をめぐる「純文学論争」以降のいくつかの
問題と三島由紀夫をめぐる文芸批評が目に付く．またその他いくつかの出来事を見て
いくと，「現実」性の問題が 1つの問題として浮かび上がってくる．ここではそれを中心
にしながら，記述していきたいと思う．人物としては，主にこの 2人の表現者をめぐる
1960年代論として整理し，この時代においての文学からの表現を見出すこととなる．
文学史家の平野謙は，1950年代前半からプロレタリア文学史の更新を企図しており，
「群像」の 15周年記念に寄せた文において，「純文学」概念はたかだか大正末期に成
立した歴史的概念にすぎないことを確認しておく必要があると発言し，波紋を呼ぶこと
になった（佐藤 2005: 186）．これまで，純文学は文字通り私小説のことであったが，こ
れに対し，平野謙はそのような純粋さではなく，対抗すべき他者を通して，その「不純
さ」との差異の上において構築される，それこそが純粋なものであると説いた（佐藤
2005: 187）．その不純なる他者とは，第 1に対政治対社会的関心であり，第 2に面白
さ，通俗性，大衆文化市場における商品価値であり，そうした不純なものを通してこそ，
真に純粋な文学であるという純文学の脱構築を試みた（佐藤 2005: 187）．これは，
1960年に，松本清張が『日本の黒い霧』を連載し始め，こうした社会派推理小説に対
し純文学が存亡の危機にあったところを，私小説の伝統から切り離し，小説のアクチュ
アリティの回復を与えようというのが大きなきっかけであったといわれる（佐藤 2005:
188）．対抗して，純文学でも対社会へのアクチュアリティを回復させようということであ
った（佐藤 2005: 188）．これに対し，平野も清張も同時に批判せねばならないとして
動いたのが，大岡昇平であった（花森 2005: 197）．大岡は，『常識的文学論』におい
て，伊藤整，平野謙を批判することを通して，清張を批判した（花森 2005: 197）．清張
も自ら，これを認識し，「大岡昇平氏のロマンチックな裁断」という反批判の文章を書い
ている（花森 2005: 203）．大岡の批判のポイントは 1口にいえば対社会的な「現実」
の描き方の問題であった．確かに『日本の黒い霧』は推理小説とノンフィクションの境
界を行く作品であった（花森 2005: 200）．伊藤整はこれに対し，「『純』文学は存在し
得るか」において，「プロレタリア文学が昭和初年以来企てて果たさなかった資本主義
社会の暗黒の描出に成功」したとまで賞賛し，これに対しての批判でもあった（花森
2005: 198-9）．一方，大岡は歴史的事実を重んじたのであり，またいかように歴史を
描くかそれが問題であり，そこに小説としての面白さも含めた価値を見出したのである
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（花森 2005: 198）．しかし，清張のそのような現実の描き方は世に受け入れられ，大岡
は不満を持つに至り，その小説のイメージ戦略の利用を批判する（花森 2005: 201）．
また，大岡は，清張に，伊藤と平野による「組織と人間」論を踏襲したものであることを
感じ取り，それに対しまた対社会的「現実」性を問うような批判をする（花森 2005:
200）．「組織と人間」論とは，個人は何らかの組織に属し，個人が組織の「歯車」や「材
料」になってしまう構図を説いたもので，また組織の独裁的暴走も含めた，スターリン批
判につながるものであった（花森 2005: 203）．これに対し，大岡は「松本清張批判」に
おいて，「反逆者は振り上げた拳を上げるだけであり，振り上げた拳はべつにそれら組
織の破滅に向かうわけではない」と，そこにまた「現実」をいかに描くかという批判を行
った（花森 2005: 203）．なお，清張はこれに対し，そのようなことは当然であるとして先
の文章で反論している（花森 2005: 203）．以上が，松本清張をめぐる論争であり，
1960年に清張の社会派推理小説ブームが起こり，同時に平野が，大岡が対社会的
「現実」の表現を問題にするという構図がある．
次に三島由紀夫の文学である．三島も純文学論争に一定の共感を示しており，「豊
饒の海」がその問題に対する模索の作品だといわれる（井上 1999: 17-8）．同様に，
三島だけでなく野間宏「青年の環」，中村真一「空中庭園」，大岡昇平「レイテ戦記」，
武田泰淳「富士」などの長編作品群が出てきたことはこの時代に呼応した純文学論争
的な問いであるとされる（井上 1999: 18）．すなわちそれは，「現実」性への問いであり，
希求であって，そこには人間生活の全体的表現を目指す意味合いが存在しているとさ
れる（井上 1999: 18）．これはマルクス主義をはじめ，大正期に一旦成立したかに見え
た市民社会的な安定が崩壊した後の混乱期に対応できず，その後のバルザック・ブー
ム，また戦後派作家に連なる文学の歴史のなかに続いている問題なのである（井上
1999: 18）．とりわけ三島はこの全体性という表現で表されるような作家であったといっ
てよいだろう．『美しい星』という核戦争による人類絶滅の危機を救う使命を担った宇宙
人という自覚に芽生えた人物を描いた作品では，それが端的にあらわれている（山崎
2001: 93）．この作品は，「社会の不透明さが増大し，共同的な幻想の共有の度合い
が低下することで全体性というリアリティを喪失し，実存の意味が希薄化していくことか
ら，逆に，世界を総体として破滅へ導く可能性，すなわち核戦争の可能性だけが全体
性のリアリティを支えるという逆説が現れる．宇宙人の視点とは，そうした世界総体の破
壊の可能性を対象化する視点である．」（山崎 2001: 94）というような解釈がなされて
いる．このような物語に対し，宇宙人の視点が世界の全体性を捉えており，その視点
に意義を認め，現代社会批判と捉える評価と，登場人物のおかしさに着目し，その実
存性を考察するという 2つの視点で評価されてきた（山崎 2001: 93）．前者の評価が
奥野健男や川島秀一の論であり，後者がユング『空飛ぶ円盤』に依拠しながらこれを
考察した矢吹省二や，また及川俊哉であった（山崎 2001: 93）．この作品についても
純文学論争のように，奥野が 1963年，「『政治と文学』理論の破産」をもとに，「政治と
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文学」論争を巻き起こした（山崎 2001: 99）．奥野は，「現代の人間疎外状況」（山崎
2001: 99）に対し，世界の総体を捉える手がかりが存在しておらず，「文学は世界と人
間の関係を，統一的全体的に表現することができなくなったのか」（奥野 1963a）と「純
文学は可能か」において問うている（山崎 2001: 99-100）．また，これは大衆をいかに
つかむかの問いでもあり，同じ 1963年に，大岡昇平が「大衆文化を問いただす」を提
出し，大衆文化論争も起こった（山崎 2001: 100）．奥野は，「現代社会は，1九世紀的
思考による歴史的必然につらぬかれている世界ではなく，歴史的偶然に，予測できな
い事故に満ちている世界なのだ．世界は個人の内的精神にかかわりない動きをしめ
す．近代においては，成立していた内部世界と外部の現実との照応はなくなり，深い
断絶が生じた．外部の，現実社会のできごとを，いちいち精神的価値，倫理的な意味
をつけて考えることができなくなった」（奥野 1963b）と「『政治と文学』理論の破産」で述
べており，それゆえ，「小説において主人公の行動や思想を，その人間の内部世界の
必然性と外部の現実社会の必然性の両面から描こうとすると，チグハグなものになって
しまう．」（奥野 1963b; 山崎 2001: 101）とする．その例が，野間宏『地の翼』『さいころ
の空』『わが塔はここに立つ』などの作品である（奥野 1963b; 山崎 2001: 101）．そし
て現代の疎外状況においては，「外部世界の理論（政治）」と「内部の精神（文学）」の
間が断絶せざるを得ず，よって「政治と文学」理論は失効するとする（奥野 1963b; 山
崎 2001: 101）．「現代文学の使命は，作家の内的世界の自由な想像力と表現力によ
り，疎外の中にいる人々に疎外のない世界を，人生を垣間見させ，人間本来の感
動――全人間的な美を味あわせることにあるのだ」（奥野 1963a）「単に現代の人間や
社会を総合的に全体としてとらえるというのではなく，疎外から脱した統一的な人間，
統一的な社会を，想像のなかにとらえる，より本来的な方法を包含するならば，ぼくは
全体小説をイコール純文学の小説的あらわれとして，その実現を願わずにはいられな
い．それは疎外状況を脱したユートピア小説も，疎外状況を極限化した反ユートピア
小説も，人間の善と悪のつまり想像の可能性の極限までも含む」（奥野 1963a）と「純文
学は可能か」において，「全体小説」としてこの『美しい星』を評価するのである（山崎
2001: 101）．と，このように三島の作品に存在する「疎外からの全体性の回復」という問
題を提示しているのである．
以上のように，松本清張，三島由紀夫という人物を代表させつつ，1960年代における
文学の展開を見てきた．このように，この時代において，「全体性の喪失」とでもいうべ
き「現実」変容が起こり，その表現が文学という領域において表現されている．また，松
本清張の文学は，「組織と人間」論の文脈においても見られるように，「管理社会」や高
度経済成長下における，人間の欲望（小森・成田 2005: 76）や欲動（花森 2005: 209）
を表現しているとされる．それはまた権力に対する私怨的欲望でもある（小森・成田
2005: 81）．このように，1960年代の文学からは一定の方向性，その時代の表現が読
み取れる．
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3.2.7 小括
以上，諸領域の連関的な歴史解釈をふまえ 1960年代を中心に歴史社会学的考察を
おこなった．1960年代は安保闘争に始まり，「市民」意識の隆盛が叫ばれた時代であ
ったが，その後これをふまえた自民党池田内閣の経済主義路線への転換により高度
経済成長がさらに加速化される格好となった．その路線の下，教育も，産業の発展に
目標を置きマンパワー計画の下になされ，高等教育もマス段階へと大衆化した．メディ
アの領域においても，高度経済成長の影響の下，発達を遂げ，テレビから諸メディア
へと「情報化社会」，また「管理社会」への道を促進しているとみられる．そこにおいて
「カプセル人間」と呼ばれる若者概念も生み出し，ここに大きな社会変容，現実変容を
担っていると記述された．文学の領域においても，「純文学論争」や松本清張ブーム，
三島由紀夫から見られるように「全体性の喪失」とでもいうべき「現実」変容が表現され，
また他に，ここにおいても「管理社会」による危機が表現されているのである．ここに高
度経済成長，「消費社会」「大衆化社会」を経て，とりわけ「情報化社会」や「管理社会」
という概念を生み出すという構図がみてとれる．文学者の「現実」変容，「全体性の喪
失」がいわれだしたのはとりわけ 1960年に入る頃であった．「消費社会」は，1956年に
「もはや戦後ではない」という言葉とともに始まる｡『経済白書 1959年度版』では「消費
革命」という言葉もいわれる（竹内 2005: 129-130）．この時代関係を見るに，「現実」
変容，「全体性の喪失」は根本には「消費社会」という社会変化が指摘される．ただし，
「消費社会」，「経済主義」これらの要素は主に日常の転換に一役をかい，このように主
に人々の政治的問題に対する保守化を導いたものと思われる．消費，経済を基盤にし
た保守的日常の到来である．そして，この「消費社会」が「情報化社会」と密接に関連
し，社会を構成していく．このように歴史的に浮き彫りにされた諸概念をどのように見な
すか，反省するかがさらなるステップである．以前より存在する「大衆社会」という概念
に，「消費社会」という言葉が新たに頻用されるようになり，さらに「情報化社会」「管理
社会」という言葉が頻用されるようになっていった．その言葉に時代変容の中身が表現
されており，後は，その言葉によって表現されたことの，その解釈の問題である．また，
このような高度成長と「消費社会」のかげに，閉塞感や全体性の喪失，政治の無価値
化的感覚を背景に，全共闘も安保の理想の名残とともに，また「祝祭」的な，まさに狂
気とともに，あのような形で表出したものであることと了解できる．また，ここで当時代の
知識人言論に改めてふれておくと，丸山など進歩派が吉本などによって「私」の側から
批判され，一方，中根千枝「日本社会構造の発見」，中根千枝『タテ社会の人間関係』
など日本論ブームというように戦後民主主義からとられてきた日本の後進性を念頭に
おくアプローチが非主流となっていった．このように現状肯定や大衆・民衆肯定，日本
肯定を促す論調となっているのである．
丸山の理論・思想の観点からこれを見れば，後期近代における大衆化は確実に進ん
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でおり，安保闘争ですら「祝祭」的なものでしかなかったのではないかと疑われるほど
である．ここにおいて，これまでの大衆化とはまた違った形態の「情報化社会」や「管理
社会」と呼ばれるような新たな大衆化とでもいうべき時代転換が否めなかったものであ
ろう．全共闘を経て，そのなにがしかを感じて，丸山が日本思想史研究へと還っていっ
たことの背景がここにあると思われる．ここからはこれをふまえ，より丸山の思想に寄り
添い，同時代における民主主義の歴史社会学的な考察を行いたいと思う．1970年代
は革新昂揚の時代でもあった．この現象は果たして新憲法感覚の根付きなのであろう
か，これを考察したい．
3.3 1960 年代の民主主義論と民主主義の連関的展開とその陥穽
ここから丸山の主題として当時代重要となる民主主義について節を改め，考察する．
その際，丸山に留まらない戦後政治学史の視点から民主主義論をまず検討し
（3.3.1），じっさいの民主主義史においての展開を検討する（3.3.2，3.3.3）．このよう
に，民主主義論と民主主義史を区別する理由は 1つとしては，分析における方法論的
意図と説明（記述）の方法的意図であるわけだが，同時にこの「政治学史」をあえて交
錯させる理由は，政治学史においても明らかな時代的転換点が示されており，そこに
着目するためである．
3.3.1 政治学史から見る 1960 年代の民主主義論の転換
戦後政治学史は代表的な論者によって時期区分されており，阿部斉『現代政治と政
治学』，薮野祐三『先進社会＝日本の政治』，田口富久治『戦後日本政治学史』の 3
書は先行研究としてもよく参照されるものとなっている（木下 2005: 1; 渡部 2006:
135-42）．これらを参照し再整理されたものを見ても同様に，戦後日本政治学史は第 1
期 1945～1960年，第 2期 1961年～1973年頃，第３期 1974年頃以降で概ね分けら
れている（田口 2001; 木下 2005: 2,8）．第 1期は代表的研究者に丸山が挙げられ，
「思想としての政治学」（薮野）などと整理される．第 2期は松下圭一，高畠通敏が代表
的研究者として挙げられ「運動」（薮野，木下）としての政治学とされる．第３期は大嶽
秀夫・猪口孝ら代表される『レヴァイアサン』グループを画期として分けられる．また第 4
期を設定する時代区分も最近では多く，山口二郎や桶渡展洋，小林正弥らが挙げら
れる．第３期は実証主義的政治科学（小林 2003: 12）と呼ばれ，また一方第 4期の特
に公共哲学を称する小林らから批判される．これらの研究のされ方の違いから，それ
に至る時代状況の考察，また当時の研究傾向が及ぼした影響Ｔとこれらを交錯させる
ことで詳細な検討を可能にする意図があるのである．
3.3.2 安保闘争から 1960 年代後半のさまざまな社会闘争の内容の検討
――分散化する「市民」運動と残存する組織的運動――
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1960年代および 1970年代前半は「社会運動」の時代であった．それはこれまでのよ
うな，労働組合からなる労働運動だけでなく，安保に見られたような，「市民」の運動，
「住民運動」，社会党や共産党周辺の分派による社会闘争などである．ここでは，
「3.2.3 1960年代を中心とする政治経済の展開」で見た，急速な社会変容とともにあ
った運動の隆盛と衰退を，その内容をより詳細に検討することを目的とし，労働運動と
住民運動における社会運動を見ていく．
まず，労働運動であるが，これは 1960年代前半の流れと，1960年代後期から 1970
年代前半の流れの2つの流れに分けられる．1960年代前半は，「所得倍増計画」が実
施され，賃金上昇が現実のものになった高度成長期であったために，マルクス・レーニ
ン主義の理論的立場から見る社会労働運動史の言葉づかいでいうところの7，労働組
合運動の右翼的潮流と呼ばれるような，独占資本とそれを代表する政府の論理に基
づく，労働戦線の右翼的再編・統一がなされた時代であった（高橋 1992: 71-2）．しか
し，1960年代後半になると，「労働強化，実質賃金の低下，住宅・交通事情の悪化，
公害と環境破壊」（中林 1974: 6-9）といった反動により，労働者の組織的結集を推し
進める結果となった（中林 1974: 6-9）．「3.2.3 1960年代を中心とする政治経済の展
開」でもあったように，革新昂揚の時代の背景ともに，労働組合運動はこれを切り抜け
盛り返していく．
次に「住民運動」であるが，1970年前後には住民運動は抵抗型参加と呼ばれるほど
その対象に対し，明確に対峙していたのであり，またその盛り上がりも隆盛を極めてい
たといえるものであった．住民運動は一般的には「特定地域の住民がその地域の特定
の問題を自らの手で解決するために，住民自身の組織を通じて，国，自治体，企業な
どに働きかける運動」（阿部・寄本 1988: 138）というように定義される．特にこの時代に
象徴的なのは公害反対住民運動である．
1960年代に高度経済成長の下，工業化，都市化が進展し，これまでの記述にもある
ように，日本各地で大規模な地域開発が進められた．1962年には新産業都市建設促
進法，全国総合開発計画，1963年新産業都市の指定，また工業整備特別地域促進
法，1964年，工業整備特別地域の指定，1969年新全国総合開発計画というような具
合であった（（賀来 1992: 87）．1950年代前半までの繊維・雑貨が中心の輸出産業で
はなく，重化学工業品によって世界市場で一定の位置と役割を果たすようになるほど
の変化であり，被害の度合いも規模も急激に加速し，公害問題は 1960年代以降に，
その状況が一変したのである（飯島 1975: 61）．水俣病や四日市ぜんそく，イタイイタ
7当時の社会労働運動史はマルクス・レーニン主義の理論的立場から記述されている
ために現在の視点からは特徴的な差異がある．とりわけここの文脈では，その大衆信
仰が挙げられる（高橋 1992: 71-2）．
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イ病，また，赤潮の大量発生，光化学スモッグ被害，農薬や PCBによる身体および乳
児への授乳に関わる母乳への汚染など，深刻な公害，また，従来日本では発生しな
かった様々な問題が顕在化し，それに対し，住民運動は激化していった（飯島 1975:
63）．ここには人体の被害という深刻さ，自然破壊の深刻さがある．また，これまでは主
要な被害者が，第 1次産業従事者であったのに対し，第 2次・第３次産業従事者や官
公庁労働者も含めた給与生活者層にも広く被害を及ぼすというように重要な変化があ
った（飯島 1975: 63）．農・漁業者だけでなく，日本の民衆の大部分が被害にさらされ
るというように変化したのである（飯島 1975: 63）．なお，上層に属する人々は，公害被
害から最も遠いところでの生活が可能であるというように，被害の階層性はまだ存在し
ていた（飯島 1975: 63）．最初の住民運動における，画期的出来事は1964年の三島・
沼津市，清水町の石油化学コンビナート誘致反対運動であり，四日市市における石
油化学コンビナートによるぜんそく被害を当住民らが見学に行ったときの事態の深刻
さにより反対運動の決意を固めたというように，先例の教訓を活かしたものであった．
先ほどの見学者の中心は主婦層であったが，他，農民，漁民，労働者，教師，公務員，
医師，薬剤師などの多様な層によって支えられてなし得たことであり，これも先の四日
市市の先例により，このような人々を結集できたのである（飯島 1975: 65）．この成功に
よって，公害を引き起こしている大企業群に立ち向かうという住民の重要性とその可能
性の認識が広まっていった（飯島 1975: 65-6）．1966年，姫路市の出光興産の製油
所の立地が，姫路市と兵庫県飾磨群家島町の住民・漁民たちの反対によってとりやめ
になり，また 1967年には，京都府宮津市で関西電力新宮津火力発電所の建設反対
運動が開始され，1968年には，沼津市へ進出を試みた東京電力が，静岡県内の富士
地区へ進出しようとするも，住民の反対によって断念するなど，三島・沼津市，清水町
の成功が，反対運動の成功を拡大させた（飯島 1975: 66）．このように「被害（事後的）
救済請求型」から「環境予防型」というように予防的な反対運動に，住民運動としての
時系列的な流れが認められている（賀来 1992: 86）．また，1960年代の数年間に，
1967年，新潟水俣病訴訟，四日市公害訴訟，1968年，イタイイタイ病訴訟，1969年，
水俣病訴訟，大阪国際空港公害訴訟と日本における公害事件のうちもっとも深刻とみ
なされる事件から，公害裁判の提起によって加害源企業の責任を追及する裁判闘争
の方法を取り入れたことにもこの時代の公害反対住民運動の特徴であった（飯島
1975: 66）．これまでに公害事件における訴訟が行われていなかったわけではないが，
これらは被告企業がいずれも大企業であり，また原告住民が，その健康と生活をはな
はだしく破壊されており，生命の尊厳をかけた訴訟提起である点で従来の公害訴訟と
は著しく異なる（飯島 1975: 66）．法廷における発言においても，被告企業を殺人犯と
して明確に意識するなど事態の深刻さとその対決の姿勢が伺われる（飯島 1975:
66）．このように企業相手に訴訟をするような，事態の正確な把握とその行動は被害の
実態の深刻さもさるこながら，ここでも民主主義や人権意識への新憲法感覚が指摘さ
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れている（飯島 1975: 67）．
1970年代前後には，新聞やテレビなどによる公害報道が急増し，公害反対運動は最
大の隆盛を極めることとなる（飯島 1975: 63）．政府の把握では，1970年で 300団体
以上，182市町村にわたり，1973年では，1000団体を越えるとみなされている（飯島
1975: 67）．その内容では，新たにカドミウムによる土壌や米の高濃度の汚染地域の
増加や鳥や魚における PCBの蓄積が新たに問題化し，また発電所やごみ処理施設の
建設をめぐっての住民運動が行われた（賀来 1992: 88）．ここに来ると，住民運動にも
性格の変化が見られ，公害の発生源である加害者である企業，またはそれを監督する
行政に対する住民運動という構図の崩壊も見られるようになった（賀来 1992: 88）．そ
れは，光化学スモッグの問題では，自動車を使用する住民自体加害者になりうるという
事態の複雑さであり，またごみ処理施設の建設のような問題では，「住民エゴ・地域エ
ゴ」という批判も住民側に起こることとなり，「公共性」という問題をめぐった住民運動の
問題が顕在化するようになった（賀来 1992: 88）．一方，激化する住民運動に対し，
政府や自治体，企業も，法の整備や目に見える公害対策に取り組むようになる（賀来
1992: 88）．地域に密着した自治体という存在がここで明確になり，自治体が企業と公
害防止協定を独自に結んだり，国による環境基準を上回る条例を定めたりという先導
的な政策が打ち出されるようになった（賀来 1992: 88）．それらが政府にも影響を及ぼ
し，1970年の臨時国会は，公害国会とも呼ばれ，14の公害関係法案が提出され，また
1973年には，公害健康被害補償法が成立するに至る（賀来 1992: 88）．この時期に
「環境権」という概念が注目され，それをめぐっての建設差し止めを求める運動が盛ん
となる（賀来 1992: 89）．しかし，1973年のオイル・ショックを契機に高度経済成長が困
難となると，重化学工業中心の地域開発が困難となり，全体的な企業活動の減退，ま
た生産過程の改善によって，経済の低成長への移行とともに，産業公害が減少し，住
民運動も表面上大きく収束，沈静化していくこととなる（賀来 1992: 89）．
以上，このように住民運動，とりわけ公害反対運動が 1960年代，および 1970年代前
半に隆盛した．これを経て，特に自治体行政は，住民と距離を縮めることとなり，｢対話
｣や「参加」を前面に押し出した革新自治体も同時期に急増することとなる（賀来 1992:
91）．これの詳細は次項に続く．また，「住民参加」は行政過程の非効率ではなく，逆
にこれを経なければ行政過程をスムーズにこなせないという意味で，時間，人手，予
算コスト（執行コスト）の効率性につながるという見方がされるようになる（賀来 1992:
91）．
以上，これらの社会運動の隆盛から見られることは 2点であろう．1つに公害反対住
民運動は隆盛を極めたが，しかし，これまでの記述にあるように「市民」運動と呼ばれる
ものはこのような様相を示してはいなかった．これはやはり事態の深刻性，生活や生命
への直接的な打撃に対するアクションであり，ここには「私生活志向」や「私」性といっ
たこれまでの日高や吉本の考察にあてはまる帰結になるであろうということ．また，労働
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運動はそれにもかかわらず維持されようとしており，ここに見られるポイントは既存の
「組織」という存在ではないかということ．ここではこのような小括の記述にとどめ，次項
では，もう 1つの住民運動であり，政治学史の第 2期「運動」の政治学に直接結びつく
革新自治体の考察に進むこととする．
3.3.3 社会党・自治体改革――松下圭一の理論の実践――
松下圭一は日本の戦後政治学史における第 2期の「運動」としての政治学に組み入
れられるにふさわしく社会党および革新自治体の実践に影響を与えている（道場
2002）．自治体改革やそれに先駆ける社会党の動向は，「3.3.1 政治学史から見る
1960年代を中心とする民主主義論の転換」でみたような政治学史が密接に関連しな
がら進展していく．まずは，1960年前半の社会党の展開からみていくこととなる．
55年体制によって保守／革新が明確になり，保守的反動政権の下，警職法反対闘
争，そして安保闘争と，社会党，総評，そして共産党，全学連ら革新側が一体となって
国民運動を成し遂げた（道場 2002）．しかし，その後は，社会党・共産党に対抗する新
左翼の登場や労働組合が経済闘争の傾向を強めるなど政治闘争は再び分散化する
に至った．そのようななか，社会党は，「議員党」的で，選挙の得票数に比べて党員数
が少なく，総評傘下の労働組合に依拠することでそれをカバーしていた．改憲阻止の
ための議席数「1/3政党」という存在からそれを拡大すべく安保闘争を踏まえ大衆を広
く巻き込めるような政党へと変化しようとした（道場 2002）．それが1960年，江田三郎や
成田知巳らに代表される社会党執行部が第 29回総選挙以来唱え続けた「構造改革
論」であった（道場 2002）．「構造改革論」はもともと，イタリア共産党の政治路線として
1956年12月に提案された「社会主義時へのイタリアへの道」から始まる議論である（道
場 2002）．1956年 10月のスターリン批判を受けてソ連モデルの社会主義建設という
教条から解放され，各国の独自の事情や経験を加味した新しいマルクス主義の試み
であった（道場 2002）．資本主義の一挙転覆という革命主義を修正した，改革の積み
上げで社会主義の実現を目指す「反独占民主改革」「構造的諸改革」であった（道場
2002）．イタリア共産党は，戦後の民主憲法を評価し，その憲法体制を擁護しつつ，民
主主義的諸改革を進めることを構想した（道場 2002）．これが 1950年代の後半には，
先進国型の基本戦略として，共産党の国際会議でも認知された（道場 2002）．このよう
な影響下，1960年 10月，浅沼稲次郎党委員長の暗殺の翌日に開かれた第 19回臨
時党大会において社会党は江田三郎を中心に，「総選挙の勝利と前進のために」と題
される方針を採択する（空井 2002: 30）．そこでは「生活向上」「反独占」「中立」という
３つの柱が立てられる（道場 2002）．また，引用のもとその内容を記すと，「われわれは
保守党の構造政策に対決して大衆運動との結合のもとにわれわれの構造改革を要求
し，その実現のために先頭にたってたたかう．それによって指導政党としての地位を高
め，広範な国民諸階層を統合し，現実的に政策転換の要求をたたかいとりつつ当面
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目ざす民主主義的革新の政権へと近づくことができる」（日本社会党中央党学校
1961a: 386）と述べられている．この「当面目ざす民主主義的革新の政権」は1960年7
月 5日の第 32回中央委員会で決定された「当面の政治方針」に含まれる「憲法を守る
民主主義と中立の政府」（日本社会党中央党学校 1961b: 369），いわゆる「護憲・民
主・中立の政府」とされる（空井 2002: 32）．このように，日常闘争を重視し，院内だけ
でない院外の大衆闘争とともに，独占権力を制限していく方針がとられるのである（道
場 2002）．また江田の構想によれば，政権を獲得する以前に，積極的に生産関係にく
いいることで，部分的改革を実施し，独占支配を切り崩すという「反独占国民連合」とし
て社会党政権の基盤を獲得せねばならないとしていた（空井 2002: 32）．1961年 1
月「今年のわれわれの課題」と題する論考においては，「何でも反対党」という批判を
越えて，体系だった全体的なプログラムを持たなければならないという反省も付け加え
ている（江田 1961: 390-1; 空井 2002: 32）．
このような「構造改革論」に対し，松下はそれを一定に評価した上で，これに「自治体
改革」が結びつかねばならないとした（松下 1960: 173-4; 道場 2002: 3-4）．また自
治体改革とともに「地域民主主義」論が先駆けて提案されていた（松下 1960: 173-4;
道場 2002: 3-4）．これら地域（「地域組織」，「居住組織」）自治体といった革新運動の
担い手に着目することで松下の「自治体改革」，「地域民主主義」論は具体的に理論
化されるものとなる（松下 1960: 173-4; 道場 2002: 3-4）．経過としては，1960年，
都政調査会による杉並区調査『大都市における地域政治の構造』（松下圭一，鳴海正
泰，菅原良長，小森武ら）において「地域民主主義」が生み出され，また「革新自治
体」のブレーンも多数参加していた（道場 2002: 3-4）．そして，1960年代後半には「革
新自治体」の時代となっており，松下の理論は現実的なものとなったわけだが，「地域
民主主義」論自体は自治体政策の探求が実践的なニーズを獲得したことにより「地域
の発見」から「自治体の発見」と呼ばれるように，「革新政治指導」によって地域が包摂
されるという啓蒙主義的なものとなってしまう（道場 2002: 3-4）．じっさいに代表的な革
新自治体であった横浜市の飛鳥田革新市政では松下とともにこの研究に携わってい
た鳴海正泰をブレーンにつけていながら，横浜線新貨物線計画とその反対運動での
地域住民の対立が生じ，困難に陥る（道場 2002）．横浜市貨物線計画は，「通勤混雑
解消」のために計画されたものであった（道場 2002）．当初より，公害防止の施策も申
し入れていたが，貨物線が計画されたその地域は，9割以上が住居地区ないし住居
専用地区であり，ここに夜通し貨物列車が走るということに住民は反対運動を起こした
（道場 2002）．最終的に反対住民は横浜市からの離脱宣言をし，横浜市政の方は
1970年 2月に「土地収用法」を利用した権力による実施に至った（道場 2002）．住民
側にも「地域エゴ」の理論化を称揚する者がおり，1つの民主主義的闘争ではある（道
場 2002）．ここに既に「市民社会」の論理の困難さが明るみになっており，このような実
践性を鑑みた「市民」への着目がいかになされているかがこうした「市民社会派」の論
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理には問われてくることとなる．「市民」という担い手の問題が前項では問われたが，こ
こではさらにその後の困難が示されていたのである．時代的状況とともに「運動」として
の政治学の第 2期に至り，その後，第 4期から思想の欠如と批判される第３期に至る
政治学史の評価にも関わるところであろう．その時代時代における研究が時代に左右
されているだけに過ぎず，過去の蓄積の反省の上に成り立っているのかという疑問が
そこは差し挟まれる．
3.3.4 小括
以上，1960年代を中心に，民主主義論および民主主義の流れを，歴史社会学として
記述した．労働組合運動においては既存の「組織」の下，独占資本側の右翼的潮流
に対し，春闘において，その運動を切り開いた．公害反対住民運動においては，生命
や生活を賭けた運動として自治体や企業，政府を動かすに至った．しかし，ここではこ
れまで運動ということにおいて，危惧されていた，「私」性，「私生活志向」は克服されて
いるとはいえない．また公害反対住民運動においても「住民エゴ・地域エゴ」と呼ばれ
る困難があらわれてきていた．革新自治体の隆盛も，同様に「地域エゴ」の問題が存
在し，また自治体側には「革新政治指導」という自治体改革理論による啓蒙性が問題
となった．そこに「地域の発見」の重要性が浮かび上がることになるが，同様にこれは
「地域エゴ」の問題へと話が再び戻ってしまう．また，政治学において，丸山の研究に
おける反省が十分活かされなかったともいえてしまうのではないか．また，ここに出てき
た「運動」は結局すべて究極のところ，激しさを伴う「闘争」なのであろうか．それとも，
住民または権力主体いずれかの「公共性」の問題であろうか．
3.4 丸山思想の歴史社会学的検討を通した現代社会への照射
以上，見てきたとおり，1960年代を中心とした歴史社会学的考察からは，安保闘争，
全共闘のいずれもその「市民」性が危ぶまれ，その背景にある経済主義をもとにした，
「消費社会」「情報化社会」「管理社会」とでも表されるような，現実の虚構化，全体性
の喪失が生じていることが確認された．「3.0 はじめに」で述べた見田の類型をここで
再び援用してまとめるとすれば，この「夢」の時代は，実のところ不安定な「夢」であっ
た．また，都市化，産業変化における 1960年代前半の＜あたたかい夢＞はそれと同
時に＜冷ややかな虚構＞が忍びよって来ていたのであり，それは安保闘争ですら確
認されるものであったのである．全共闘に見られる＜熱い夢＞の時代を経て「虚構の
時代」へと至るその展開は，悲観的な最後の＜過熱化＞の産物であったといえ，より
「虚構の時代」へと推し進めるのに 1役をかったであろう．「虚構の時代」のポストモダン
を肯定していればそれでよいという根拠よりはむしろその危険性の方が見出され，「理
想」であったアメリカン・デモクラシーやソビエト・コミュニズムに連なる流れも捨て去られ
るものではなく，むしろそれは見直されなくてはならない．無論，「虚構」も否定されるも
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のではない．ただそこには「消費社会」，また「情報化社会」，さらに「管理社会」の負の
側面が存在していたのであり，これらの問題が現在においてどのようなものとなってい
るかがまた問題となる．また，同時代の民主主義の変遷を見ても，けして，これらの困
難を克服しているとはいえなかった．
さて，丸山論の諸問題に話を戻せば，「ポストコロニアル派」・「ポストモダン左翼」の
第 1論点「近代」に連なる国家へのシステム的動員性，その組み込まれに対する批判
であるが，「管理社会」と表現される閉塞感がそれに連なることがわかる．また 1960年
代の労働組合運動に見られるように，高度経済成長と所得倍増の下に，労働組合運
動が分裂させられたこと，また飛鳥田革新自治体にも見られるような，権力主体によっ
て制度化された管理は十分に警告性のあるものであることがわかる．それを鑑みれば
「市民社会派」の内容の問題として有益な批判であるということがこのアプローチからし
ても確認できる．第 2の論点，「日本」という国家を志向した「国民主義」，またそこから
導かれる民族主義への批判は今回の手法では汲み尽くせない部分である．国家志向
への批判としては，第 1論点と同様の指摘ができる．次に新左翼からの，知識人・貴族
主義やその権力に対する大衆や大衆意識からの批判であるが，民主主義というものを
考える限り，そのままの「私」性を擁護はできない．しかし，このような「情報化社会」「管
理社会」とあらわせられるような状況もふまえれば，ここで単に啓蒙を説き，民主主義
へと向かわせるという発想は，有効性および後述するような思想性において問題があ
ると思われる．「市民運動」にしてもよほど生活に密着したものでないと機能しないと見
ることができ，またはお祭りムードとともになされなければならないというようなアンビバ
レントな問いがたてられる．これら「情報化社会」「管理社会」と表されうる後期近代の状
況こそを分析しなくてはならない．また，中野のいうような，丸山から吉本まで連なる
「自己同一的な主体」「主体性」の問題（中野 2001: 242-8）をふまえ，これを反省する
と，「私」性を維持したまま「組織」化されるような制度的解決を図ることが有効となる．
中野は「主体性」の思想が国家などへの一体性への動員の契機になるとみる（中野
2001: 242-8）．もちろんその際に，その「私」性が「エゴ」であっては問題性が否めず，
「公共性」への志向という問題も必要になるであろう．また，そこにも制度的・組織的な
発想とその仕組みが考えられる必要がある．そして，より問題であるのはそのような制
度化，「組織」化というところからはまた「ポストコロニアル派」・「ポストモダン左翼」の第
1論点の批判に妥当してしまうということである．やはり，丸山思想の導くとおり，公／私
の分離に基づく両義的，「新対理」的な態度がそこには求められ，公への主体性と私
への主体性ともに導き出されることになる．そしてその際，問題になるのは，「3,1.1 丸
山眞男論の現状」でも言及された，「普遍的宗教」ないし「普遍思想」への志向は捨て
切らないなかで「多元的普遍主義」を目指そうとするその「普遍」へのこだわりではない
かと思われる．またそれは，ルソー的な「人民＝国民による政治」という側面においても
批判されるものである．この「普遍」志向ゆえに啓蒙にせよ全体論的な啓蒙が必要に
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なるわけであり，そこで総動員体制との批判がなされるのである．そしてその「普遍」の
範囲には「日本」という国家単位が自然に想定されているであろうことが疑われるのは
否めない．そのような「普遍」志向はつまるところ理想主義に過ぎる部分でもあり，そこ
はより個別的発想の下，思考されてよいところではないか．それはつまり，みながみな
公たる市民社会へと向き合わなくてもいいであろうということであり，また同様に，みな
がみな「管理社会」を批判しなくてもいいであろうということである．ここには，丸山・トク
ヴィル的な公への態度と吉本的な私への態度への両義的な「新対理法的」態度が必
要となるであろう．それは社会全体のなかでその適用がなされ，また個人のなかでもま
たなされるという 2側面に対し「新対理的」であることが要請される．やはり，このような，
「全体論的」文脈に問題が存在し，ゆえに「ポストコロニアル派」・「ポストモダン左翼」や，
新左翼からその「啓蒙」という文脈が批判されるのであるとまとめることができよう．ただ
この「管理社会」というものを鑑みれば，これに対応できるよう，丸山が思考した「主体
的作為」が求められるわけであり，少なくともその可能性の確保ということにおいては，
万人を対象とするような理想主義的結論が求められる．そのような丸山も志向した「精
神的貴族主義」（丸山 1998a 255-6; 小林 2003: 246-7）やその能力を得るための機
会は鑑みられなければならない部分である．いうなれば民主主義に必ずしもつなげな
い「主体性」である．それは「主体性」と表現されるべきものではないかもしれないが．
なお，小林が丸山を継承して研究する全体論的<思想>も，山之内のいう「システム論
的近（現）代主義」が構造的に覆せるものではなく，実践的に批判しがたいものである
以上，一考に値するものである．
以上，このように丸山の思想・理論を軸にした 1960年代を中心とした歴史社会学的
考察により，近代／近代以降の時代の転換点における社会変容と丸山の日本思想史
研究への移行の内実，また丸山論における諸批判と当時代，および現代との関連性
の整理をここに試みたものである．
4 日本的統治の包摂の構造
――1970 年代と 80 年代における「市民社会」の歴史――
4.0 はじめに
3 ・ 11の震災で危機に陥った福島第 1原子力発電所の問題では，東京電力と政府・
主要マスメディアとの利権構造が焦点化された．このような利権構造は，日本が経済
的成長を遂げるに際し，徐々に形成されていったパターナリスティックな統治形態のな
かにも，さまざまにみられるものであった．
本章は，日本の市民社会の歴史を「政治」「経済」の動きとともにみるものである．とり
わけ 1970年代から 80年代までの，日本が経済成長するなかで編成された権力の様
式をみる．1990年代より，日本は冷戦の終焉・バブル経済の崩壊を画期として，歴史
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の「断絶」が指摘され，状況を大きく変転させることになるがその前提となる 1980年代
までの経済的成長を支えた統治の構造のキーワードは，まさに「パターナリズム」であ
ったということができる．
結論から言えば，日本社会は，1970年代においては「経済」の力に「政治」の力が結
びつくことで，さらに 1980年代には「政治」の自律的な力によって，「社会」が全般的に
「包摂」され解体の過程を辿る．ただし，1970年代の「社会」の「包摂」は，同時に，「政
治」・「経済」と「社会」との協力関係の側面もあるなど，複雑な様相を呈していた．
なお，こうした過程をみる際に，政治・経済だけでなくメディア・教育・文化などといった
社会的次元も含めて観察する総体的な視座を持つ歴史社会学の手法を試みる．日本
において希薄である総体的な視座に基づく歴史社会学（筒井 1997：7）を志す．
4.1 1970 年代における市民社会の「管理社会」化
1960年代以降の社会運動を概観すれば，1960年の安保闘争以降，大衆社会化や
消費社会化，「管理社会」化のなかで市民社会の活動が下火になる一連の流れのな
か，最後の盛り上がりを見せたのが「労働組合運動」と「革新自治体」であったというこ
とができる．そしてそれらの運動はやがて衰退の道をたどるが，いうなればその過程は，
国外的な経済構造連関と自治体の組織内での官僚制の問題を背景にした，国内的
な，市民社会の「包摂」過程，あるいは別の言葉で言えば，「管理社会」化であった．こ
の日本型ネオ・コーポラティズムの体制によって，日本は経済的繁栄を遂げたのであ
る．
あるいはこれは，後房雄の言うところの「企業国家」（後 1989）化という現象とも重な
る．後は「企業国家」を，「国家機能が経済成長を担う基礎単位である企業への保護，
援助に著しく傾斜していたという点と，国家を支える国民統合の基幹的部分が企業共
同体ともいうべきものを単位として組み立てられていたという点によって集約」（後
1989： 206）されるものとする．つまり，企業の論理が強くなった結果，政治も福祉もコミ
ュニティも企業が中心となった国家のことである．以下に具体的にみていこう．
4.1.1 労働組合運動
1970年代，1980年代の労働組合運動は，労働戦線の統一への動きをみせる（ウィッ
タカー 1999: 88）．しかし，その統一への動きは，政策参加という「政労使一体」への
動きであった（ウィッタカー 1999: 88）．その基礎である「経済整合性路線」が確立した
のが 1970年代のことであった（ウィッタカー 1999: 88）．その後，政策推進労組会議の
創設，それを母体とする 82年全民労協（「全日本民間労働組合協議会」）の誕生，そ
して 89年連合（「日本労働組合総連合会」）の結成といったように，労働戦線が統一さ
れ，日本型ネオ・コーポラティズムが成立する（ウィッタカー 1999: 88）．
既存の研究では 1980年代の労働戦線の統一がネオ・コーポラティズムの大きな契機
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とされがちであるが（ウィッタカー 1999: 88），ここでより注目すべきは，1970年代にお
ける「経済整合性路線」の確立に至るその過程である8．重要な背景は，ニクソン・ショッ
クや 2次にわたる石油危機が，日本の産業別労働組合のリーダーたちに日本経済の
先行きに対する強い危機意識を生じさせたことであった（神代・連合総合生活開発研
究所編 1995: 95 ・ 417）．その結果，反インフレ的賃金決定としての経済整合性路線
を定着させ，産別組合の産業政策への関心を高めるとともに，民間労働戦線統一へ
の動きを推進していくこととなった（神代・連合総合生活開発研究所編 1995: 95 ・
417）．
4.1.2「管理春闘」の成立
1972年から 1974年にかけて，春闘はまさに全盛期を迎えた．春闘によって引き上げ
られた賃金によるインフレへの対応から，賃金抑制が始まる．ここでは「政労使一体」と
なって「経済整合性路線」へと至る過程をみる．
まずは政府の動きである．1973年春闘において，労働者側は，「年金統一ストライキ」
により年金の物価スライド制を獲得，1974年春闘において，「狂乱物価」のなか，未曾
有の大幅賃上げ（民間主要企業平均 28981円，32 ・ 9％の賃上げ）を勝ち取る（神代・
連合総合生活開発研究所編 1995: 96; 吉原 1988: 37-8）．こうした労働者側の権
利獲得の直後に，賃上げと物価についての社会的関心が高まり，1974年 5月には，
経済企画庁により「春季賃上げの影響と今後の経済運営」が公表される（神代・連合
総合生活開発研究所編 1995: 455）．そこで，今後は引き締め政策の堅持が必要であ
り，さらに 1975年の民間主要企業平均賃上げを 15～20％に抑制すれば，物価上昇
率が 1桁にとどまることが計量分析により示された（神代・連合総合生活開発研究所編
1995: 455）．同月，福田赳夫蔵相は国会で，「物価問題では賃金が大きな要因であり，
来春闘では民主的な形でガイドラインができることが望ましい」と発言（神代・連合総合
生活開発研究所編 1995: 455）．また，労働省は 6月に，産業労働懇話会（産労懇）
に「大幅賃上げと今後の課題」についての資料を提出する（神代・連合総合生活開発
研究所編 1995: 455）．そこでは，1974年の大幅賃上げはその時点の物価と企業収
益の異常な状態を反映したもので，大幅賃上げが定着したわけではないが，30％以
上の大幅賃上げが製品価格に転嫁されると約 10％の価格引き上げとなり，物価や国
民経済に重大な影響を与えるとのことが示された（神代・連合総合生活開発研究所編
8労働組合運動の歴史記述においては，本稿の労働組合運動の転換に直接関わり，
またその内実を詳細に記述しているという点から，神代和欣・連合総合生活開発研究
所の整理を主に参考にし，行っている．また，これに総評などの抵抗側の視点，また
労働者の視点を交え，整理し，まとめている．
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1995: 455）．
このような政府の動きと軌を一にして，日本経営者団体連盟（日経連）は「大幅賃上げ
の行方研究委員会」を発足させる（神代・連合総合生活開発研究所編 1995: 456）．
桜田武日経連会長が委員会の議長を務め，メンバーは代表常務理事や重要産業の
経営首脳を含む20人，他にアドバイザーとして，学者7人も参加した（神代・連合総合
生活開発研究所編 1995: 455-6）．1974年 11月，同委員会は，『大幅賃上げの行方
研究委員会報告―労使とも国民経済の立場で考え直そう―』を公表する（神代・連合
総合生活開発研究所編 1995: 456）．そこでは，現状をインフレと不況の共存するスタ
グフレーションとし，その原因のうちでまだ解決できていないものを「物的生産性の向
上率を上回る賃上げ」であるとした（神代・連合総合生活開発研究所編 1995: 456）．
このままの賃上げが続いた場合は，悪性インフレで国民生活が破壊されるとし，「75年
度は経過措置として 15％以下，76年度以降は 1けた台の賃上げガイドポストを設け
る」とした（神代・連合総合生活開発研究所編 1995: 456）．労組の賃上げ要求前に具
体的な数字を示して賃金要求の自粛を迫ったのは，日経連としてはこれが初めてのこ
とであった（神代・連合総合生活開発研究所編 1995: 456）．これを「果たして収まるだ
ろうか，眉唾だった」（松崎 1988; 吉原 1988: 38））と元日経連松崎芳伸専務理事は
当時を回想している．しかし，1975年春闘の賃上げは 13 ・ 1％と日経連のガイドポスト
をも下回ったのである（神代・連合総合生活開発研究所編 1995: 456;吉原 1988: 38;
日本経営者団体連盟 1981）．松崎はこうした結果に対し，「経営 3団体の協力，各経
営の自覚のほかに，労働組合，とくに民間企業労働組合指導者の理解と協力を忘れ
てはならない」（松崎 1988）としている（神代・連合総合生活開発研究所編 1995: 456;
吉原 1988: 38; 日本経営者団体連盟 1981）．
では，その労働組合側の動きをみよう．鉄鋼労連委員長の宮田義二が 1973年 9月
に IMF ・ JC（国際金属労連日本協議会）議長に就任し，1974年大幅賃上げ直後の 8
月，鉄鋼労連第 51回定期大会で「前年プラスアルファ」の賃上げを自ら廃し，「物価ミ
ニマム論」を提唱する（神代・連合総合生活開発研究所編 1995:99）．物価上昇と大
幅賃上げのスパイラル・インフレーションを避けるためであった（神代・連合総合生活
開発研究所編 1995:459）．全日本労働総同盟（同盟）も 1974年春闘直後，政府が物
価抑制などの施策を講ずることを条件に，組合が賃上げを抑制するという，イギリス労
働組合会議（TUC：Trades Union Congress） が提唱した「社会契約論」と呼ばれる主
張を行い注目された（神代・連合総合生活開発研究所編 1995: 457-8）．そして，「大
幅賃上げ」のスローガンははずされ，当初の要求基準は 30％から 27％に引き下げら
れた（神代・連合総合生活開発研究所編 1995: 457-8）．同盟には，もとより 1968年か
ら始まる長期賃金政策という，マクロ経済との相互作用を考慮した賃金要求をするとい
う考え方があった（神代・連合総合生活開発研究所編 1995: 457-8）．このような，「社
会契約論」に，春闘共闘委員会は「賃金自粛論である」「契約なき自制に過ぎない」と
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批判した（兵藤釗 1978; 神代・連合総合生活開発研究所編 1995: 457）．第 1次石
油危機後のこの時点には，IMF ・ JC も同盟とほぼ同様の社会契約的立場を表明し，こ
れらが経済整合性を標榜する賃金運動となって展開されていった（神代・連合総合生
活開発研究所編 1995: 457-8）．そして，1970年代後半より，労働側金属 4単産，経
営側 8社懇という組み合わせでのストライキのない「管理春闘」が成立した（神代・連合
総合生活開発研究所編 462）9．
以上のように，ニクソン・ショックや石油危機をきっかけとした経済の低成長への転換を
契機に，労働者側がマクロ経済の論理に参画し，「政労使一体」となることで，「経済整
合性論」の下，1989年連合の成立により労働戦線も「統一」される．この結果，日本は
ME（マイクロエレクトロニクス）革命も，生産性，経済整合性の下，軋轢なく取り入れるこ
とで，1980年代には「ジャパン・アズ・ナンバーワン」として称賛されるようになるのであ
る．
労使関係論においては，日本の労使関係は団体交渉とは異なる労使協議制であり，
それは第 1次世界大戦時から今日に至るまでそうであるという指摘もある（森 2000:
41）．とりわけ，「各組織のそれぞれに固有な成員役割規則の間の関係のレヴェル」に
おける「人格」承認のルールの不在が指摘される．そうした労働者としての「人格」の承
認のルールが存在せず，国家，とりわけ経営者による「日本的」な「人格」承認，たとえ
ば「家族主義」的な人格承認がなされる（稲葉 1992: 107-110）．これを受ければ，
1960年代から1970年代にかけての状況を「生産力ナショナリズム」の貫徹による「機能
的な効率の原理」と，「日本の共同体的な集団主義のカルチュア」が結びついた「管理
社会」（高畠・栗原 1985: 48 ・ 52）という図式で理解することができる．
4.1.3 革新自治体の成長
続いて，革新自治体の盛衰，とりわけ衰退の流れをみる．革新自治体とは，主に 1963
年の第 5回統一地方選挙以降の，社会党・共産党を軸とする革新政党の支持を受け
た首長をもつ自治体のことを指す（横山 1989: 15）．55年体制以降，保守合同により
形成された自民党・財界・官僚，三位一体の保守ブロックと，統一した社会党・総評・
9後日，千葉利雄鉄鋼労連顧問（元書記次長）は「経済整合性論は，やはりきわめて
例外的なもの，つまり危機管理的な，緊急避難的な手段と位置づけるべきである．7五
年当時はあれしか選択肢はなかったと思うが，労働組合の賃金要求形式として一般化
するのは問題がある」 （千葉 1991）と述べている（神代・連合総合生活開発研究所編
1995: 460）．
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共産党らの革新ブロックとの対立の構図が明確になった（横山 1989: 16）．革新ブロッ
クは平和と民主主義を擁護せんと社会闘争を推進していたが，自民党保守支配を地
域で支える草の根保守の抵抗がそこには存在していた（横山 1989: 16）．これに対し，
とりわけ社会党では，1960年に松下圭一の構想の下，「地域民主主義」論が打ち立て
られた（松下 1960: 173-4; 道場 2002: 3-4; 横山 1989: 17）．大衆社会化に対応
し，草の根デモクラシーを育てるべく地域組織や居住者組織の確立が謳われ，またそ
れに支えられた「自治体改革」が結びつくこととなる（松下 1960: 173-4; 道場 2002:
3-4; 横山 1989: 17）．高度経済成長の背後で，地方拠点都市における都市問題が
深刻になるとともに，「地域民主主義」論自体は自治体政策の探求が実践的なニーズ
を獲得し，「地域の発見」から「自治体の発見」へと認識が移動する（道場 2002:
5-8）．ちなみに，この革新自治体が支持された現象を，後に松下は「政権交代なき政
策転換」と評している（「資料・革新自治体」刊行委員会 1990; 大矢野 2007: 101）．
革新自治体は工業化と都市化によって起こる公害や住宅難，保育所の不足などの都
市問題に取り組んだ（宮本 2005: 148-9）．都市問題は「現代的貧困」とも呼ばれ，従
来の「労働運動」が対象とせず「住民運動」によって提起される地域の問題として，職
場内の労働に関する貧困である古典的根源的貧困と区別された（宮本 2005:
151-4）．革新自治体はこうした問題に対する反応として盛り上がり，①公害に対する
環境保全，②福祉問題に対処し，③「自治」の確立への道を開いたのであった（宮本
2005: 157-159)．
ちなみに，革新自治体の時代は，大矢野修が，第 1期を 1963年の第 5回統一地方
選挙から第 1次オイル・ショックの 1973年頃まで，第 2期をオイル・ショック以降から
1980年代の後半までとしている(大矢野 2007: 93)．また鳴海正泰は，第 1期を前半
と後半に分け，1963年統一地方選挙から 64年の全国革新市長会発足の頃までを前
半，1967年第 6回統一地方選挙における美濃部亮吉東京都知事誕生からを後半とし
ている（鳴海 2006: 97）10．
第 1期前半では，第 5回統一地方選挙を機に各地で革新市長が誕生し，革新市長
会，が親睦会のようにして存在していた（鳴海 2006: 97）．第 1期後半になると，美濃
部亮吉が「ストップ・ザ・サトウ」をスローガンに東京都知事に当選し，保守国政を革新
自治体で包囲しようという中央包囲論とともに，革新自治体が社会党や労働組合と共
同戦線のようになっていき，一気に革新自治体の存在が国政レベルの問題となった
（鳴海 2006: 97）．革新市長会では，1970年に「革新都市づくり綱領」（副題は「シビ
10革新自治体の歴史記述においては，当時革新自治体に参画し，現在反省的視点
から革新自治体の歴史を述懐し，まとめていることで希少であるという点から，大矢野
の整理に主に依りながらまとめている．
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ル・ミニマムの策定のために」）を作成し，高度成長路線における，自民党ないし経済
界に対する市民生活の側からの理論としての「シビル・ミニマム」論が対置され，革新
自治体の政策フレームも明確になる(大矢野 2007: 93-4)．都市政策不在で都市問
題に対応できない国に対し，革新自治体において，「権限なき行政」という言葉に代表
されるように，法の不備や欠陥を埋める独自の法解釈，ないしは準立法的取り組みが
行われた(大矢野 2007: 94)．
1964年，横浜市の企業との公害防止協定の締結，1969年東京都の公害防止条例，
兵庫県川西市から始まる宅地開発指導要領の展開，景観保全要綱の展開，1972年
横浜市での平和運動というかたちでの，ヴェトナム戦争への反対の意思表示としての
戦車の輸送阻止運動，自衛官募集業務の停止，九州田川市で始まった在日朝鮮人
の国籍書き換え問題などである (大矢野 2007: 94)．シビル・ミニマムによる行政計画
では，自治体の責任において，住民の生活基盤，公共施設，公共サービスに公準を
設けそれを達成しようとするのである (大矢野 2007: 94)．
4.1.4 革新自治体の衰退
革新自治体の衰退は第 2期において訪れる．1975年の第 8回統一地方選挙では，
大阪府と東京都だけがかろうじて革新自治体を維持するという状態となり，都市部レベ
ルでもほとんど革新自治体が増加しないようになる(大矢野 2007: 95-6)．この頃，保
革の対立構図が見えなくなり，保守側も市民参加や全国での非核自治体を宣言する
ようになる(大矢野 2007: 95-6)． 革新市長会も社会党だけということはなく，市民自
治と平和を推進する市長であれば受け入れていく(鳴海 2006: 98)．そして，ここに革
新自治体の成果の現れと裏表となる，衰退への道筋をみることができる．すなわち，保
守系地方自治政府の革新への歩み寄り現象である．
こうした保守の地方自治政府の革新への歩み寄りは，1つの「包摂」の戦略と言ってよ
かった．自民党サイドの「都市政策大綱」からなる一連の政策は同様に，田中角栄によ
る「都市政策の推進」であり，ここに端を発する革新政策の取り入れの一環として，先
ほどの保守の革新への歩みよりがあったのである．田中は，『中央公論』1967年6月号
に掲載された「自民党の反省」において，早くも革新自治体への対抗の手段として，こ
うした都市政策を見据えていた（田中 1967; 後 1989: 213-5）．
また，直接的な対立も存在した．東京都が財源対策のための地方債発行を申請した
際に自治省は許可をしなかった(大矢野 2007: 98）．くわえて，法人事業税の制限税
率の引き上げがあった(大矢野 2007: 98）．こうした攻勢が自民党による「TOKYO作戦」
の名のもとに行われた(大矢野 2007: 98）．そして，都議選で与党 3党が過半数割れ
することで，美濃部は4選出馬を断念し，自治省OBである鈴木俊一が財政再建，地方
行革を掲げ，1979年，東京都知事に当選することとなる(大矢野 2007: 98）．
自治省はこの頃，革新自治体の人件費高騰を批判し始め，その流れとともに，1981
52
年第 2次臨時行政調査会（「第 2臨調」）の「地方行革」へと至る(大矢野 2007:
98-9)．チープガバメント，合理化，人件費抑制というかたちでのマスコミでの喧伝もあ
って，国を含めた行政全般の改革問題が地方行革へと単純に適用される(大矢野
2007: 98-9)．こうした背景の下，「地方自治にイデオロギーはいらない」という声が主
流となり，官僚出身の首長を多く輩出する下地がつくられていく(大矢野 2007:
98-9)．
保革対立の構図が消失し，支持政党の多党化とともに「行政」への傾斜，「政治」の脱
色が始まり，自民党・自治省の目論見通り地方行革へと至る．こうした中央統制の動き
が西尾勝代表「政府間関係」研究集団による「共同提案」（1983年）では「新々中央集
権」と名指される(「政府間関係」研究集団代表・西尾勝 1983: 104-5; 大矢野 2007:
100))．
革新自治体の時代危機が訪れる一方，先の第 8回統一地方選挙では，神奈川県知
事に長洲一二が初当選する（大矢野 2007:95-96）．長洲は「革新を革新する」として，
「地方の時代」を提唱する（大矢野 2007:99）．革新自治体における社会党や労働組
合との結びつきという出発点は革新されなくてはならないとし，全国の自治体を結集し
ようとする．革新自治体はたとえ国が革新政権になったとしても対抗する余地を残すも
のであるとする，保革を超えた自治体の文脈付けの提唱であった（鳴海 2006: 100）．
「経済の量的成長から生活の質の充実へ，画一化から多様化・個性化へ，集中から分
散へ．つまり集権型社会から地域・地方の個性的発展による分権型社会への転換」と
いうことがスローガンとして掲げられる(大矢野 2007: 99)．そこでまた「革新自治」から
「自治体の革新」へというスローガンも叫ばれるようになる(大矢野 2007: 98)．
1980年の革新市長会「第 2次綱領」では，「革新自治体から自治体革新へ」という課
題を軸にまとめられたが，こうした課題が乗り越えられなかったことが革新自治体衰退
のもうひとつの原因であった．先の自治体による人件費高騰も自治体職員組合（以下，
職組）と革新首長の癒着によるものとして批判される(大矢野 2005: 19） ．
この背景には，全日本自治団体労働組合（以下，自治労）・職組が，「階級闘争」史観
のもとにあったことが強く関わっている．自治労は，自治体職員像を一面で国家権力
の一翼を担う「下級官僚」として，他方，階級的使命をもった「労働者」として，綱領で
規定していた．この 2面性は，長時間保育が，子どもをもつ親にとって切実な要求とな
る一方で，保育労働者の労働強化につながるとされ，公務労働者の労働権と市民の
生活権とで矛盾を生じさせていた．他方で，職組と革新首長は，労使関係において対
立関係にあると同時に，職組は革新首長にとって選挙の支持組織として協力関係に
ある．ここに，職組が首長と互酬関係になる背景があり，市民から離れていく仕組みが
成立する．くわえて，ここに職組の職場組織を守ろうとする傾向がみられる(大矢野
2005: 19-20,22-23)．
さらには，賃金の問題だけでなく，寄本勝美が分析したごみ行政の例で示されるよう
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に，既得権益の問題と専門化の問題がある(寄本 1989）．沼津市や町田市において
なされたようなごみの減量やリサイクルのシステム開発に市民の協力は欠かせない(寄
本 1989; 大矢野 2005: 24）．しかし，こうした取り組みは，現場での種々の慣行や既
得権，あるいは反合理化のもと，職場保守に固執する清掃労働者や，組合の官僚主
義方針とぶつかる（大矢野 2005: 24）．「職場内住民運動」，すなわち，職場などの組
織のなかから市民意識の改革をなすべく「組織内デモクラシー」へ向けた努力が求め
られる(寄本 1989; 大矢野 2005: 24)．くわえて，ごみの減量やリサイクルが課題とな
り，地域社会全体を視野に入れ，市民の協力を得なければならないとき，職員による
公務独占をこえた，市民間や所轄間の連携を必要とする新たな専門性の構築が必要
となる(寄本 1979; 大矢野 2005: 23-4)．
自治労は，各職組単位に調査研究活動として「自治研」活動をもっているが，自治研
は「職場自治研」が起点となっている（大矢野 2005: 24-5）．多様な職種によって構
成されている公務労働者が，タテに分断された職場・職種ごとに自治権活動を行うこと
で，専門性は職場内に留まってしまう一方である．
自治体の現場でも，タテ割所管ごとに市民・団体が組織され，これら市民・団体と各職
場との間で補助金や交付金の交付，委託などを通して互恵のしくみがつくられ，市民・
団体も実質的にタテ割りとして，組織されているという実態がある（大矢野 2005: 24）．
その結果，市民・団体の既得権益が各職場・職員の利害と重なる危険を抱え込むこと
となる（大矢野 2005: 24）．首長と職組の癒着だけでなく，自治体行政は特定の市民・
団体とも癒着するわけである．
以上のように，首長，職組，市民・団体とタテ割りで連なってしまい，市民一般からは
離れていきやすい組織構造が成り立っていた．くわえて，職組，市民・団体がそれぞ
れの既存の組織を維持しがちである閉鎖的な体質をもっていた．自治体職員は「労働
者」ではなく「市民」として，この閉鎖的な構造をこえていくことが求められる（松下 1980;
大矢野 2005: 25）．
かくして，革新自治体の幕引きは，1983年の「武蔵野ショック」という武蔵野市の 4000
万円退職金騒動とともに，革新自治体の陰の部分を映し出すかのようにして訪れたの
であった（大矢野 2005: 26）．
またここで重要なのは，住民の主体形成がままならなかったことも，革新自治体の衰
退の 1つの要因であった点である．前項の冒頭で触れたように，「地域の発見」が「自
治体への発見」へと認識が移動したのであり，「地域民主主義」論は，革新自治体の
「革新政治指導」によって地域がパターナリスティックに「包摂」され啓蒙主義的なもの
となってしまった（道場 2002: 3-8）．鳴海がブレーンを務めた横浜飛鳥田一雄市政で
も，「革新政治指導」対「地域エゴ」という困難な問題がみられた（道場 2002）．
以上のように，革新自治体は，自治・参加・分権という政治理念の下，「市民社会」や
地方自治の歴史に，重要な成果と足あとを残しつつも衰退していった．その歴史には，
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上から下へのパターナリスティックな「包摂」の構造，「革新」の政治理念を「包摂」し，
元の「保守」の政治へと転換させるという，今日の行財政改革においても特徴となる政
府の問題，さらには「管理社会」を下支えする官僚組織の問題（「組織内デモクラシー」
「職員参加」等）と，「管理社会」論においてみるべきテーマがよく照らし出されている．
4.1.5 小括
以上，「労働組合運動と「革新自治体」の 2つの象徴的事例により，1970年代の「管
理社会」化の様相を具体的にみてきた．「労働組合運動」では，国際的な経済連関の
論理と，日本の共同体的な集団主義の文化が結びつくことで，「政労使一体」の日本
型ネオ・コーポラティズムの成立をみた．「革新自治体」では，保守政党の革新への歩
み寄り戦略と，官僚的な自治体の問題が，革新自治体の衰退を招くこととなった．
だがしかし，こうした経緯は単純に批判だけできるものでもない．「社会契約論」にお
いて賃金の代わりに得られた諸制度改革は低成長の時代において有効であったし，
これにより日本は第 2次石油危機を乗り越えた．ここには日本における強力な統治の
あり方が存在したのであり，「管理社会」の視座から批判するよりもむしろそれは「統治
性」として両義的に評価すべき事例であるといえる．じっさいにそれは欧米諸国に参考
にされた．
革新自治体については，その限界が反省の対象となってきたものの，「市民社会」の
歴史的経験として積極的に評価するものもある(山口 2004)．しかしそのトータルな評
価はやはり両義的にならざるを得ないだろう．革新自治体の政策が有した「社会の力」
は，強力な政治の推進力を生みだすものであったが，それ自体が保守勢力に「包摂」
されることによって，抵抗の足場としての性格を失い，むしろ保守政治を後押しすると
いう様相を呈したからである．ここではそれを，「企業国家」としての日本の成立と呼ん
でおきたい．
4.2 1980 年代の新々中央集権国家化
1970年代においてみられた保守による革新の「包摂」現象は，1980年代には日本社
会全体を覆っていくことになる．とくに企業の論理の拡大（「経済」の力）を利用した「政
治」の力による「社会」の力の「包摂」が，革新自治体の保守勢力による包摂よりもさら
に拡大したかたちで行われた．
具体的には，国際金融・資金市場のグローバル化＝統合化と「高度消費社会」化が
進むなかで，中曽根康弘の提唱の下，第 2次臨時行政調査会（「第 2臨調」）という名
の「行政改革」が行われる．そこでは国鉄，電電，専売の 3公社が民営化されたが，地
方自治をみると「新々中央集権化」と呼ばれる改革が行われていた．それらは一貫し
た「保守」勢力の増強であり，公企業体の民営化も，当時の先進国の潮流であった新
自由主義改革というよりは，総評系労働組合を解体することによる社会党勢力の切り
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崩しであった．くわえて，これは，統合のシンボルとしての「国家」を求め，審議会政治
（「執行府政治」）（佐和ほか 1987：61 ）のような権力核を特徴とする「新国家主義」とし
ても総じてなぞらえることができる（佐和ほか 1987：60-2 ）．
4.2.1 第 2 臨調
1980年代は，国際金融・資金市場のグローバル化＝統合化，「社会」の力の決定的
な解体，そして「高度消費社会」の時代であった．，
1980年の外国為替管理法の改正による実需原則の撤廃と，84年の日米円ドル委員
会の報告にもとづく円転換（円転）規制の撤廃によって，国内外の資金取引が自由化
へと向かい，国際金融・資金市場のグローバル化＝統合化が進展する（石井 1997:
124）．経済のサービス化・情報化・ソフト化への産業の構造転換とともに，人口・オフィ
スビルの東京への 1極集中化，地方中枢都市を媒介にした資金貸出の首都圏・東京
への集約を頂点とする階層序列的な金融地域構造が成立する（石井 1997：120 ・
132）．しかし，こうした世界的な新自由主義の展開とはややずれて，日本の「社会」の
力の解体は，以下にみるような複雑な過程のなかで起こる．
IMF-JCが賃金リーダーシップをとり，危機の際に利潤‐賃金分配率を固定する「企業
主義的ミクロ妥協」を広げることで成立した「管理春闘」によって，日本は第 2次石油危
機を乗り越えた．こうしたなかで適用された一連の「減量経営」は，民間企業だけでなく，
非効率で国家財政を湯水のように使う公企業にも適用することが望まれたのである（井
戸 1997：72）．民間大企業労組が 1976年に結成した「政策推進労組会議（政推会
議）」は，政府による行政改革の断行を要求し，79年には，民間労働者の比重が大き
いナショナルセンターである同盟も行政改革の実行を要求する（井戸 1997：72）．
第 1次石油危機後の不況を克服するために，日本政府は，1975年以降，財政拡張
による刺激策を行うようになった（井戸 1997：72）．財界の強い要請で公共投資が拡大
する一方，不況 によって税収は落ち込み，その穴は結局，赤字公債の発行で埋め合
わされざるを得なかった（井戸 1997：72）．75年には，5兆 3000億円の新規公債が発
行され，78年にはついに1兆円を超し，79年には一般会計予算歳出の公債依存度は
34 ・ 7％に達した（井戸 1997：72 ・ 74）．
大平正芳内閣は，一般消費税の導入によってこの国家財政の危機克服を図ったが，
79年総選挙の敗北により，この道は閉ざされた（井戸 1997：74）．続く鈴木善幸内閣は，
法人税率の引上げを初めとする増税によって対処しようとしたものの，財界による猛反
発により不可能となる（井戸 1997：74）．
財界は，80年になると，日本経済が石油危機を克服した要因として，民間部門にお
ける労使協調を挙げるようになる（井戸 1997：74）．また同様に，民間経営者も，不況
克服のためにケインズ政策を実施する国家財政は放漫経営そのものであるとして，
「減量経営」をこそ国家機構にも適用しなければならないと主張した（井戸 1997：74）．
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こうして財界は「財政再建のための行政改革」の必要性を主張し，79年から 80年にか
けて，「小さな政府」と「増税に先立つ行政改革」，社会福祉の削減，公共事業の赤字
解消の必要性を叫ぶようになる．（井戸 1997：74）．渡辺治はこの文脈に対し，左翼的
な反官僚主義があるという逆説めいたものをみている（渡辺 2007b：304-6）．
1980年代の自民党は，保守支配の再確立をめざすべく従来の支持基盤である農民，
商店主層に代わり，新たにサラリーマン層（労働者）を獲得していくという戦略に出る
（中曽根 1986; 井戸 1997：75;高畠 1987：8）．この構想の下，81年の鈴木内閣にお
いて，中曽根行政管理庁長官の提唱によって，「第 2次臨時行政調査会」（第 2臨調）
が発足し，「財政再建のための行政改革」が行われた（井戸 1997：75）．そして，社会
党の集票基盤であり，総評の最後の基盤でもあった官公労への組織的攻撃が行われ
る．自治労は地方行革，日教組は教育臨調，全電通・全専売は民営移管，そして行
革の中心的課題である国労を国鉄解体によってというように攻撃がなされる（井戸
1997：75）．こうして，86年の衆参同日選挙における自民党の大勝とともに，中曽根首
相が「左のウイング」にまで手を伸ばすことに成功したと宣言し，「1986年体制」の誕生
となる（井戸 1997：75;高畠 1987：8）．
以上の第 2臨調において，最も露骨なかたちで保守勢力による「社会」の力のパター
ナリスティックな包摂がなされたのが「地方行革」の領域であった．「新々中央集権化」
と呼ばれたこの地方行革に 80年代の権力の編成様式が象徴されるため，次項で少し
詳しくこれをみていきたい．
4.2.2 新々中央集権化への地方行革
1981年の第 2臨調の地方行革は，「政府間関係」研究集団によって「新々中央集権
化」と呼ばれ批判された（「政府間関係」研究集団代表・西尾 1983: 104-5）．
戦後改革以降における，国と地方の関係からみる行財政構造の変遷は，1945～50
年の戦後分権，50～59年の反動的集権，60～74年の新中央集権，75年以降の新々
中央集権の時代というように区分される(新藤 1985：31）．地方行政はこのように 50年
からの「逆コース」の時代以来一貫して中央集権化への道を辿ってきた．しかし，一方
で，「地方政治」は，60年代，新中央集権下の利益集団政治の時代，70年代，高度経
済成長の弊害に対する地域的個性の追求が自治体の政治的アジェンダとして自覚さ
れるというように， 独自にその政策能力を発展させてきていたのであった(新藤 1985：
36-7;「政府間関係」研究集団代表・西尾 1983：103-4）．こうした地方政治の発展によ
って，80年代には「地方の時代」が開幕されようとしていた（「政府間関係」研究集団代
表・西尾 1983：102 ・ 104）．この認識の下，1979年に内閣総理大臣の諮問機関である
地方制度調査会が提出した第 17次地方制度調査会答申（「新しい社会経済情勢に
即応した今後の地方行財政制度のあり方についての答申」）において，地方分権の推
進が謳われた（「政府間関係」研究集団代表・西尾 1983：102 ・ 104）．
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しかし，第 2臨調における地方行革は，こうした地方分権の進展を否定的に評価する
ものであった．「政府間関係研究集団」は，この事態を，①地方政治の否認，②地方政
治の画一化，③自治組織権への介入，④負担の転嫁としてまとめ，「新々中央集権」と
呼んだ（「政府間関係」研究集団代表・西尾 1983：104-5）．順に見ていく．
①地方政治の否認： 第 2次臨調第 3次答申『行政改革に関する第 3次答申―基本
答申―』（以下，「基本答申」）において，国の行政と自治体の行政を通ずる「総体とし
ての行政」という概念が提示される（新藤 1985：48;「政府間関係」研究集団代表・西尾
1983：105）．
②地方自治の画一化：「標準行政」と「独自行政」を区分する．そして「独自行政」の財
源として留保財源（標準地方税収の一定率，府県 20％，市町村 25％），超過課税，法
定外普通税，受益者負担としているのだが，留保財源率の引き下げによる地方格差
是正，超過課税における法人への片寄った課税から受益者負担への是正というように
これも抑えられる（新藤 1985：49-50;「政府間関係」研究集団代表・西尾 1983：105）．
さらには，地方交付税の年度内および年度間調整，老人医療無料化などの自治体の
先導的施策に対する批判というように，地方自治体の自己努力にもとづく創造的な地
方自治の余地を縮小することが志向される（新藤 1985：50;「政府間関係」研究集団代
表・西尾 1983：105）．
③自治組織権への介入：「地方行政の減量化と地方財政関係費の抑制方策」と題し，
自治体の内部事項として認識されてきた，組織，定員，給与，退職金などについての
国の圧力が述べられ，それは自治体行政機構のみならず地方議会まで及ぶ．これら
について特別地方交付税を制裁手段として用いる（新藤 1985：50-1;「政府間関係」
研究集団代表・西尾 1983：105）．あわせて，「独自行政」の存在を認めながらも地方
単独事業を効率化，合理化の観点から見直すとする（「政府間関係」研究集団代表・
西尾 1983：105）．
④負担の転嫁： 国の財政危機を救済するという理由で財務負担を自治体に転嫁す
る（「政府間関係」研究集団代表・西尾 1983：105-6）．補助率の引き下げ，国民健康
保険および児童手当等の経費の 1部を都道府県の負担とするなど．自治体への権限
委譲を全く伴わない形でこれがなされる（「政府間関係」研究集団代表・西尾 1983：
105-6）．
このような，地方における政治の発現をも否認し，国財政の身軽化を強力に推進する
議論は，どのような背景から生まれたのだろうか．
70年代後半には，低経済成長への移行にともなう地方財源の構造的圧縮があり，国
地方ともに税収の恒常的停滞に見舞われることになる（新藤 1985：45）．75年度予算
の補正後には，地方財源不足額が 2兆 1831億円を計上し，地方交付税特別会計が
大蔵省資金運用部から 1兆 120億円の借り入れをした（新藤 1985：45）．そこから地方
財源不足額は，76年度に 2兆 620億円，77年度に 2兆 7000億円，78年度 3兆 50
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億円，79年度 4兆 10億円，80年度 2兆 550億円と推移した（新藤 1985：45）．そのこ
とごとくが，地方交付税特別会計の借入れと地方債の増発によって，つまり借金財政
によって措置されてきた（新藤 1985：45）．
1980年前後には，大蔵省や自治省などの各機関から個別に国地方行財政の減量化
方策が提示された（新藤 1985：45）．これらを総合したのが，第 2臨調の地方行革であ
ったのである（新藤 1985：45）．なかでも第 2臨調の第 1次答申『緊急提言』における
国支出削減項目は，大蔵大臣の諮問機関である財政制度審議会建議の意向と合致
していた（新藤 1985：46）．78年から 80年にかけての大蔵大臣の諮問機関である財政
制度審議会（桜田武会長）の建議や，80年に大蔵省が刊行した『歳出百科』において，
各省庁に個別に所管されている国庫負担金の減額が提案されていた．くわえて，自治
省が行政指導を重ねたことによって，地方自治体の給与水準の適正化，定員・機構の
抑制がなされた．さらには，日本都市センター・都市経営研究委員会およびその他の
地方自治関係機関，行政管理庁行政管理局長の私的諮問機関である行政管理基本
問題研究会などから公私分担論・行政守備範囲論と事務事業の民間委託論が打ち
出されていた（都市経営研究委員会 1979; 行政管理研究センター編 1979; 新藤
1985：46）．
4.2.3 1980 年代の「社会」
こうした第 2臨調の政策において特筆すべきは，第 1に，「大平総理の政策研究会」
であった（佐和ほか 1987：113; 酒井ほか 2001：65）．ここにおいて，首相の私的諮問
機関を置く審議会政治が誕生し，保守的知識人やテクノクラート知識人と呼ばれる
人々がブレーンとなる一方で，「進歩的知識人の退潮」がいわれるようになる（酒井ほ
か 2001：65）．この研究会において，日本的近代化による欧米キャッチアップの過程は
ひとまず終わり，物質的幸福から差異，柔軟性，個人，精神，文化の時代であるという，
80年代に保守主導でジャーナリズムを席巻した議論が出されることとなる（酒井ほか
2001：65）．そして，国家計画が，経済・産業計画から，社会・生活計画へとその範囲を
拡張する（酒井ほか 2001：65 ・ 68 ・ 79）．
大平政策研究報告のイデオロギー的バックボーンとして，村上泰亮，佐藤誠三郎，公
文俊平の『文明としてのイエ社会』（1979）がある（村上 1979; 佐和ほか 1987：115; 酒
井ほか 2001：65 ・68 ・79）．村上の「21世紀システム」によれば，新中間大衆は企業な
どの組織行政における管理化への反発を持ってはいるが，彼らは従来の左翼のイデ
オロギーに対する反発も持っており，革新自治体イデオロギーに対しても批判的であ
るとされる佐和ほか 1987：117-8）．イデオロギー的でない包括政党的な形での利害関
係に組み込まれている方が，すなわち中曽根首相のいう 86年体制に包括されている
方がうまくいくとする（村上 1979; 佐和ほか 1987：118 ・ 112）．こうしたブレーン政治
は，政権と私的な結びつきをもった学者なり文化人がジャーナリズムで特権的な影響
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力を持つという状況を生み，学者や文化人がジャーナリズムで発言することで世論形
成を進め，政治がある一方向へ行くことのブレーキとなる状況を失わせていった（佐和
ほか 1987：108,112）．
「高度消費社会」が 1980年代の特徴であり，それが一連の改革に結びついていた
（酒井ほか 2001：70-4）．こうした社会変容が，「革新」の「保守」への包摂に結びつい
た．労働の局面において，「イエ」としての企業によって集団主義と競争主義が肯定的
に統合される一方で，消費の局面において，その「イエ」と適合する『柔らかい個人主
義の誕生』（山崎正和）がみられた（村上 1979; 山崎 1987; 酒井ほか 2001：72）．さ
らには，「消費社会」の登場によって，じっさいには同一である労働者と消費者が分離
させられ，国鉄のサービスが悪いのは国労のせいだというように，「より良いサーヴィス
を受け取るためには，労働運動なんてものはむしろ邪魔であるという社会意識」が登場
した（酒井ほか 2001：71）．
1984年には，臨時教育審議会（臨教審）が設置され，その第 1部会で香山健一が
「自由化」論を主張する（酒井ほか 2001：79）．ここから 87年までに至る臨教審におい
て，「個性重視の原則」（教育委政策研究会 1987：7）に重きを置いた競争主義，能力
主義を徹底しようとするための自由化論が掲げられた（堀尾ほか編 1996：232）．一方
で，同時にこのとき，国旗・国歌を尊重する態度を養うという国家主義的な内容も強調
されていた（堀尾ほか編 1996：232）．この政策を発端とする一連の改革は消費者主権
の考え方と結びつき，「1970年代後半における企業統合の強化と大企業のヘゲモニ
ーの確立が，ブランド大学とブランド企業を結びつけて，大学のレジャーランド化と教
育のプライヴァタイゼーション（私事化）」（酒井ほか 2001：80）を促進させた（酒井ほか
2001：79-80）．金融を中心とした国内のサービス産業の業績拡大とともに，大学生は
アルバイトとサークル活動の「レジャーランド」生活をしながら容易に卒業後就職ができ
るという状況が成立する（酒井ほか 2001：78）．こうした受け手とともにポストモダン思
想も受け入れられたとされる（酒井ほか 2001：78）．
文化の領域では，都市政策，テレビや広告産業の下の高度情報資本主義，秘め事
としての快楽やアンダーグラウンド文化の商品化というような一連の社会変容が起こる
（酒井ほか 2001：81）．言論の状況をみると，思想の文法も，歴史と批判的社会科学
から構造主義・記号論的なものへと急速に交代していき，思想と批判的社会科学の没
交渉が生まれ，社会科学も方法論的に実証化，思想的に保守化し，批判的思想との
接点を失っていった（酒井ほか 2001：81）．大前研一や堺屋太一などが都市のサラリ
ーマン層に広く読まれ，社会科学の後退に対しこれらのビジネスカルチャーが生まれ
肥大化していった（佐和ほか 1987：178-9)．
4.2.4 小括
第2臨調に代表されるような行政改革は，第1に，「自由化」，「多様化」，「個人」の時
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代において「民間の力」「地方の力」を活用するべきであるという認識が登場したこと，
第 2に，「高度消費社会」の風潮も後押しとなり，借金財政を背景に，民間企業におけ
る労使協調的労働組合運動の公企業体へのあてはめが推進されたこと，第 3に，自
民党が労働者層を取り込むと同時に総評＝社会党ブロックを崩壊させようとする意図
を背景として成し遂げられた．しかし，地方行革に目をやれば，「地方の力」は活かさ
れることなくむしろ縮小させられる改革がとられていた．「大平総理の政策研究会」の
理念はいつのまにか消え，あるいは改革におけるただのスローガンに留まり，そこには
一貫した「保守勢力による革新勢力の全般的包摂」があったことが分かる．勃興してい
た「地方の力」はむしろ「保守」による「革新」の全般的な包摂の流れのなかで収奪され
ていったのである．審議会政治や国旗・国歌の尊重への教育改革にみられる「新国家
主義」の潮流もみられた．そして，「経済」の力の影響も依然強いなか，日本の「政治」
は特異に自律的な形で「社会」の力をパターナリスティックにも解体するに至ったので
あった．このように，1980年代の日本の権力の編成こそが「新々中央集権国家化」と呼
ばれるものであった．
4.3 むすび――1990 年代に再び呼び出された市民社会
以上，1980年代までの日本の統治形態が，いかに 90年代に突入するまでの日本の
経済的近代化を成立させ，また「社会」の成熟を阻んできたかをみてきた．70年代に
拡大した「経済」の力および企業の論理を利用する形で，80年代には「政治」の力，こ
こでは保守勢力が「社会」の力および革新勢力をパターナリスティックに包摂していっ
た．1970年代に形成された「企業国家」の上に「新国家主義」の影響力が増大するな
かで，「社会」の力は包摂されるに至る．
では，最後にこの後，1990年代の日本の政治がどのような展開を迎えるかを簡単に
展望した上で，本章の分析から得られる知見を考察し，まとめとしたい．90年代は，冷
戦の終焉とバブル経済の崩壊を契機に日本は体制の転換が叫ばれ出す．まず，冷戦
の終焉によって，米ソ対立があるがゆえにアメリカは当然に日本を守るという時代が終
わった（渡辺 2005: 97）．湾岸危機は日本の安全保障のパラダイムを変えた（渡辺
2005: 97）．合計 40億ドルの資金援助をしたにもかかわらず，「too little too late」
というアメリカ側の反応に終わった湾岸危機のトラウマの解消は，高まりつつあった金
権政治批判とともに「政治改革」という新たな課題の実現に求められた（都築 2006:
84）．小沢一郎は「政治改革」を成し遂げることによって自衛隊派兵の道を進めようとし
たのであった（小沢 1993; 都築 2006: 84）．また，バブル経済の崩壊は，迫り来る経
済的なグローバリゼーションに対し，新自由主義改革という課題を日本に突きつけるも
のであった（渡辺 2005: 95）．
このように 90年代に入ると 80年代までとは異なり，軍事大国化と本格的な新自由主
義改革というこれまでの自民党の体制や主流派の考えとは相容れない改革が求めら
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れた（渡辺 99-101 ）．そのための「政治改革」の中核は，中選挙区制度を小選挙区制
中心の選挙制度にかえることであった（渡辺 2005: 99）．これによって自衛隊派兵の
障害となっていた社会党を潰そうとし，さらには自民党の派閥を弱体化させ，自民党の
構造を中央集権的なものにすることを見据えていたのであった（渡辺 99-101 ）．こうし
て軍事大国化と新自由主義改革の 2つの改革に対応するための「政治改革」（政治体
制の改革）の課題に日本は直面し，政権交代や政治の転換が求められた．
イギリスやアメリカでも，1960年代の福祉国家（第 1の道）から 80年代の新保守主義
による福祉国家批判（第 2の道）を経て，90年代の新しい社会民主主義（第 3の道）
（ギデンズ 1998）に至るという，政権交代を伴う政策転換が行われてきた（小玉 2002：
29）．これに対して，日本の場合，第 1の道と第 2の道の双方が不在のまま，90年代に
突入している（小玉 2002：29）．80年代までの保守による革新の全般的な包摂のなか
で「市民社会」が収奪されてきた歴史過程において，公共的な議論とともにある政権交
代や政策転換など起こるべくもない（小玉 2002：29）．政権交代を伴わない政治がこれ
までの日本の政治であり，日本の政治のその特徴とはまさに「パターナリズム」なので
あった．ここにおいて，戦後民主主義を批判的に問い直す課題が提出される（小玉
2002：29）．
戦後の日本における社会科学的な認識はやはりマルクス主義によるところが大きかっ
た（宇野 2006: 120）．戦後民主主義の思想もマルクス主義による社会科学を前提にし，
また一方で知的緊張関係を保ちながら成立していた（宇野 2006: 101）．しかし，90年
代に至りそれが最終的に後退すると，社会を全体として認識するような「科学」の存在
に対する疑念が強まることとなった（宇野 2006: 120）．その反面，個別的科学の洗練
が著しくなる（宇野 2006: 120）．そして，90年代の前半においては，山之内らに象徴
されるような戦後民主主義の問い直しがなされていたことがはっきりと確認できるのに
対し，90年代の後半になると，「社会学の時代」とも呼ばれるように，「理論」に代わる
「より分かりやすく，世俗的で対症療法的な『現場主義』」（宇野 2006: 120）の時代とな
っていく（宇野 2006: 120）．こうした趨勢から見られる懸念に対し，90年代後半の社会
科学の展開と，90年代前半になされた社会科学の見直しを結びつけなくてはならない
（宇野 2006: 122）．すなわち，「実証的な社会調査やそれに基づく日常的問題の解
決策の模索を，再度トータルな把握とそれに基づく批判的な営為と結びつけること」
（宇野 2006: 122）という課題の重要性である（宇野 2006: 122）．「4.2.3 1980年代
の『社会』」で見みたように，80年代において，批判的思想が退潮し，またジャーナリズ
ムの世論形成において政治の批判がなされなくなっていった状況を反省する必要が
ある．新自由主義に基づく改革とともにあった国家のパターナリスティックな「包摂」の
構造によって解体させられた「社会」の力が再び求められているのである．
3 ・ 11の原発事故において政府，東京電力，主要マスメディアのいかにもパターナリ
スティックな姿勢が批判されたことを見るにつけても，今日において，1980年代までに
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完成され，また直後に批判されたこうしたパターナリスティックな統治形態，「包摂」の
構造がいかに反省され得たのかが問われるところである．また一方で，こうしたパター
ナリスティックな統治形態，「包摂」の構造を否定さえすればそれでよいという問題でも
やはりなく，ここまでみてきたように日本のパターナリズムが極めて特徴的な構造をもつ
からこそ，これをいかに評価し批判するのかは未だもって重要なテーマである．
そして，この特徴的な日本のパターナリズムの「包摂」の構造の評価にあたり，「4.1
1970年代における市民社会の『管理社会』化」の「4.1.5 小括」でみたように，「政治」
「経済」の力によって「包摂された社会の力」が考察の対象となる．とりわけ1980年代に
おいて「社会」はバラバラに解体されたわけだが，それは結局，保守勢力が，自身が
保有していた「包摂された社会の力」をも失うことで自らを弱体化させたのではないかと
いうことである．
革新自治体の場合では，自民党が革新政策を取り入れることで「都市政策大綱」を展
開し，また，日本の福祉国家化を推進することとなった（後 1989: 216; 東京大学社会
科学研究所編 1984-1985）．労働組合運動では，労働組合側が「政治」や経営者側に
協力することで「管理春闘」が成立し，労働組合運動がマクロ経済の論理に与すること
で「ジャパン・アズ・ナンバーワン」と称されるような経済的繁栄を手にすることとなった．
このように保守勢力によって「包摂された社会の力」を活用することで日本の政治は推
進力を得ていた．1990年代以降の日本は改革が叫ばれながらも，では最終的にどの
ような改革がなされるべきかという点において政治がうまく機能できていないという問題
がある．「政治改革」において目指された 2大政党制が保守 2大政党制の体を成し，
市民の側に立つ政党で 2大政党制を形成しなかったことからも，このような「包摂され
た社会の力」を著しく失った「政治」の実態は確認できるところで，これが結局，逆に
「政治」の力の弱体化を招いていないかを日本の政治分析として考慮することは有効
である．そしてまた，こうした下からの力は下からの力そのものということではなく，上か
らの「政治」の力との協力関係として日本の統治のパターナリスティックな「包摂」の構
造のなかに内包されながら機能してきたことが重要な特徴である．日本のパターナリズ
ムの政治はこの点をよく考慮し，評価・批判されなければならない．
以上の知見は，「敵」と「対抗者」を区別し，「対抗者」を「闘技的多元主義」のなかで正
統的で寛容に処せられねばならない反対者として扱うシャンタル・ムフの民主主義論
を想起させる（ムフ 1993）．「自由化は，政治の解体ではなく，むしろ『政治』の復権を
伴う民主主義シティズンシップの形成というパラドキシカルな課題を浮上させる」（小玉
2002: 31）というように，保守側にとっても「対抗者」のある政治の重要性が今日ますま
す指摘される．
最後に，本章から得られる歴史の反省を踏まえ，より具体的に指摘される重要な点を
まとめ，さらなる課題について考察しよう．<労働組合運動>と<革新自治体>によって隆
盛の最中にあった「市民社会」は，「地方の時代」の開幕を期待させるまでに至ったも
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のの，保守勢力による「政治」の力によって「包摂」・解体させられた．ここからは，「官
僚化」構造を越える市民性の課題と，パターナリスティックな日本の共同性を踏まえた
抵抗や，自律性の維持という，より具体的な課題が浮かび上がる．同時に，日本のパ
ターナリズムの政治が保持する「包摂された社会の力」が，歴史的にみれば日本の政
治の重要な推進力を担ってきたことも確認された．これらは「市民社会」が政治にどの
ように関わるかという課題としてはまさに現代的な問題設定となる．そこにおいて，日本
のパターナリズムの政治の歴史的経験が，どのように現代の政治的課題に対応した政
治体制や民主主義の形態を生むことができるかが問われる．
1990年代には，「市民社会」が再び呼び出されるのに呼応して，95年の阪神・淡路大
震災のボランティア活動を契機に，98年 6月の特定非営利活動促進法（NPO法）の制
定など市民社会の再興がみられる(長谷川 2001)．この達成においては，革新自治体
や労働組合運動などの 70年代までの社会運動の経験とその記憶が直接的に評価さ
れることとなる． 90年代において語られる「新しい公共性」は，従来の「国家」に対する
「市民社会」というような 2元論ではなく，「国家」と「市場」とともに並び立つものとして
「市民社会」が位置づけられる 3元論で捉えられるものである(山口 2004)．ここにおい
て，「福祉国家」を経ず「企業国家」を経ることとなった日本が，政権交代によって，政
治そのものへ向かう公共性が求められるのと同様に，企業そのものへ向かう直接的な
公共性とでもいうべき，「企業共同体」からの解放も，「市民社会」の再興にとって求め
られる重要な観点となる．典型的な例としては，「労働者」としての時間から解放され，
その分「市民」としての時間に費せるというように．だがそれも，何が維持され何が変え
られるべきかはさらに問われねばならない．
5 1990 年代日本「社会」の歴史社会学――国家と「社会」の動揺――
5.0 はじめに
本章は，1990年代の日本「社会」を，「政治」「経済」とともに捉えることで，日本「社会」
の権力の編成様式や社会変動を分析するものである．これまでと同様に，諸領域の
「連関的脈絡」（広田 1995: 36） を捉え，構造的に把握する総体的な視座に基づく歴
史社会学アプローチである．「社会」や市民社会をみる上では，「政治」「経済」領域の
力動に着目することが重要であることはこれまでの考察によってますます明らかになっ
てきた．
1990年代は，第 1に，国家の安全保障の動揺，第 2に，「家族・学校・企業社会のト
ライアングル」（小玉 2002: 32）を象徴とする既存の日本の社会システムの動揺，そし
て第 3に，国民意識や「市民の物語」と公共性や市民社会が問われるいわば丸山眞
男問題の再浮上の時代であった．
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5.1 1990 年代の「政治」「経済」の動揺
5,1.1 リクルート事件と湾岸戦争
1990年代初頭，画期となった 2つの事件が起こる．それがリクルート事件と湾岸戦争
である．
竹下登内閣は，天皇の代替わりの数々の儀式を司った後，リクルート事件の責任をと
って 89年 4月 1日に退陣する（都築 2006: 71）．リクルート事件は自民党のほとんど
すべての実力者を巻き込んだため竹下内閣の後継はなかなか決まらず，宇野宗佑内
閣が発足したのは 6月 2日であった（都築 2006: 71）．中国で天安門事件が起きたの
はその 2日後の 4日であった（都築 2006: 71）．リクルート事件は，1980年代の自民
党の一連の政策，とりわけ，行政改革が実行をあげなかった不満が，財界，とくにその
なかでも多国籍企業進出をとげていた産業を中心に強くなり，「規制緩和」の主張とと
もに自民党の利益政治の改革を呼び起こした（渡辺 1996: 312-3）．ここから衆議院の
選挙制度改革の議論，そして「政治改革」に結びつく（都築 2006: 76）．
アメリカは冷戦の終焉が予想されるころすでに，既存の戦略の見直しと新戦略の策定
に入っていた（渡辺 2005: 97）．アメリカは，レーガノミクスより貿易赤字と巨額の財政
赤字という経済的衰退をみせていた（渡辺 1996: 274）．そこで，アメリカでは冷戦後の
新たな事態に対し世界戦略を再編・効率化しようとする一方で，世界への過剰な軍事
的負担を解消し，その分，アメリカの経済を脅かしている西欧や日本などの同盟国に
分担させるべきとする主張がでてきた（渡辺 1996: 275）．とくに日本はアメリカの軍事
的傘の下で，企業支配のもと経済成長に資金を集中し，アメリカ経済を脅かす経済大
国となっていた．そこでアメリカは日本に対し，2重の意味で軍事分担の増加を強く求
めた．1つは新たな世界市場を共同で守るために，もう 1つは，日本に軍事分担の費
用を支出させアメリカ経済の脅威となることを抑えるためにであった（渡辺 2005: 97）．
1990年 8月 2日，イラクがクウェートに侵攻する（佐々木 1992; 外岡ほか 2001; 岩
波書店編集部編 2001）．これに対し，アメリカは多国籍軍の結成を呼びかけ，28か国
が参加した（都築 2008: 78)．日本にできたことは多国籍軍への資金提供で，計 40
億ドルの援助を行うもアメリカ側の反応は「too little too late」であった（都築 2006:
78)．この間，海部俊樹政権は 1990年 9月から人的貢献のための「国連平和協力法」
の作成に取り組むも廃案となる（都築 2006: 78-9）．そして，91年秋に宮澤喜一内閣
のもとで国連平和維持活動協力法（PKO協力法）が提出される（都築 2006: 81）．
5,1.2 政治改革
湾岸危機のトラウマの解消は，高まりつつあった金権政治批判とともに「政治改革」と
いう新たな課題の実現に求められた(都築 2006: 84）．政治改革の 1つの目標は従来
よりも強力なリーダーシップの確立にあった（都築 2006: 84）．小沢一郎は政治改革を
成しとげることによって自衛隊派兵の道へと進めようとしたのであった．政治改革の中
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核は中選挙区制度を小選挙区制中心の選挙制度に代えることであった（渡辺 2005:
99）．これによって自衛隊派兵の障害となっていた社会党を潰そうとしたのであった（渡
辺 2005: 99）．その狙いはそこに留まらず，さらには自民党の派閥を弱体化させ，自
民党の構造を中央集権的なものにすることも見据えていた（渡辺 2005: 100）．そし
て，派兵に反対であった当時の自民党主流派も退けることが可能となるのである（渡辺
2005: 99-100）．小沢が目指したものは「普通の国」として，武力行使目的での自衛隊
派兵を実現することであった（渡辺 2005: 101）．こうした構想を小沢は『日本改造計
画』に著した（小沢 1993; 渡辺 2005: 101）．その後，自民党を割ってでて，社会党・
公明党・民主党と組んで細川護煕連立政権を樹立し，政治改革を実現したのである
（渡辺 2005: 100）．
5,1.3 消費税増税と村山政権
小沢はここでは大蔵官僚と連携し，消費税に代わって 7％の国民福祉税を導入しよう
とするが，閉ざされた政策過程や税率や用途の曖昧さから与党各党の反発にあい，
翌日には白紙撤回される（上島 2001: 129）．しかし，94年 3月，厚生大臣の私的懇
談会である「高齢社会福祉ビジョン懇談会」が「21世紀福祉ビジョン――少子高齢化
へ向けて」を発表し，新ゴールドプランや「子育て支援のための施策の基本方針につ
いて（エンゼルプラン）」が策定され，高齢者介護や子育て支援の拡充が図られること
で，94年村山富市政権において消費税率 5％への引き上げが決定する（上島 2001:
130）．
95年には 1月，阪神・淡路大震災と 3月地下鉄サリン事件が起こる（道場 2005:
147）．ここにおいて「危機管理」論が浮上し，有事体制づくりへと結び付けられる（道場
2005: 147）．村山政権は社会党が反対してきた破防法適用手続きをオウム真理教に
対して発動する（道場 2005: 147-8）．95年 9月に女子中学生に対する米兵の集団
暴行事件が起きると，軍用地使用期限延長問題において大田昌秀沖縄県知事は基
地の整理縮小を要求したが，村山政権は強制収用の手続きを命じる（道場 2005:
147-8）．村山政権は以上の社会党としては対応不能の事態に次々と直面し 96年１
月，自民党橋本龍太郎に首相の座を譲る．社会党は軸を失い，同 96年 1月，社会民
主党に改名し，議員の大半が民主党から立候補する事態となり，96年 10月小選挙区
制初の国政選挙では壊滅的な敗北を喫した（道場 2005: 143）．なお，阪神・淡路大
震災では，ボランティアや NPOなど市民活動の社会的使命や必要性に対する理解が
急激に深まる（長谷川 2001: 42）．
5,1.4 橋本内閣「6大改革」と 97年不況
橋本は，96年を構造改革元年と位置づけ，行政改革，財政構造改革，金融システム
改革，社会保障制度改革，経済構造改革の 5大改革を打ち出す（渡辺 2005: 106）．
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総選挙に勝った後，教育改革を加え「6大改革」とする（渡辺 2005: 106）．橋本 6大
改革は，①企業負担の軽減②規制緩和③効率的な国家体制への改革を目指すもの
だった（渡辺 2005: 107）．国民経済維持や福祉関係の介入領域をスリム化し，行政を
多国籍企業支援に特化する体制づくりである（「新自由主義改革」）（渡辺 2005:
107）．また，政府は 96年半ば以降景気回復が本格化しているという認識の下，財政
構造改革を行う（上島 2001: 136）．これは中曽根康弘，宮沢喜一，竹下，村山ら首
相，蔵相経験者をメンバーに加え後ろ盾とした財政構造改革会議を 97年 1月に立ち
上げ，実現した（上島 2001: 135; 渡辺 2005: 107）．03年までに赤字国債の発行ゼ
ロ，公共事業投資の 7％削減，社会保障費は自然増も含めて 3000億円増にとどめる
など，歳出の削減目標が規定される（渡辺 2005: 107）．しかし，97年 4月の消費税率
の引き上げと特別減税の終了を受け需要は著しく落ち込み，97年度の実質 GDP成長
率は第 1 ・ 4半期 2.0％，第 2 ・ 4半期マイナス 2.8％，第 3 ・ 4半期 0.8％，第 4 ・４
半期マイナス 0.2％と 4月以降落ち込んだのであった（上島 2001: 136）．さらに 97年
夏以降，アジアの金融危機が経済危機へと発展し，日本の輸出セクターに大きな打
撃を与えた（上島 2001: 137）．そこで輸出セクターは政府に対し，法人課税の引き下
げを強く訴えるようになる（上島 2001: 137）．これを受け，日本は G7や日米蔵相会談
で内需拡大による景気回復を要求され，10月 21日，規制緩和を中心とする「緊急国
民経済対策」をまとめる（上島 2001: 137）．しかし，経済は混乱の度合いを増し，11
月3日には三洋証券が会社更生法を申請し，戦後初めての短期金融市場におけるデ
フォルトが生じ，17日には山一証券が自主廃業を決定する（上島 2001: 137）．98年
4月，政府は，建設，赤字国債に依存する大規模な「総合経済対策」を打ち出し，制定
から半年で財政構造改革法を改正する（上島 2001: 138）．こうした流れのなか，98年
夏の参院選において，自民党は議席を減らし，責任をとって橋本首相が退陣し，「経
済再生」を標榜する小渕恵三政権が誕生し，景気対策として恒久減税が盛り込まれる
ことで財政構造改革法案は約 1年で凍結されることとなった（上島 2001: 139）．こうし
た流れには，財政構造改革を支持していた輸出セクターが，経済の悪化と外圧によっ
て景気対策，なかでも減税が争点となると，財政構造改革に代わって恒久減税を要求
したことが大きい（上島 2001: 139）．
5,1.5 90 年代後期の安全保障の展開
政治改革による政界再編は，安全保障政策そのものへの関心を再び遠のかせること
となった（都築 2006: 84）．その後の過程は，日本の安全保障政策の中心を，これま
での新たな国家の安全保障戦略として謳われていた国連ではなく日米安保体制に置
くものとなった（都築 2006: 95）．橋本首相は 96年 2月クリントン大統領と会談し，4
月 12日モンデール大使との共同記者会見で，米軍戦力の維持を前提に，沖縄普天
間基地の 5年から 7年以内の返還（じっさいは県内移転となる）を発表する．14日，ペ
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リー国防長官との会談で 78年策定の「日米防衛協力のための指針（ガイドライン）」の
見直しに同意，これらをふまえ，17日，クリントン大統領との日米首脳会談で「日米安
全保障共同宣言」に署名がなされる（都築 2006: 94）．これは，ハーバード大学の国
際政治の教授であったジョセフ・ナイが 94年 9月にアメリカの国際安全保障問題担当
の国防次官補に就任することで，95年 2月にまとめられた国防総省の「東アジア戦略
報告」（通称ナイ・レポート）を土台とする（都築 2006: 95）．これが後に，小渕恵三内閣
での99年の周辺事態法，また小泉純一郎内閣での2003年の有事法制の制定につな
がる（都築 2006: 95）．1990年代後半の議論は，日本の安全保障政策がはたして従
来のままでいいのかという問題意識が何処かに行ってしまったかのように反米にもとづ
く安保反対論であった（水島 1996; 前田・竹田 1996; 都築 2006: 96）．安全保障を
めぐる活発な国民的議論はついに 1990年代後半の日本において活発に国民的に議
論されることはなかった（都築 2006: 98）．
5.2 ナショナリズムの課題
しかし，また一方でナショナリズムの課題は動きはじめていた．①上述の湾岸戦争を
契機として起こった「国際貢献」論②91年 12月に韓国のいわゆる従軍慰安婦らによっ
て改めて提起された戦争責任とその補償をめぐる問題③靖国神社公式参拝問題④
「日の丸」「君が代問題」にみられる（平石 2006: 15）．②91年 12月「元従軍慰安婦」
による日本政府に対する賠償請求訴訟が起こされる（平石 2006: 17)．これは 1982
年のいわゆる「教科書問題」，86年 6，7月「日本を守る国民会議」編集の「新編日本
史」が中国・韓国からの是正要求を受け中曽根首相の指示により，超法規的な措置で
内容の修正がされるという事件をへ，また 1987年以後の韓国の民主化運動も作用し
起こった（平石 2006: 17)．こうした動きに対し，日本側では 93年 8月 15日の細川首
相による戦没者追悼式での式辞，94年 8月 31日の村山首相の戦後 50年に向けての
首相談話，95年 8月 15日の閣議決定をへた村山首相談話などにより，日本の起こし
た戦争や植民地支配がアジア近隣諸国に与えた被害に対する反省や謝罪の意が表
明された（平石 2006: 17）．他方で，戦後 50年の節目に与党 3党の賛成で採択され
た 95年 6月 9日「歴史を教訓に平和への決意を新たにする決議」に侵略戦争や謝罪
の明記がなかったことや，侵略戦争を認め謝罪した細川首相に対し，自民党議員や
日本遺族会が抗議を示したことからみられるように，ここには戦後日本人の価値観や
歴史観を 2分する根本問題が横たわっていた（平石 2006: 17-8）．96年には「新しい
歴史教科書をつくる会」が結成される（平石 2006: 19）．それは既存保守派とは違い，
国体護持が絶対視されない天皇というよりは国民を主人公とする新たな物語を求める
ものだった（佐藤ほか 1997; 都築 2006: 93; 平石 2006: 19）．③小泉は，2000年
の自民党総裁選において，8月 15日の靖国神社公式参拝を公約に掲げ遺族会の支
持を得て勝利し，後も中国・韓国からの抗議にもかかわらず，時期をずらしながら参拝
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を続け，中国・韓国，とりわけ中国との外交関係を，1972年の国交正常化以来の最悪
のものにすることになった（平石 2006: 19-20）．④99年 8月小渕内閣の下で，国歌・
国旗法が成立，以降，卒業式等の学校行事で国歌斉唱に和さなかったなどの理由で
多くの職員が処分を受け，訴訟事件にまでなっている（平石 2006: 20）．こうしたナショ
ナリズムの課題の動きの一方で，2002年のサッカーの国際試合でみられたものは対
戦国のチームに対する攻撃が向かわない無邪気な日本ナショナリズムであり，そこで
はナショナリズム感情の希薄さが指摘される（香山 2002: 28-9,35-6; 苅部 2006:
43）．あくまでこのときのナショナリズムの動きは言説レベルであって，それは萌芽に過
ぎなかった．しかし，加藤典洋『敗戦後論』に代表されるように「戦争中と戦後を一貫す
る『われわれ』」（都築 2006: 93）というような「国民の新たな物語」は「新しい歴史教科
書をつくる会」をはじめ活発に希求されはじめる（加藤 2005 16,30,39-43,46-7; 都
築 2006: 93）．さらに「市民の物語」としては，オウム真理教の事件にもその欠如の影
響が村上春樹によって主張される（村上 1999; 750,766;都築 2006: 91）．次節の「社
会」の記述は「社会」の不安定化がますます深刻化する過程である．
5.3 家族・学校・企業社会の動揺
1990年代の「社会」の変動をみると「家族・学校・企業社会のトライアングル」に動揺が
あった（小玉 2002: 32）．「家族・学校・企業社会のトライアングル」とは「企業による新
規学卒者の一括採用にもとづく学校と企業社会との結びつきのなかで，学校教育が
企業でのトレイナビリティ（訓練可能性）と忠誠能力を養成し，また，企業戦士と受験戦
士を支える家族がこの学校と企業との結合にリンクするという，…構図」（小玉 2002:
25）である．まず学校から企業社会への移行の変化をみる．
1990年代の学校から企業社会への移行をみるにあたり 3つの大きな特徴がみいだ
せる．①大学進学率の上昇②若年労働者の完全失業率の上昇③非正規雇用者の増
加である．①大学・短大の進学率は1990年代において急上昇し，1990年度の36％か
ら 2000年度には 49％になった（市川 2002: 7）．高等教育はマス化の段階からユニヴ
ァーサル化の段階に移行した（市川 2002: 7）．②若年労働者の完全失業率の上昇
は，労働力減少のなか起こっており，より若者，より学歴が低い者に対する労働力需要
の低下が著しい（小杉 2002: 60）．③正規従業員以外の雇用形態の比率は，1990年
の 19.1％から 2000年の 26.0％へと高まった（小杉 2002: 61）．長期雇用型の正社員
にくわえて短期型の非正規社員を活用していく指針が産業界から示された（日経連
1995）．96年，98年に労働者派遣法が，99年に労働基準法が改正され，裁量労働制
の拡大，有期（3年ないし 5年）雇用契約の承認，派遣対象業務の拡大などと橋本政
権の改革以降，継続的に制度改正が行われた（毛利 2005: 127）．もともとアルバイト・
パート比率は 35歳以上の女性で高いのだが，ここに 25歳未満の男女が加わるかたち
で非正規雇用者が増加している（小杉 2002: 61）．
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こうした変化の直接的な現れは新規高卒労働市場にある．新規高卒者への求人は，
1992年に 167万人を記録してから大幅に減少し，2001年には 6分の 1の 27万人と
なった（厚生労働省職業安定局編 1992, 2001; 小杉 2002: 61）．数が減っただけで
なく大規模事業所やホワイトカラーの求人がとくに減り，質も大きく変わった（厚生労働
省職業安定局編 1992, 2001; 小杉 2002: 62）．それは景気要因もさることながら①
高学歴者への代替と②非正規社員への移行という 2つの構造的要因がある（日経連・
東京経営者協会 2000; 小杉 2002: 62）．一方，高等教育卒業者の就職率も，学士
が81％から56％，高専卒が86％から60％，短大卒が88％から56％にと，未就業者が
増加している（市川 2002: 9）がこれは主には供給量の急激な増加によるものである
（小杉 2002: 64）．1990年代においては，男性の中退者や高卒者では，離学当初は
無業や他形態であった者でも 20歳代後半までには正社員に多く移行し，8割からそ
れ以上の正社員比率を示す（小杉 2002: 65）．一定期間，非正規社員で過ごす者の
ことを「フリーター」と呼ぶ（厚生労働省 2005; 毛利 2005: 124）．フリーターは，中途
退学者など学歴が低い者が正社員市場から閉め出されている傾向にあるものの，やり
たいことやキャリア探索のために選んだと認識する者が多いが，収入の上昇や就業経
験を通じた能力開発はあまり望めず，また正社員になる際にキャリア探索期間としての
有効性が認め難く，正社員になった後も正社員より年収が低くなる傾向がある （小杉
2002: 67-71）．
以上の学校から企業社会への移行の動揺は，上位の階層に含まれる家族に教育競
争に対しいっそうの戦略的行動を駆り立てる一方で，下位の階層が競争から降りること
を促す（中村 2000）．そして，「家族・学校・企業社会のトライアングル」は，学校を卒業
すれば「中流」以上の生活が保障されるという「平等」意識を定着させた（小玉 2002:
27）が，これの動揺は「1億総中流階級」の夢の崩壊であった（橋本 2001: 203; 市川
2002: 10）．これを受けて「学校」も変容を示す．
1970年代から 1980年代にかけては，吹き荒れた校内暴力や「ツッパリ」的ファッショ
ンにみられるとおり（酒井 1996），反抗も学校のなかで居場所を定めようとするものであ
ったが，1990年代に入ると学校と結びついた「生徒文化」からメディアや都市の消費空
間と結びついた「若者文化」との関わりにおいて自らを定位する度合いが高まった（伊
藤 2002: 93）．高校生のアルバイトは一般化し，学校以外の人間関係や活動範囲が
広がり，学校への関与は低下した（伊藤 2002: 97）．メディアも急速に発達し，ポケベ
ル，インターネット，携帯電話，メールが不特定多数の他者との「n×n型コミュニケーシ
ョン」（宮台 1997）を可能にした（伊藤 2002: 97）．これは複数の「場」を無限に増やし，
従来の統一されたアイデンティティや，少数の親友とすべてを開示し合うような包括的
な関係とは異なる，多元的な自己と，部分的だが表層的ではない対人関係（辻 1999）
を生んだ（「アイデンティティの拡散」）（伊藤 2002: 94,98）．また，大学生の「生徒化」
がいわれる（伊藤 2002: 92）．かつては，大学生は特権的なポジションを自覚して社会
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を憂いたが，高等教育への進学率の上昇によりいまや中学高校在学時と変わらず学
校から与えられた課題をこなす存在となった（伊藤 2002: 92）．このように「生徒」の期
間は薄く広がり，「家族・学校・企業社会のトライアングル」の動揺を背景に，「学校」の
空洞化が進んでいる（伊藤 2002: 96）．なお，1970年代から 1980年代にかけては
1980年代の校内暴力に対して学校は校則を厳しくするなど管理主義・厳罰主義で対
応していたが，1990年代になると「支持的風土」「カウンセリング・マインド」「支援」とい
うキーワードが学校現場を支配するようになる（高旗 2002: 81-4）．校内暴力に対する
学校側の厳しい対応は 1990年代前半のいじめの多発へと弱き者へ攻撃が向かい，
厳罰対応が緩和されることで 95年以降いじめの減少へ向かう（高旗 2002: 84）．しか
し，この対応は基本的に放任につながり，校内暴力と不登校は増加の一途を辿り，
「学級崩壊」「授業の荒れ」「荒れる学校」現象となる（高旗 2002: 84）．
「家族・学校・企業社会のトライアングル」は，英米のリベラル左派政権に強く主導され
た福祉国家政策による公教育拡充に対し，非政策的な形で日本の福祉国家を代替し
た（小玉 2002: 25）．これが労働者やその家族を企業社会に統合，馴致することで
人々の政治的顕現化（政治化）を抑止し（渡辺 1991），戦後日本の「政治的意味空間
の解体」（佐々木 1986: 25）を成立させていた（小玉 2002: 25）．しかし，「家族・学校・
企業社会のトライアングル」の動揺を受け，政策課題そのものを公共的に議論し明確
化する政治的意味空間の形成が求められる（小玉 2002: 29）．これはまた，財の再分
配として福祉国家政策のあり方が問われた 1980年代までの正義論とは違い，経済成
長の鈍化を受け自由というよりも公共性の哲学としてのリベラリズムの可能性が主張さ
れた変化（井上 2001: 28）にも連なる．
5.4 問われ続ける市民社会
上述の公共性の哲学の議論と関連して，1990年代には市民社会をめぐる議論の隆
盛がある（井上 2001: 28)．この背景には，上述の他に，①東欧革命やラテン・アメリカ
の民主化運動や，②新自由主義の台頭による国家対市場という枠組みの機能失効，
③先進諸国により 1970年代の終わりから展開された環境運動・フェミニズム運動など
の「新しい社会運動」や NGOなどの国家とは一線を画する社会運動がある（井上 2001:
28-9）．こうした背景から，1990年代の市民社会論の特徴は，第 1に市民社会を国家
からも市場からも自立した領域と想定する 3パーティ・モデル，第 2に，市民社会を構
成する単位を個人よりも集団・コミュニティなどとする，第 3に「新しい社会運動」を評価
する，第 4に NGOなどのグローバルな活動を評価する（井上 2001: 29），となる．
具体的な市民社会の活動には 5つの変化がある（長谷川 2001: 40）．第 1に，98
年 6月の特定非営利活動促進法（いわゆる NPO法）の制定に伴い 2001年 4月末まで
に全国で約 4000の団体が法人格の認証を受けるというように，市民活動の組織化が
急速に進む（長谷川 2001: 40）．第 2に，市民オンブズマンに代表されるように，市民
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運動が自治体レベルでの情報公開制度を駆使し，公金支出の適正化・不要な歳出の
抑制を行った（長谷川 2001: 40）．仙台市民オンブズマンの成功から全国市民オンブ
ズマン連絡会議がつくられ，95年 4月 25日には全国で食糧費の一斉開示請求が行
われ，40都道府県・政令市の秘書課・財政課・東京事務所の食糧費の約 8割が官官
接待費であることを明らかにする（長谷川 2001: 46-7）．97年，全国情報公開度ラン
キング発表の開始など（長谷川 2001: 47）．第 3に，住民投票が定着しはじめた（長谷
川 2001: 41）．96年 8月 4日新潟県巻町での原発建設是非をめぐる条例にもとづく
日本初の住民投票の実施以降 2001年 5月末までに 11回の住民投票が全国で行わ
れる（長谷川 2001: 48）．第 4に，対決型の運動だけでなく，専門家との協働などによ
って政策提案を志向し，政府や行政・企業とのコラボレーションによって，政策実現を
目指そうとする運動が増えてきた（長谷川 2001:41）．NPO法人北海道グリーンファンド
は，市民運動が国と電力会社による「グリーン電力制度」につながり，市民と政府・電
力会社の協働により風力などの発電事業者に助成を行う（北海道グリーンファンド
1999; 長谷川 2001: 52）．第 5に，インターネットによる海外との情報交換が日常化
し，市民活動や社会運動の情報化・国際化が進んだ（長谷川 2001: 41）．92年の地
球環境サミット以来，NGO/NPOが重要なアクターとして機能しはじめ，97年の温暖化防
止京都会議（COP3）では，公式発表された9850名の参加者のうち，3865名が，報道関
係者をのぞく環境NGO，経済団体NGOなどのオブザーバー団体278団体からの参加者
であり，多彩で大きな役割を果たした（長谷川 2001: 53）．
市民活動や NPOの隆盛には，阪神・淡路大震災の影響が大きい（長谷川 2001;
42,43）が，一方で，神戸小 6殺人事件や長期監禁事件などに象徴されるように郊外
型社会など地域の日常的な共同体意識の希薄化は進行している（尾崎 2001: 58）．
市民活動は生き甲斐探しのなかで個人の選択肢のひとつとして選び取られるものとな
っている（尾崎 2001: 61）．
5.5 おわりに
リクルート事件と湾岸戦争は，自民党の利益政治の打破を目標とする「政治改革」をも
たらした．それは日本の安全保障の再定義と「新自由主義改革」へ向けて，政治の強
力なリーダーシップを実現するためのものであった．くわえて，それは社会党の解体に
も成功した．日本経済は，バブル景気の反動不況の後，97年を画期として本格的な
不況に突入した（山家 2005; 毛利 2005: 123）．消費税増税，アジア通貨危機，大手
金融機関の破綻と続き，景気は落ち込んだ．「社会」の側では，非正規社員の増加の
方針を受け，「家庭・学校・企業社会のトライアングル」が動揺し，「1億総中流階級」の
夢も崩れはじめた．国家と社会の動揺に対し，公共性の哲学や市民社会論が盛んに
なった．「社会」の解体，いわゆる革新勢力の解体のなかで市民活動の歴史は地道な
がらも連綿と続いているが，国家と社会の動揺に十分対応し，期待に応えるものともい
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いがたい．このように，国家・社会といずれも不安定で，今後どう進展していくかが問わ
れる「動揺」の時代なのであった．国家と社会の不安定さは，新たな物語を求められ
る．ここにナショナリズムの問題も問われだす．
60年安保闘争の後の池田勇人内閣からの経済的近代化をとげた日本であったが，
冷戦の終焉を受け，改めて日本の安全保障が問われると，ナショナリズムの問題も浮
上し，過去に戻るかのごとく改めて国家問題が問われる．経済的近代化は国家の問題
を解決せず，良くも悪くも「平和ボケ」でいられる時代がそこにはあった．戦後民主主義
の課題は終わっていないという結論が得られ，それはとりわけ丸山眞男を想起すること
となる．丸山の研究テーマは，全体主義に陥らない個人と国家の関係である（小林
2003）．3章でみてきたように，丸山の実践は「大衆社会」化を前に一旦挫折することと
なったが，「大衆社会」も深化し市民社会（の活動）も紆余曲折をへ，そして「家庭・学
校・企業社会のトライアングル」も動揺にあるなか，改めて全体主義に陥らない国家と
個人の関係，そして市民社会が問われる．今日のナショナリズムの問題も以上の一貫
した流れと社会背景のなかにある課題なのだ．
次章では，これまでの市民社会の歴史から戦後民主主義とも重なる日本の「市民社
会」論を検証したい．
6 日本の市民社会論の歴史社会学的検討
――「市民社会への経済学的アプローチ」と「アソシエーティブ・デモクラシ
ー」――
6.0 はじめに
本章は，日本の市民社会論を歴史的に検討するものである．このとき，歴史をどうとら
えるか．ここで参照する歴史とは，総体的な視座にもとづく歴史社会学によってとらえ
られる歴史とする．これは，ここまでの研究の成果を参照する．これまで総体的な視座
にもとづくアプローチによって，後期近代の日本の権力の編成様式や社会変動を考
察してきた．それは主として日本の市民社会を「政治」「経済」「社会」の諸連関におい
てみるものであった．ここで得られたものは「政治」「経済」によって，「社会」が変容した
り，包摂され縮小したり，揺らいでいく過程であった．本章は，これをふまえ，以上の視
座によって，日本の市民社会論がいかに有効でありえたか，あるいは今後において有
効でありうるかの検討を試みる．そうした手法から，本章は，日本のこれまでの市民社
会論に歴史的検証により肉付けするものである．
この手法は歴史社会学の方法論から紐解くとき，以下のように位置づけられる．2章で
紹介したように，歴史社会学は，スコチポルによれば 3つの戦略にわけることができる
（Skocpol 1984=1995: 335）．第 1に，歴史に対する一般理論の適用であり，第 2に，
「解釈型歴史社会学」，第 3に，「分析型歴史社会学」である（Skocpol 1984=1995:
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335-349）．第 1戦略は，あらかじめ念頭にある一般的な理論モデルを歴史によって検
証するもので，歴史に対して恣意的な一般理論のあてはめになりがちである（Skocpol
1984=1995: 338，9）．第 2戦略である「解釈型歴史社会学」は，因果的な一般的結論
を検証するというよりは，諸々の個別性を明確化すべく，概念を駆使しながら，複雑な
ままに歴史記述し，「何がおこったか」を有意味に理解するものである（Skocpol
1984=1995: 342，4-6，9）．第 3の戦略である「分析型歴史社会学」は，「なぜか」と一
貫して問いかけ，比較研究に導かれながら，説明的な因果的規則性を見出すもので
ある（Skocpol 1984=1995: 349，50）．歴史社会学の方法論の 3つの戦略からして重
要なのは，第 2，第 3の戦略のように歴史から「解釈」や「分析」や「理論」を導く手順で
ある．その際に，いかなる「解釈」「分析」「理論」を導くかが問われる．これらの要素はも
ちろんそれぞれが隔離されているわけではなく重なるものである（Skocpol 1984=1995:
335; 山田 1996: 61，2）．以上から，本手法は，いかにこれまでの日本の市民社会論
が歴史を「解釈」し，因果「分析」を行い，「理論」化してきたかを問うものであり，同時に，
逆に歴史の「解釈」「分析」「理論」化の術を問う．第 1の戦略からすれば，逆の手順と
して，歴史から既存の「理論」を問うものである．
まず，6.1.1で今日の市民社会論である，「新しい市民社会」論を概観する．次に，
6.1.2で「アソシエーティブ・デモクラシー」に焦点をあてる．これは後の議論や結論を
先取りしつつ取り上げる．6.2で日本のこれまでの市民社会論をみていく．丸山眞男，
また，「市民社会への経済学的アプローチ」の潮流（大塚久雄，内田義彦，平田清明）
を取り上げる．これは戦後民主主義論と重なる．次に 6.3でこれまでの後期近代日本
の市民社会の歴史を総体的な歴史社会学の視座によりみていく．ここまでの歴史叙述
のおさらいである．おわりに，日本の市民社会の歴史によってこれまでの日本の市民
社会論を検証・再見することで，今日の市民社会論の展望を示す．
結論として，丸山の問題関心が再評価され，またそれへの市民社会論的アプローチ
である「アソシエーティブ・デモクラシー」へ焦点があてられ，くわえて，それ以上に，
「市民社会への経済学的アプローチ」が再評価される．
6.1 「新しい市民社会」論
6.1.1 「新しい市民社会」論の特徴
では，まず今日の市民社会論を概観する．今日の市民社会論は 1980年代末のなか・
東欧のソビエト社会主義体制の崩壊にみられる「市民革命（「東欧革命」）」を契機に巻
きおこった市民社会論の再興，とりわけ「新しい市民社会」論に由来するものである（山
口 2004: 143,8)．「新しい市民社会」論は，とりわけ「ヘーゲル＝マルクス主義的系譜
からの離脱」（山口 2004: 149)と「国家」「市場」「市民」（「アソシエーション」）の「3項モ
デル」が大きな特徴である（山口 2004: 149,51)．「ヘーゲル＝マルクス主義的系譜」
においては，「市民社会」は「ブルジョア社会」と等値されてきたが，「新しい市民社会」
74
論においては，「ブルジョア社会」や「資本主義社会」「市場社会」と対立し，コントロー
ルしようとする「新しい公共性」を担うよう強調された「市民社会（シビル・ソサエティ）」で
ある（山口 2004: 149,50,2)．すなわちそれは，「国家」「市場」「市民」の「3項モデル」
の発想を生む．これまでの「国家」対「（市民）社会」という構図ではなく，「市場原理」の
暴走により失われた「公共性」の回復もとらえる（山口 2004: 152）．ここには東欧革命
の影響がある（川原 2003）．これは，ユルゲン・ハーバーマスによる，「国家」と「経済」
を「システム」とし，またそれによって「植民地化」されうる「生活世界」を「市民社会」が
守るものとして解釈できる（山口 2004: 153,4）．「システムによる生活世界の植民地
化」テーゼはその理念の象徴である（山口 2004: 153,4）．また，市民による「自発的結
社」である「アソシエーション」が重要視される傾向にあり，それが「国家」や「市場」から
自由を防衛しかつ実現する組織ととなる（山口 2004: 159，60）．そして，「地球的規模
で考え，身の回りから行動しよう［Think globally,act locally］」のスローガンから結
びつく「地球市民社会（global civil siciety)」論が提起され，グローバリゼーション
の動きに対応して，一国主義の限界を越えた市民社会論の重要性が掲げられている
（山口 2004: 155-9）．また，「多文化主義」や「複数性の領域としての市民社会」という
思想とも結びつく（山口 2004: 162,4,5 )．
6.1.2 「アソシエーティブ・デモクラシー」
現代の市民社会論，民主主義論において，「熟議民主主義（delibertive
democracy）」と「結社民主主義（associative democracy）」が言われる（山口 2004:
233）．ここでは主に後者の「アソシエーティブ・デモクラシー」をとり上げる．
「アソシエーション」とは，「諸個人が，共通の目的を実現するために，財や力を結合す
る形で，自由意思と契約に基づいて組織をつくる行為ならびにそれによって生まれる
組織」（田畑ほか編 2003: 23）とされ，「共同体」と対比されて使われてきた（田畑ほか
編 2003: 23； 山口 2004: 237）．「共同体」は，個々人の選択をこえて存在し，個人
を拘束する「運命共同体」と，関係者間の連帯感をベースとする「選択的（連帯）共同
体」とを区別することができ，「アソシエーション」は「選択的共同体」に進化しうる（山口
2004: 238）．また，それは「個人の自立・自律と選択を原点とした共同体」（山口 2004:
238），すなわち，「個人主義的共同体」である（山口 2004: 238）．くわえて，今日，「ア
ソシエーション」は，「営利主義をコントロールできる結合体」（山口 2004: 240）と目さ
れている（山口 2004: 240）．また，今日の「コミュニタリアニズム」も「伝統的コミュニティ
（共同体）主義」と区別して，「個人主義的共同体」を目指すものである（山口 204
244,5）．
「アソシエーティブ・デモクラシー」論は，「国家によるヒエラルキー的管理に代わって
市民社会内の協同組合，非営利組織，諸社会運動等の様々な民主的・自発的自己
統治アソシエーションとそのネットワークが経済や社会生活空間において民主的ガバ
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ナンスを拡大していくこと，そのことに社会のオールタナティブな姿を描」（浅野・篠田
1998： 39）くものである．「熟議民主主義」論も「アソシエーティブ・デモクラシー」論も，
ともに現在の代議制民主主義もしくは間接民主主義にとって代わろうとするものではな
く，代議制民主主義を補完するものである（山口 2004： 247）．イギリスを代表する「ア
ソシエーティブ・デモクラシー」論者に P ・ Q ・ハーストがいる（山口 2004： 248）．ハース
トにとって，市民社会とは，ハイエクやハーバーマスがみていたような「自発的秩序の
場」ではなく，「諸アソシエーションのネットワークによってデモクラティックな経済的・社
会的ガバナンスが自覚的に不断に追求されていく場」（浅野・篠田 1998： 40）であり，
「理念としての市民社会と，闘争の場としての市民社会という 2側面において捉えられ
ていた」（浅野・篠田 1998： 40）（Hirst and Khilnani 1996： 98； 浅野・篠田 1998：
40）．また，ハーストは，アソシエーションと政府諸機関との関係はローカルもしくはリー
ジョナルなレベルに限定されるべきであり，取り上げるテーマもローカルなレベルに限
定されるべきだとする（山口 2004： 248）．「国家の役割をできるだけ少なくし，アソシエ
ーションを下から積み上げることに主眼を置く『多元主義モデル』の系譜」（山口 2004：
249）である（P.Percznski 2001： 77； 山口 2004： 249）．一方で，アメリカの研究者で
あるジョシュア・コーエンとJ・ロジャースや，P ・シュミッターの「アソシエーティブ・デモク
ラシー」論は，「国家がアソシエーションを組織し，アソシエーション間関係を調整する
点で主導的役割を演じる」（山口 2004： 249），「ネオ・コーポラティズム」型である
（P.Percznski 2001： 78； 山口 2004： 249）．「アソシエーティブ・デモクラシー」論と
同じくラディカル・デモクラシーの流れに位置するアミンは，ハーストには「国家による
戦略的役割への過小評価」（Amin 1996： 309）がつきまとうとする．ハーストの市民社
会論にはそもそも市民社会内部の不平等性という視点はなく，国家の戦略的位置づ
けに問題を残している（Cohen and Rogers 1995）．シュミッターは，市民が「アソシエー
ション」に投票し，票数に見合う形で，政府から支給されるバウチャー（支払伝票）を通
じて，財政的基礎を保証されるという，バウチャー（政府保証の支払伝票）制を構想す
る（P.Percznski 2001： 79-80； 山口 2004： 249-50）．ペルチンスキは，こうした「関
心のある参加者に力を与える」ことを通じて，「参加」の内容的深化をはかろうとする主
張を「質的参加（qualitative participation）」論と呼び，推奨する（P.Percznski
2001： 82； 山口 2004： 250-1）．
また，「アソシエーティブ・デモクラシー」論が想定する市民社会は，ストリークなどによ
れば，近代以降前提としてきたような国民国家に統合された社会であり，そこでの市民
は単一の国民である（Streek 1995: 188; 浅野・篠田 1998: 41）．「アソシエーティブ・
デモクラシー」論は，「国民国家に閉じられているイメージ」（Streek 1995: 188）があ
り，こうしたこれまでの国家中心の国家間調整のあり方に対し，今日ではグローバル・
ガバナンスの可能性が議論され，「グローバル市民社会」が問われている（Shaw
1994=1997: 32）．以上の「新しい市民社会」論をみた上で，次にこれまでの日本の市
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民社会論の系譜をみる．
6.2 日本の市民社会論の系譜
6.2.1 丸山眞男の市民社会論
日本の市民社会論者といえば，大河内一男や高島善哉がまず挙がるのだが，「新し
い市民社会」論との観点から，今日では，とりわけ，戦後民主主義の代表である丸山
眞男や大塚久雄が挙げられる（安孫子 1998: 52-3）．これは彼らに連なる日本の市民
社会論者である内田義彦が彼らを「市民社会青年」に数えた（内田 1967）ことが大きい
（山口 2004: 39-40）．「市民社会青年」らは，日本の「後進性」の問題を何よりもまず
「人間型」の問題＝「主体形成」の問題，ひいては文化の問題としてとらえた（山口
2004: 41）．つまり，マックス・ウェーバーへの関心へとつながり，ここに戦後初期の「マ
ルクス・ウェーバー」問題が現れる（山口 2004:41）．
丸山が「市民社会」の概念をほとんど使っていないことは石田雄が指摘し（石田・姜
1997: 19），専門家の間では有名である（山口 2004: 53）．そして石田は，丸山は，「市
民社会をつくりだすことを戦後日本の課題にしなかった」（石田・姜 1997: 19）とする．
しかし，都築勉は，「ちかごろはもっぱらトクヴィル一辺倒」（丸山 1956）との記録などか
ら 1958年から 1960年に丸山の「新しい市民社会」論，すなわち「国家から独立した中
間諸団体が拮抗しあうことによって結果的に自由が保障される社会の値打ちがヨーロ
ッパ文明史によって証明されているという点に力点を置いたもの」（山口 2004: 55）が
登場するとする（都築 2003）．石田は，「非政治的領域から発する政治的発言という近
代市民の日常的モラルが育って行くことが期待される」（丸山 1992: 194）という丸山の
主張を，丸山が「市民社会」概念を忌避していた根拠とするが，これに対し，山口定
は，これこそは「新しい市民社会」論の核心的主張そのものであるとする（山口 2004:
64）．丸山はこれについて以下のように述べている．
政治団体が自主的集団を代表するところでは，国家と独立した社会の十全な発達は
期待できない．むしろ本来的に闘争集団であり権威性と凝集性を欠くことのできない
政治団体に対して，開いた社会への垂範的な役割を託するということ自体に内在的な
無理がある……．政治と異なった次元（宗教・学問・芸術・教育等々）に立って組織化
される自主的結社の伝統が定着しないところでは，……一切の社会集団がレヴァイア
サンとしての国家に併合され吸収されやすいような磁場が形成されることとなる．（丸山
1992: 194-5）
また，「個人主義」と「国家主義」をともに否定して，
残るは社会主義だけということになる．まあ社会連帯主義といってもいい……一方
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ではプルーラルな社会団体の，国家からの自主性を強化し，他方で国家を媒体にし
ないで直接に国際的に結合して地球社会の構成員になるようなシステムを考えるほか
ない．まあ，21世紀に持ち越す問題でしょうが．（丸山 1998b: 284-8）
と語っている．これらをふまえ，山口は，丸山は「市民社会」という言葉こそ使用しない
ものの，それは「市民社会」の語が「ブルジョア社会」という理解が強かったためである
ことが大きく，じっさいには「新しい市民社会」論の発想に近づいていたのだとみる（山
口 2004: 64）．山口はこれを評して，丸山は，松下圭一よりも早く「大衆社会状況」へ
の防波堤としての「社会」を論じ，「非政治的結社をも含んだ多様な自発的結社のネッ
トワークの存在が『非政治的領域から発する政治的発言』の絶えざる再生を可能にし
ている社会こそが，真の自由の保障になるということを強調し」（山口 2004: 63）ている
とみる（山口 2004: 63）一方で，山口は，丸山が「戦後早くから，欧・米社会を一面的
に美化することは避けたいという気持ちを強く懷いていたこと自体は事実であろう」（山
口 2004: 59）と丸山の福沢諭吉論を持ち出し，石田の主張への理解も示している（山
口 2004: 59）．丸山の「非政治的領域から発する政治的発言という近代市民の日常的
モラル」の主張の是非は，また別に論争含みであるが，山口が主張する通り，「新しい
市民社会」論の方向へと丸山の発想が向いていたこともまた確かであろう．
また，丸山は，「近代化」の過程を「伝統的」社会に生活している個人にとって解体的
であったという歴史的経験の検討として，この一定の伝統的な行動を規定していた共
同体の紐帯からの「解放」を「個人析出」individuation と呼び，考察しており，これが
日本の大衆社会分析として有用なものである（丸山 1996）．丸山は，個人析出のプロ
セス，類型として「自立化」individualization，「原子化」atomization，「民主化」
democratization，「私化」privatization とに分ける（丸山 1996）．そして，日本の政
治過程の安定要因は私化，ダイナミックな要因は原子化であるとする（丸山 1996）．自
立化－私化（IP）型と自立化－民主化（ID）型を往復する社会と違い，自立化が公分
母なのではなく，その公分母とは私化であり，また超国家主義への道などへの態度移
行がおこるときその基調となるのは常に原子化した個人であるとする（丸山 1996）．こう
して，丸山は，私化―原子化（PA)型である日本の民がいかに「非政治的領域から発
する政治的発言という近代市民の日常的モラル」を持つことができるかというように大
衆社会問題をとらえていたわけである．
6.2.2 「市民社会への経済学的アプローチ」
次に，「市民社会への経済学的アプローチ」の潮流として，大塚久雄，内田義彦，平
田清明をとりあげる．大塚は，近代資本主義の発生史を分析した（我孫子 1998: 58）
のであるが，大塚は，日本が「経済の民主的再建」のための「近代的人間類型」の形成
に遅れをとっただけでなく，大衆社会によってもう 1つの精神的危機に直面していると
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した（山口 2004: 45,7）．
こうして，まさしく，「マルクス・ウェーバー問題」をとらえた大塚であったが，それを継承
した内田がとらえた問題は，「スミスとマルクス」であった（我孫子 1998: 58）．内田は①
「一物一価」，「労働による所有」を原理とする「純粋経済人の社会」（大畑 2000: 3）と，
②「人間と自然との物質代謝過程」（我孫子 1998: 58）や社会科学的認識をもった自
覚的個人の生成がテーマであった（内田 1966, 1967）．内田は，「純粋経済人の社
会」としての市民社会の脆弱さ（大畑 2000: 3）だけでなく，テクノロジーを駆使した労
働によって自然が開発される「人間と自然との物質代謝過程」の視座から，「テクノロジ
ーの社会的存在形態とそれを駆使しうる人間の主体的契機」（我孫子 1998: 62）を問
題にした（内田 1966）．これは「”前近代的なもの”への批判としての近代のもつ積極
性と，近代をこえる歴史貫通的なものと，いわば両義的な主張」（我孫子 1998: 60）で
ある．内田は，テクノロジーや科学により狭隘な専門人となって管理と操作が進められ
た大衆にならぬよう，社会科学的認識をもった「自覚的個人」として社会に参画するこ
とこそが「市民」であると主張する（内田 1981）．そして，社会科学の用語と日常語の乖
離を埋めるのである（内田 1981）．
6.2.3 平田清明の市民社会論
平田清明の研究は，ケネー，マルクス，レギュラシオンを 3本柱とする（山田 1998:
246）．その根幹をなすのが，ケネー研究からくる「生産資本循環の視座」となる（山田
1998: 246）．平田は，自身の処女作である『経済科学の創造』の「あとがき」でこう述べ
ている．
経済的時間――資本の回転循環によって規定される歴史的時間――のなかに生
きる人間が，その市民的実感にひたされた日々の生活を再生産することを通じて，物
質的な産業連関に外化される体制的人間関係をみずから再生産する諸過程の構造
に関して，人類の英知がこれまでどのような批判的理論認識を我がものとしていたか，
この点，虚心に古典から学ぶこと．（平田 1965: 564）
それはまず，「『資本の回転循環』（日々の生活を規定するもの）がどのように『再生産
構造』（物質的客観的な連関としての体制）をつくりあげていくかの認識」（山田 1998:
248）の研究である．そこから平田は「生産資本循環」に力点を置く（山田 1998: 250）．
「生産つまり人間と自然との物質代謝にはじまりそれに終わる形態」（山田 1998:
250），すなわち，「人びとの日常的な生産や生活を具体的にイメージさせる，そういう
循環形態」（山田 1998: 250）である．
そして，平田はマルクスの『資本論』を「所有論を基軸として，市民社会の資本主義へ
の転変と物象化を批判した体系」（山田 1987: 101）として展開する．
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「『資本論』は……所有論である．それは自己労働にもとづく個体的にして私的な
所有が，他人の不払い労働にもとづく，すなわち資本家的な私的所有へと自己転換し，
しかもこの転変の成就の暁において，ふたたび資本家領有を隠蔽する仮象として法的
に確認され，社会の公認原理となることを批判したものである．いいかえれば，市民社
会の資本家社会への転変と，この転変の暁における市民社会の公的認知とを媒介す
る全論理過程を批判的に解剖したものである」（平田 1970: 334)．
平田は『資本論』を「貨幣の資本への転化／領有法則の転回の体系」（山田 1987:
102）として読みとく．そして，「市民社会と社会主義」というテーマで「個体的所有の再
建」を主張する（山田 1987: 103）．これはフリードリヒ・エンゲルスが，生産手段は社会
的所有に，消費手段は個人的所有に，というマルクス社会主義像として「消費手段」説
を展開していたものにもとづく（Engels 1837;山田 1987: 103）．平田は「個体的所有」
を「各個人にとって『労働と所有の同一性』が実証されるような所有のありかた，各個人
がその労働をとおして自己確証がなされる所有のありかた」（山田 1987: 103）として読
みとく（平田 1982: 292,3）．こうして，平田は，社会主義は国家的所有なのではなく，
個体的所有の再建であるとし，「個体的所有を内実とする社会的所有」（山田 1987:
104）を説く．
次に，平田は「レギュラシオン・アプローチ」をグラムシ理論に結びつける．「レギュラシ
オン・アプローチ」は，「2度にわたる石油ショックで知られる1970年代の資本主義諸国
の危機を背景に登場し，一方では，『万年危機説』と『階級闘争一元論』を特徴とする
それまでのマルクス主義の『国家独占資本主義』論と対峙し，他方では，楽観的な均
衡論を説く新古典派経済学とも対決して，国家権力による諸利害の調整・制御（レギュ
ラシオン）の有り様を分析しようとする理論」（山口 2004: 109）である．平田は，1988年
の「社会的制御調整の政治経済学」（平田 1988）において，「グラムシが，国家は市民
社会における多様な利害，価値観，世界観の並存や対立の調整・制御をおこなうとし
ていたことこそが，レギュラシオニストたちのいう『レギュラシオン（調整・制御）』に当た
る」（山口 2004: 110）とする（平田 1988）．それは，「『ヘゲモニー』問題の政治学的分
析と調整・制御（レギュラシオン派の表現でいえば，賃金関係・団体交渉制度・資本関
係，しかも歴史的に形成された慣習・ノルム・規則・制度を含めての）問題の経済学的
分析との関連，さらにはまた，そこに『市民社会』問題を組み込んだ場合に，どのような
全体像と具体的課題が登場することになるか」（山口 2004: 110,1）である．そして，山
口は，「資本家社会から区別されたものとして市民社会が歴史的 1段階をなすのでは
ない．市民社会段階なるものがそれ自体として存在するわけではない．市民社会とい
う第 1次的社会形成の資本家的な第 2次的社会形成への不断の転成として，現実的
な社会形成が展開するのである」（平田 1969: 53）という平田の「市民社会」から「資本
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主義社会」への転変（転成）問題への記述をもとに
その具体的な社会形態は――例えば現在のわが国の場合の「企業社会」といった
ような形など――，国により時代によって伝統的な諸要因に規定されたり，諸勢力のせ
めぎ合いが生む「不断の転成」の結果として，さまざまでありうる．その結果，「市民社
会」が条件に恵まれて成熟する場合もあれば，例えば「企業社会」に飲み込まれてしま
う場合もあるというように考えることはできないだろうか（山口 2004: 112）
続けて，
資本主経済体制の枠の中でも，それぞれの国々の歴史的・文化的事情の相違が
絡んで，個別国家ごとに「市民社会」を含めたさまざまの社会形態がせめぎ合い，そこ
からさまざまの混合形態の可能性が生まれてきているという理論的設定を付加すること
によって，新たな理論的展開をはかることが重要になってきているのではないか（山口
2004: 113）
と提唱している．
また，平田の「市民社会と国家」論は，「政治的国家の市民社会への再吸収」（平田
1987: 52）の展望の文脈から，「新しい市民社会」論の特徴でもある「トランスナショナ
ルな市民社会」も示唆していた（我孫子 1998: 65.6）．
6.3 日本の市民社会の歴史社会学
では，ここでは，後期近代日本の市民社会の歴史をみていく．ここまで，市民社会の
歴史を，総体的な視座にもとづく歴史社会学のアプローチとして，「政治」「経済」「社
会」の諸連関において考察し，「政治」「経済」の影響下に「社会」が変容したり，包摂さ
せられ縮小したり，揺らぎを生じる過程をみてきた．これまでみてきた日本の市民社会
論の一方で，じっさいのところ市民社会はいかなる軌跡を辿ったのかを改めて概観す
る．
6.3.1 1960 年代の「私化」・「原子化」
1960年代は 1960年の安保闘争とその年代末におこった全共闘が象徴的な時代で
あった．丸山は，本職の傍ら市民活動に励むという「在家仏教主義」が根付いたと安保
闘争を評した（竹内 2005: 154）．また「八・一五と五・一九――日本民主主義の歴史
的意味」では，安保闘争によって，個的な権利と私的利害優先の「私」化する方向とア
クティブな革新運動という民の 2つの分岐の相互交通の拡大がおこったのだと論じた
（丸山 1960; 竹内 2005: 220，1）．しかし，同時に丸山は，安保闘争を率いた全学連
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主流派支持者たちの思想と行動に対し，それは心情倫理であり責任倫理に立つもの
ではないと批判もしている（中島 :1979; 竹内 2005: 230,1）．丸山は，安保闘争の成
果をただ称賛したわけではなく「私」化する民への危惧も有していた．そして，全共闘
において丸山は糾弾される（竹内 2005: 250-2)．全共闘は，大衆化した大学生のル
サンチマン（怨恨）が根源にあると評価されている（竹内 2005: 248）．これは丸山の
「私」化する民への不安と重なるものである．以下の，1960年代の歴史社会学的研究
はその背景を分析するものである．
安保闘争で象徴となったのは，全学連という学生団体であり，なかでもそれは，共産
主義者同盟（ブント）と呼ばれる過激派であった（竹内 2005: 138）．ブントの特徴とし
て，享楽性を備えており，日本共産党が警戒していたアメリカの持ち込む 3S（スクリー
ン・スポーツ・セックス）を享受するものであった（大嶽 2003: 36）．革命運動において
は日常的合理性を越えた非合理な「狂気」が存在した（大嶽 2003: 37）．これに「祝祭
としての革命」という言葉が得られるのは 1960年代末であったが，ブントはその先駆け
として，その狂気と革命を楽しんだのであった（大嶽 2003: 37）．
1960年代は安保闘争に始まり，「市民」意識の隆盛が叫ばれた時代であったが，その
後これをふまえた自民党池田勇人内閣の経済主義路線への転換により高度経済成
長がさらに加速化される格好となった（山田 2005: 223）．その路線の下，教育も，産業
の発展に目標を置きマンパワー計画の下になされ（日本経営者団体連盟 1983: 253;
小林 2002: 502），高等教育もマス段階へと大衆化した(竹内 2005: 245）．1960年
代は学生文化に映画や演劇，漫画，小説，評論領域でのサブカルチャーという「消費
社会」文化が浸透した時代でもあった．特にテレビは 1960年代前半には爆発的に普
及し，一挙に全世帯の 3/4に到達した（牧田 2002a: 80）．また，メディア研究からは，
従来の「官僚制」―「マスコミ」―「大衆」という結びつきが，「管理社会」―「情報環
境」―「カプセル人間」という結びつきに変化する「情報化社会」という概念が考えられ
るようになった（平野・中野 1975; 牧田 2002b: 67）．「カプセル人間」は，「映像や音
響などの情報環境によって形成されたカプセルの内部にいて，自分を外界から遮断
する．他者との関わり合いはカプセルの壁を隔てたドッキングであり，それが彼らのいう
『優しさ』を表現している」（平野・中野 1975; 牧田 2002b: 69）．文学の領域では，平
野謙による「純文学論争」や大岡昇平による松本清張批判が行われていた（花森
2005: 197-203; 佐藤 2005: 187-8）．これは一言でいえば，「現実」の描き方の問題
であった（花森 2005: 200）．また「組織と人間」論という「管理社会」に対する描き方の
批判も行われた（花森 2005: 203）．三島由紀夫もこの論争に一定の共感を示し，これ
を人間生活の全体的表現の問題としてみる（井上 1999: 18）．奥野健男は三島の『美
しい星』を批評し，共同的な幻想の共有度合いが低下し，全体性というリアリティが喪
失した社会における「疎外からの全体性の回復」という問題を提示している（奥野
1963a; 奥野 1963b; 山崎 2001: 99-101）．
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以上のように，「経済主義」の時代への転換の下（日高 1980: 78-80; 小熊
2002:296），「大衆社会」に加えて，「消費社会」，さらには「情報化社会」「管理社会」と
いう概念で 1960年代頃の変化が考察される．そうした変化とともに文学者は「現実」変
容や「全体性の喪失」状況について論争する．こうした変化の下に，全共闘は行われ，
また安保闘争の時からすでに享楽性や「祝祭」性を帯びたものであった．
1960年代の市民社会の動きをみていくと，60年代は革新高揚の時代であり，「社会
運動」の時代であった（山田 2005: 226）．また，「住民運動」や「自治体改革」が盛り上
がる．「住民運動」ではとりわけ公害反対住民運動が盛り上がる（飯島 1975: 63）．その
結果，「被害（事後的）救済請求型」から「環境予防型」の予防型反対運動に移行する
（飯島 1975: 86）．自治体は，企業と公害防止協定を独自に結ぶなど，先導的な政策
を打ち出すようになり，「対話」や「参加」を前面に押し出した革新自治体の登場や，
「住民参加」が逆にコストの効率性につながるという見方がされるようになる（賀来 1992:
88，91）．一方で，光化学スモッグの問題では，自動車を使用する住民自体が加害者
になりうることや，住民側の「住民エゴ・地域エゴ」という批判も起こるようになり問題は
複雑化した（賀来 1992: 88）．
安保闘争後，社会党は，資本主義の一挙転覆という革命主義を修正した，改革の積
み上げで社会主義の実現を目指す「反独占民主改革」「構造的諸改革」という「構造
改革論」を打ち出す（道場 2002）．松下圭一は，さらにここに「自治体改革」が結びつ
かねばならないとする（松下 1960: 173-4; 道場 2002: 3-4）．その前に，松下は「地
域民主主義」論を提案していたが，「地域の発見」から「自治体の発見」と呼ばれるよう
に，「革新政治指導」によって地域が包摂されるという啓蒙主義的なものとなってしまう
（道場 2002: 3-4）．横浜市の飛鳥田革新市政では，横浜線新貨物線計画で地域住
民と対立し，住民側は「地域エゴ」の理論化を称揚した（道場 2002）．最終的には横浜
市政は「土地収用法」を利用した権力による実施に至った（道場 2002）．
このように，「消費社会」「情報化社会」「管理社会」といった社会変容の下，「全体性の
喪失」がみられるなか，「市民社会」も生命，生活をかけた公害反対住民運動のような
ものか，あるいは，享楽性や「祝祭」性を帯びる「私化」された民によるものであり，「住
民エゴ・地域エゴ」の問題が浮上していた．あるいは，それどころか丸山のいうところの
「原子化」された民による全共闘に象徴される傾向を危惧する事態ともいえる．続けて
1970年代以降の動きをみていく．
6.3.2 1970-1980 年代の「政治」「経済」の力による市民社会の「包摂」
1970年代の「市民社会」の動きとしては，<労働組合運動>と<革新自治体>が象徴的
なものであった．<労働組合運動>では，国際的な経済連関の論理と日本の共同体的
な集団主義の文化が結びつくことで，「政労使一体」の日本型ネオ・コーポラティズム
の成立をみた．<革新自治体>では，保守政党の革新への歩み寄り戦略と，官僚的な
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自治体の問題が，革新自治体の衰退を招くこととなった（田中 1967; 後 1989: 213）．
これは，企業の論理が強くなった結果，政治も福祉もコミュニティも企業が中心となっ
た国家，「企業国家」（後 1989）化であった．このように，「経済」を背景とした「政治」に
よる「社会」の「包摂」過程なのであった・
さらに1980年代には，同じく「経済」（企業の論理の拡大）を利用した「政治」による「社
会」の「包摂」が日本社会全体を覆っていくこととなり，「市民社会」は解体の過程をた
どる．
具体的には，国際金融・資金市場のグローバル化と「高度消費社会」が進むなかで，
中曽根康弘の提唱の下，第2次臨時行政調査会（「第2臨調」）という名の<行政改革>
が行われる（井戸 1997：75; 石井 1997: 12; 稲葉 2012）．そこでは国鉄，電電，専
売の 3公社が民営化されたが，地方自治をみると「新々中央集権化」と呼ばれる改革
が行われていた（「政府間関係」研究集団代表・西尾 1983: 104-5; 井戸 1997：75）．
それらは一貫した「保守」勢力の増強であり，公企業体の民営化も，当時の先進国の
潮流であった新自由主義改革というよりは，総評系労働組合を解体することによる社
会党勢力の切り崩しであった．くわえて，これは，統合のシンボルとしての「国家」を求
め，審議会政治（「執行府政治」）のような権力核を特徴とする「新国家主義」としてもな
ぞらえることができる（佐和ほか 1987：60-2 ）．
このように，1970年代に形成された「企業国家」の上に「新国家主義」の影響力が増
大するなかで，「市民社会」「社会」は「包摂」されるに至る．
6.3.3 1990 年代の国家と「社会」の動揺
1990年代は，第 1に，国家の安全保障の動揺，第 2に，「家族・学校・企業社会のト
ライアングル」（小玉 2002: 32）の動揺，第 3に，国民意識や「市民の物語」と公共性
や「市民社会」が問われる，いわば丸山問題の再浮上の時代であった（稲葉 2013）．
リクルート事件と湾岸戦争は，自民党の利益政治の打破を目標とする「政治改革」をも
たらした(都築 2006: 84）．それは社会党の解体にも成功した（道場 2005: 143）．日
本経済は，バブル景気の反動不況の後，1997年を画期として本格的な不況に突入し
た（山家 2005; 毛利 2005: 123）．「社会」の側では，非正規社員の増加の方針を受
け（日経連 1995; 毛利 2005: 127），「家庭・学校・企業社会のトライアングル」が動揺
し，「1億総中流階級」の夢も崩れはじめた（橋本 2001: 203; 市川 2002: 10）．国家
と社会の動揺に対し，公共性の哲学や市民社会論が盛んになった（井上 2001:
28-9）．「社会」の解体，いわゆる革新勢力の解体のなかで市民活動の歴史は地道な
がらも連綿と続いているが，国家と社会の動揺に十分対応し，期待に応えるものかは
疑わしい．以上のように，国家・社会といずれも不安定な「動揺」の時代であり，ここに
新たな物語，ナショナリズム問題が浮上する（佐藤ほか 1997; 村上 1999; 750,766;
加藤 2005 16,30,39-43,46-7; 都築 2006: 91，3; 平石 2006: 19）．
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ここに戦後民主主義は終わっていないという結論が得られ，それはとりわけ，丸山を想
起することとなる．丸山の研究テーマは，全体主義に陥ららない個人と国家の関係で
ある（小林 2003）．丸山の実践は，「大衆社会」化を前に一旦挫折することとなったが，
国家と「社会」の動揺を迎えた今日，再びいっそう丸山の課題，いうなれば「市民社会」
の問題が浮上することとなった．
6.4 おわりに――「市民社会への経済学的アプローチ」と「アソシエーティ
ブ・デモクラシー」
以上，みてきたように，まず今日の社会はますます深化した「大衆社会」のなかにあ
る．1960年代以降からみられる「大衆社会」「消費社会」「情報化社会」「管理社会」の
言葉で表現されてきた「全体性の喪失」状況は，1980年代には「高度消費社会」と呼
ばれ，1990年代には，国家と社会（「家族・学校・企業社会のトライアングル」）の動揺
から再びナショナリズムの課題を前景化させるまでに至った．そこにおいて，丸山眞男
の課題はなおも参照されるものである．6.2.1でみたように，丸山は「大衆社会」の問
題に対して，今日の「新しい市民社会」論に接近していた．山口はこれを「非政治的結
社をも含んだ多様な自発的結社のネットワークの存在が『非政治的領域からの政治的
発言』の絶えざる再生を可能にしている社会こそが，真の自由の保障となることを強調
し」ているとみて以上のように表現した．そしてこれは今日では，「アソシエーティブ・デ
モクラシー」の発想につながるものである．丸山の研究は今日においてもいっそう重要
なものであるといえよう．
そして，日本の市民社会の近年の歴史からは，「政治」の力までもが利用する「経済」
の力の下に「企業国家」として成立する社会構造が，市民社会を包摂するという力学
があった．こうした側面をとらえずして，市民社会が国家と市場に抵抗できるかは非常
に疑わしい．内田らが課題とした「純粋経済人の社会」としての日本の市民社会の脆
弱さの問題が今いかに問われるか，つまり，シビル・ソサエティとしての市民社会に着
目するあまり，日本に歴史を築いてきたマルクス主義潮流の市民社会論（「市民社会
への経済学的アプローチ」（渡辺 2007a: 37））が省みられにくくなった社会や言論状
況を問うことの重要性が見出される．また，こうした研究をその当時の問題意識から蓄
積してきた日本に，一日の長がなおもある分野なのだということもできる．平田門下で
ある山田鋭夫が，「レギュラシオン様式が蓄積体制を成立させるのであって，レギュラ
シオン諸様式の前に蓄積体制があるのではない」（平田 1989: 45）とする平田への第
1の疑問として，「生産資本循環の強調が結果的に，そもそもの出発点であった再生
産論――とくに再生産構造論――の消失に行きついてしまっていないでしょうか」（山
田 1998: 258）としていることと結びつく．くわえて，「現代の市民社会をグラムシを基礎
にしつつレギュラシオン理論において再発見する」（浅野・篠田 1998: 36）ヒルシュは，
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ヒルシュにとってグラムシと同様に市民社会は，方法的には政治社会，あるいは経
済社会とは相対的に分節された空間である．しかし，現実的にはそれら 3層は相互に
『埋め込まれ』ており，したがって，市民社会も重層的な空間をなしている．しかも，そこ
は『経済的従属関係や政治的支配関係によって規定された場』（Hirsh 1990=1997:
165）という意味での重層的な構造をなし，そのような『場』であるがゆえに，そこは諸階
層の『敵対的な対立と闘争の領域』（Hirsh 1990=1997: 165）となっている（浅野・篠田
1998: 36,7）
とされ，
国家とも市場とも異なるあらたな自律的・公共的な空間を発展させることは，これま
で国家に独占されていた公共性を市民社会の手に再獲得していくことを意味するだろ
う．繰り返せば，ヒルシュはそうした過程が市民社会の『再構築』の過程であること，また
それが国家のラディカルな改造を含むあらたな調整様式をめぐるヘゲモニー獲得闘
争を通して実現されていくことを確認していた（浅野・篠田 1998: 38）
とし，これが「アソシエーティブ・デモクラシー」とも結びつくかたちで構想されている
（Hirsh 1990=1997: 165; 浅野・篠田 1998: 38）．まさしく，ヒルシュのいうような「国
家をめぐる闘争」（Hirsh 1990=1997: 192）であり，市民社会の「ブルジョア社会」として
の一面を捉えつつ，「国家のラディカルな改造を含むあらたな調整様式をめぐるヘゲ
モニー獲得闘争」，すなわち，「政治」「経済」「社会」（「文化」）における国家単位の歴
史や文化を意識した闘争と調整の戦略が重要となる．
以上のように，断絶をうみがちである日本の市民社会論の蓄積は，「市民社会への経
済学的アプローチ」こそが今なお省みられるべき財産であり，「アソシエーティブ・デモ
クラシー」にせよ，国家との連関が問われるように，「企業社会」や「企業国家」という社
会形態や社会構造をふまえた市民社会論こそが問われる．これは国家の歴史や文化
をふまえた市民社会論であり，歴史社会学としても，こうした課題に寄与できるような研
究がまた求められている．
7 おわりに
7.1 後期近代日本の歴史社会学
以上，市民社会を中心に，後期近代の日本を総体的な視座にもとづく歴史社会学
のアプローチによりみたのち，これを戦後日本の「市民社会」論と照らし合わせてきた．
1960年代では，「大衆社会」概念に対し，「消費社会」「情報化社会」「管理社会」という
ようにさまざまな概念で「社会」が語られ，それらは「全体性の喪失」を導いていた．70
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年代，80年代では，「経済」「政治」の力により「社会」が「包摂」される過程をみた．90
年代では，国家と「社会」の不安定化という動揺の時代をみた．そこから，日本の「市民
社会」論からは，丸山の課題の再浮上から「アソシエーティブ・デモクラシー」につなが
る流れを，そして，日本のパターナリズムの構造としての「企業国家」と，そうした「経
済」的な力をも利用した保守的な力による「社会」の「包摂」の歴史から，国家形態やマ
ルクス主義の潮流を含みこんだ市民社会論の有用性を強調した．
1つに「社会」の「私化」の流れがあり，その上に，「社会」の「政治」「経済」による「包
摂」があった．1960年代における安保闘争にみられる「私化」の流れと全共闘にみられ
る「原子化」の流れ，それを経て，90年代までは「高度消費社会」を受け，経済的な繁
栄による保守化や「私化」が訪れたが，経済の停滞が訪れると，自由よりも公共性の哲
学が問われだすのであるが，一方で，ナショナリズムの課題も浮上しており，「社会」を
新たに包むものとして影を落としているといえる．「大衆社会」と「市民社会」を考える上
で，丸山が提示した日本の私化－原子化（PA）型の図式はこのように有用なものであ
る．そのとき，「原子化」はいかにも批判の対象なのであるが，「私化」はどうであるかと
いうのが本稿の市民社会の歴史において常に問題となってきた．これをここでまとめて
おきたい．自立化―私化（IP）型や自立化―民主化（ID）型というようにはなかなかい
かない日本社会においては，「私化」こそは積極的に擁護されるべきという文脈があ
る．これをふまえ，これまでの議論をみると，「ポストコロニアル派」「ポストモダン左翼」と
呼ばれた山之内らは，国家に連なる社会システムへの動員に対し丸山を批判したが，
それはすなわち「私化」の擁護につながるだろう．山之内は「主体」について，「社会シ
ステム論」の導入に結びつけて，「主体」を消し去る現代の様相に同意し，さらに，これ
を社会システム全体からする「社会システム」の環境としての「自然システム」との関係
と結びつけ肯定している（山之内 2004: 44-7）．そして，「我々の行為の動機を埋め込
んでしまっている現代社会の制度に付き合わざるを得ないという，そうした関係の中に
おかれています」（山之内 2004: 49）としながら，それに対し，「自分自身の生活のスタ
イルの在り方を巡って」（山之内 2004: 49）「なんらかの美的観点からする問題提起」
（山之内 2004: 49）としての「新しい社会運動」を提示している（山之内 2004:
49-50）．一方，丸山は，「非政治的領域からの政治的発言」を主張し，石田はこれを
受け，丸山は「市民社会」という概念を忌避していると受け取ったが，山口は，これはま
さに「新しい市民社会」論であるとした．これはまさに「新しい市民社会」論が「私化」に
対する肯定的なモーメントを有しているということであり，山之内とは問題圏の位相を異
にしているが，ともに「『私化』から始める」というような「私化」に対する消極的であるに
せよ肯定ということにおいて共通している．
1970年代，80年代の市民社会の歴史からは「包摂された社会の力」が保守勢力との
協力関係として「政治」「経済」を進化させてきた背景をみてきた．ムフの思想を想起す
れば，これは「敵」と「対抗者」を区別し，「政治」的な力ではなく，『政治』の概念に「対
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抗者」を<包含>する考えであり，またそこでは「闘技」が行われ「闘技的多元主義」のう
ちに包含される（小玉 2002: ）．「政治」からすれば，それは闘技をふまえた対抗的な
分業である．90年代以降，NGOをはじめとする「新しい市民社会」論の勃興により，いか
にも「政治」に向かった政治的対抗とは違うかたちでの新たな「市民社会」の出現をみ
たかのようであるが，じっさいは社会党の解体にみられるように革新・左派政党の解体
が起こっていたのであり，対立のみえにくい政権争いがあるなか，再分配や社会保障
が政治のテーマにあがることは今日においても実質的には一向にない．「政治」「経
済」による「社会」の「包摂」の歴史のなかで日本の政治のポテンシャルは大いに失わ
れてきた．
ここまで後期近代日本の歴史社会学をみたとき，やはり，1990年代以前と以降とでは
大きな違いがある．90年代の国家と「社会」の動揺は，これまでの日本の「政治」「経
済」「社会」の文脈を転換させる様相を帯びている．日本の「政治」「経済」の歴史として
は，80年代から 90年代にかけての連続性をみるか，はたまた断絶性をみるかという議
論がある．80年代から 90年代にかけて（新）自由主義改革としての連続性としてみる
か（大嶽 1994: 9），あるいは，欧米の構造改革とは異なり，80年代の日本の規制緩和
政策は「すでに成立しつつあった民間セクターの社会的権威に便乗し，活用する」
（佐々木 1991: 379）「日本の行財政改革の脱政治性」（佐々木 1991: 379）が指摘で
きるもので，60年代から 80年代までの連続性をみるかである（小玉 2002: 26）．これ
までみてきたように，日本に新自由主義の潮流が本格化したのは90年代以降であると
みることができ，小玉重夫は，これを「家族・学校・企業社会のトライアングル」の解体・
再編の文脈に焦点をあて，みている（小玉 2002: 27-8）．本稿では，地方行革に着目
し，「新々中央集権国家化」の流れから，一貫した保守勢力による「社会」や革新勢力
の全般的「包摂」をみた．一方，90年代に入ると，国家の安全保障の動揺があり，バブ
ル景気の崩壊からなる経済の不況により，日本でも新自由主義の潮流が本格化し，時
代の転換をみることができる．「経済」を背景にした時代の転換がここではみられた．ま
た一方，同時に，「企業国家」というような90年代までにつくられた形態がそのまま残っ
ていることにも当然注目せねばならない．
7.2 「市民社会への経済学的アプローチ」と現在の民主主義論
6章では，日本の戦後の「市民社会」論を歴史的に検討することで，1つの結論として
「市民社会への経済学的アプローチ」の重要性を指摘した．ここでは，これを現在の民
主主義論とも照らし合わせながら敷衍したい．
日本の市民社会論には，丸山からなる「市民派」の系譜の一方に高島善哉や大塚久
雄，平田ら，マルクス理論の再解釈としての経済学アプローチの市民社会論をとる系
譜がある（大畑 2000: 20; 渡辺 2007a: 37-9）．高島は近代社会を「市民社会と階
級社会の二重性」を備えたものとして捉える（渡辺 2007a: 43）．高島は「市民主義」
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への批判として「市民という立場を運動の中で絶対化するような態度，市民の立場が
階級の立場や不平等と闘うさまざまな立場と関連することを見ようとしないある種の独
善的な意識」（渡辺 2007a : 38）を初期の市民運動のなかに感じとり，階級的な独善
に対するのと同様に「市民的な独善」に対しても警戒心を抱いた（高島 1986; 渡辺
2007a: 38，9）．このような高島の思想を継ぎながら渡辺雅男は，今日の市民社会に
おける凝集性の喪失を福祉国家の危機に，「市民社会の歴史的発展のダイナミズム」
（渡辺 2007a : 49）の考察の末に見出す（渡辺 2007a : 43-50）．あるいは，ヒルシ
ュ（Hirsh 2005=2007）は，マルクスの唯物的国家理論をプーランツァス，アルチュセー
ル，グラムシ，そしてボブ・ジェソップから継承し，資本主義社会の「社会的形態」や
「政治的形態」という枠組みともに社会編成化 Vergesellschaftungの諸関係という視
座を提示する．また，これにレギュラシオン理論を結びつけ，世界システム理論や従属
理論とは異なった「個別国家ごとの，あるいは場合によれば地域ごとの蓄積‐調整連
関からなる可変的なネットワーク」としてのグローバルな資本主義システムの解釈を示
し，ここにおいてヘゲモニー論を結びつける．このような「経済」，「政治」の連関，ある
いは国家のなかに市民社会を位置づける議論の重要性が指摘できる．
これは現在の民主主義論からしてもそうである．昨今の政治や民主主義に「決まらな
い政治」を日本政治史のなかに見出す風潮がある．ここからは民主主義への懐疑から
政治的エリートによる政治が想起されるが，意思決定過程や熟慮の契機自体に価値
を認める参加民主主義からすればそれは批判される（堀内 2012）．権力の分散が考え
られねばならない（宮台・苅部・渡辺 2012）のはまずそうであるし，イアン・シャピロは，
「誰かが最良の哲学的議論を提出しているとしても，それゆえにそれが特別の政治的
地位を占めるべきでないという直感は，民主的直感である」（岡本 1991：575）と述べて
いる．
昨今は，フィシュキンらの唱える熟議（討議）民主主義が，討論型世論調査を提示し
ている（柳瀬 2005）が，これもこうした参加民主主義の理念の延長上に属する地道な
営為である．また，熟議民主主義は，国民における熟議だけでなく国会での熟議も視
野に入れる（木下 2014： 5）．国民レベルはおろか国会での熟議こそ問われるのが今
日の民主主義ではないか．民主主義の制度論的アプローチは市民社会論をよく補完
するものと思われる．
くわえて，国家と社会を対立的や従属的と捉えるのではなく相互補完的なものに変え
ていこうとする考えは，ギデンズの「第三の道」（Giddens 1999）においても重要な主張
となっており（堀内 2010: 138．9），またこれまでみてきたように，日本では「包摂された
社会の力」も保守勢力は活用することができた．むしろ，民主主義が危機にある今日
において，「市民派」の系譜の市民社会論もさることながら，実に市民社会にとって，
「市民社会への経済学的アプローチ」や国家論と結び付けられる市民社会論の導入
が求められるだろう．
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一方で，「市民派」の系譜の市民社会論からは，トクヴィル型の中間団体の意義を重
視する自由主義的「市民社会」論を丸山も捉えていた（山口 2004: 63）．トクヴィル型
市民社会論が常に万能なわけでもないが（堀内 2012），ナショナリズムの課題などから
すると，日本社会にとってそれに代わる「市民性」を担うものやあるいは承認を与える
場（宮台・苅部・渡辺 2012）やあるいは全体性を捉えられるような場やコミュニケーショ
ンがいずれにしても市民社会の凝集性にとって重要となる．ここにおいて「アソシエー
ティブ・デモクラシー」は十分に引き続き検討されるべきアプローチである．
ここで最終的には，国家という単位の重要性が再び示された．これには「アソシエーテ
ィブ・デモクラシー」も含まれる．2章において，「ポストコロニアル派」「ポストモダン左
翼」から丸山に対して「国家」や「国民」という単位を全体性と考える自明性へや「民族
主義」への批判があった．確かに「国家」を超えるあるいは「国家」のなかの「地域」をと
らえることは重要ではあるが，やはり「国家」という単位は依然重要であり，この批判に
はまだまだ困難がある．
「市民社会への経済学的アプローチ」に着目ばかりするのももちろん違う．ときに，日
本の経済の低成長は，生産年齢人口の少なさが大きな要因であって，生産年齢人口
1人あたりの GDPは十分に回復しているという議論がある（Krugman 2013）．こうした視
点からとらえれば，「決まらない政治」という問題はいよいよ焦点化され，政権を選ぶと
いうことや，国会や内閣や国民における熟議を通した政治・政策決定の有効性，ある
いは官僚制，組織といった総じてパターナリスティックな政治構造への批判に向けた
議論が焦点化される．とはいえ，これは日本の経済成長がもう望めないということでも
なく，むろん「経済」が考慮されなくてよいという話でもない．
くわえて，本稿は当然のことながら引き続き市民社会による「政治」の力への抵抗の重
要性も抽出している．管理春闘以降の賃上げに議論の余地はあるし，革新自治体を
衰退させないためには保守勢力による「包摂」戦略に対抗できる必要やタテ割りの癒
着構造の官僚組織を越えていく必要があったし，財政再建のスローガンのどさくさに
紛れて地方分権を否定する地方行革には反対できるのが理想であった．「企業共同
体」を解体するか否かというような「企業国家」の歴史や日本のパターナリズムや官僚
組織を考慮に入れた抵抗が求められる．くわえて，いかなるヘゲモニーを獲得すべき
かという洞察には「経済」，「政治」，国家の連関を見据えた判断が求められる．
7.3 後期近代日本の歴史社会学からみる社会変動論
最後に，これまでの後期近代日本の歴史社会学からみる社会変動論を試論的なが
らみつめてみたい．「7.1 後期近代日本の歴史社会学」でもみたように，1990年代に
みられる時代の転換において，国家の安全保障の動揺もさることながら，画期となる
「政治」「社会」に影響を与えたのは「経済」であった．このような背景的な力として「経
済」をとらえた理論にここでもヒルシュが挙げられる．ヒルシュは，「経済」を背景的な力
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としてみながらも，「政治」的な権力を中心としたギデンズ理論を援用した唯物的国家
理論を掲げている（Hirsh 2005=2007: 1-77）．ギデンズは，マルクスの史的唯物論へ
の批判として経済的諸力に対し，政治的諸力を強調する（宮本 1998）．ギデンズは，
構造について，経済的支配構造，政治的支配構造，法的支配構造，意識構造・文化
構造の 4つの構造を想定し，なかでも，経済と政治を中心とする（宮本 1998: 95）．政
治・経済の制度的次元に対抗し，社会批判を担うのが「運動」である（宮本 1998）．ヒル
シュは，これを「ヘゲモニー」の概念でより詳細に位置づけている．それは，資本主義
の「時代を画する」危機という，経済的な発展と社会的な発展と政治的ヘゲモニーの
統一体の危機に対する「ヘゲモニー・プロジェクト」である（Hirsh 2005=2007:
110,112,）．今日では，新自由主義的な規制緩和政策とフレキシブル化政策の結果と
してのポスト・フォーディズムという歴史的に新しい資本主義的構成体それ自体がヘゲ
モニー・プロジェクトの帰結であり，これに対する新たなヘゲモニー・プロジェクトが問
われるという具合である．これに対する「グローバル市民社会」もさることながら，それと
同時に，あるいはそれ以前に，日本国家としての文化や「企業国家」や「日本的統治
の包摂の構造」をもふまえた対応が問われるのである．
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